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２ 本件変更不承認処分は「固有の資格」で受けたものには当たらないこと.１１ 

(1) 沖縄防衛局はその固有の資格において本件変更不承認処分を受けたもので

はないから、本件裁決は行審法に基づく有効な裁決であること．．．．１１ 

(2) 小括．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．２３ 

３ 本件審査請求につき相手方が審査庁としてこれを審査・裁決することが法令

上妨げられることはなく、権限の濫用にも当たらないこと．．．．．．．２３ 

(1) 相手方は埋立法の法令所管大臣であり、自己の法律上の利益から本件変更

不承認処分に関与しているものではなく、本件審査請求の審査庁であること 
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第３ 本件指示は関与権限を濫用したものではなく適法であること．．．．．２７ 

１ 本件指示は、地方自治法に基づき、埋立法の所管大臣として、法定受託事務

に係る法適用の適正確保の見地からなされたものであること．．．．．．２７ 
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第４ 裁決の拘束力（行審法第５２条第１項及び第２項）からして、審査申出人は、

変更不承認処分と同じ理由により本件指示の違法を主張することができないこ

と．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．２９  

１ 審査申出人は本件裁決に拘束されること（行審法第５２条第１項及び第２項） 

．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．２９ 

２ 是正の指示の違法事由として、裁決で取り消された処分に係る処分理由と同

旨の主張を認めることは、裁決等を国地方係争処理委員会への審査申出の対象

となる「国の関与」から除外した地方自治法及び行審法の趣旨に反すること 

．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．３０ 

３ まとめ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．３３ 

第５ 「国土利用上適正且合理的ナルコト」及び「災害防止ニ付十分配慮セラレタ

ルモノナルコト」の要件についての審査申出人の主張は理由がなく、本件変更

承認申請が「国土利用上適正且合理的ナルコト」及び「災害防止ニ付十分配慮

セラレタルモノナルコト」の要件に適合すると認められること．．．．．３４ 

１ 本件変更承認申請における地盤改良工法は、一般的な工法であり、沖縄県内

においても実績がある施工実績が豊富なもので、技術的に確実性がないなどと

して「埋立の位置」について合理性が認められないとする審査申出人の主張は

理由がないこと．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．３４ 

２ 本件変更承認申請において、①設計に用いた地層区分と、②その地層区分に

基づいて各地層に設定した、せん断強さ（せん断強度）を含む土質定数（地盤

物性値）は、告示第１３条及び技術基準・同解説に基づく適正なものであるこ

と．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．４１ 

３ 調整係数ｍの設定に合理性が認められないという審査申出人の主張は理由が

ないこと．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．６３ 

４ Ｃ－１―１―１工区のＢ－２７地点について力学試験等を実施した場合にせ

ん断強さの値は変わる可能性があり、それに伴い、作用耐力比の値も変わり、

１．０を超える可能性があるという審査申出人の主張は理由がないこと．７３ 

第６ 「環境保全…ニ付十分配慮セラレタルモノナルコト」の要件についての審査

申出人の主張は理由がなく、本件変更承認申請が「環境保全…ニ付十分配慮セ
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ラレタルモノナルコト」の要件に適合すると認められること．．．．．．７５ 

 １ ジュゴンに及ぼす影響について適切な予測及び評価が行われていないという

審査申出人の主張は理由がないこと．．．．．．．．．．．．．．．．．７５ 

  (1) 地域特性の変化について適切な情報収集が行われていないとの審査申出人

の主張は理由がないこと．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．７５ 

  (2) 地域特性の変化を踏まえた適切な予測及び評価をすべきであったとの審査

申出人の主張は理由がないこと．．．．．．．．．．．．．．．．．．９３ 

  (3) 水中音の評価基準に不確実性があるとして不適切とする審査申出人の主張

は理由がないこと．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．１０１ 

(4) まとめ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．１０７ 

 ２ 地盤改良に伴い地盤が盛り上がる箇所の環境影響を評価しているとはいえな

いという審査申出人の主張は理由がないこと．．．．．．．．．．．．１０７ 

第７ 埋立ての必要性についての審査申出人の主張に対する反論．．．．．１１６ 

 １ 本件変更承認申請に係る審査において、埋立ての必要性は第１号要件、第２

号要件等から独立した審査事項にはならず、埋立ての必要性について合理性

があると認められないことを不承認の理由とした審査申出人の主張は理由が

ないこと．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．１１６ 

 ２ 審査申出人の主張は理由がないこと．．．．．．．．．．．．．．．１２０ 

第８ 「正当ノ事由」についての審査申出人の主張に対する反論．．．．．１２１ 

 １ 本件変更承認申請につき「正当ノ事由」が認められること．．．．．１２１ 

 ２ 審査申出人の主張は理由がないこと．．．．．．．．．．．．．．．１２２ 

第９ 結論．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．１２２ 
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【審査申出の趣旨に対する答弁】 

相手方の令和４年４月２８日付けの是正の指示（国水政第１８号。以下「本件指

示」という。）が違法でないとの判断を求める。 

 

【理           由】 

第１ はじめに 

１ 経緯概要 

(1) 沖縄防衛局は、普天間飛行場の代替施設を、キャンプ・シュワブの辺野古

崎地区及びこれに隣接する水域に建設する目的で、平成２５年３月２２日、

沖縄県知事に対し、公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下｢埋立法｣

という。）第４２条第１項に基づき、同地区に隣接する公有水面の埋立て（以

下「本件埋立て」という。また、本件埋立てに係る事業を以下「本件埋立事

業」という。）に係る申請を行い(乙第１号証ないし第３号証)、沖縄県知事

から、平成２５年１２月２７日付け沖縄県指令土第１３２１号・沖縄県指令

農第１７２１号により、上記申請に対する承認を受けた（以下「本件埋立承

認」という。乙第４号証）。 

(2) 沖縄防衛局は、令和２年４月２１日付け沖防第２０５６号により、埋立法

第４２条第３項において準用する同法第１３条ノ２第１項に基づき、作業ヤ

ードに供する埋立地の取りやめにより目的の一部を削除する「埋立地ノ用途

ノ変更」、①地盤改良工事の追加、及び②これに伴う設計・施工の合理化のた

めの変更としての「設計ノ概要ノ変更」につき、その承認を求めて、審査申

出人に対し、普天間飛行場代替施設建設事業に係る埋立地用途変更・設計概

要変更承認申請（以下「本件変更承認申請」という。また、以下、これら本

件埋立承認からの変更点である「作業ヤードに供する埋立地の取りやめによ

る削除」、「地盤改良工事の追加」及び「これに伴う設計・施工の合理化のた

めの変更」を併せて「本件変更部分」という。）をした（乙第５号証ないし第
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８号証）。本件変更承認申請につき、審査申出人は、令和３年１１月２５日付

け沖縄県指令土第７６７号・沖縄県指令農第１５０２号により、不承認処分

をした（以下「本件変更不承認処分」という。乙第９号証ないし第１２号証）。 

(3) これに対し、沖縄防衛局は、本件変更不承認処分に不服があるとして、令

和３年１２月７日付け沖防第６５２７号により、行政不服審査法（平成２６

年法律第６８号。以下「行審法」という。）第２条及び地方自治法第２５５

条の２第１項第１号に基づき、相手方に対し、審査請求をし（以下「本件審

査請求」という。）、相手方は、令和４年４月８日付け国水政第６号により、

本件変更不承認処分を取り消す裁決（以下「本件裁決」という。）をした（甲

第２号証及び第３号証）。 

(4) 相手方は、令和４年４月８日付け国水政第９号により、沖縄県に対し、地

方自治法第２４５条の４第１項に基づき、同月２０日までに、本件変更承認

申請について承認するよう勧告し（甲第５号証）、令和４年４月２８日付け

国水政第１８号により、沖縄県に対し、地方自治法第２４５条の７第１項に

基づき、本件変更承認申請について承認するよう指示（本件指示）した（甲

第１号証）。 

２ 相手方の主張の概要 

(1) 本件は、審査申出人が、本件指示に不服があるとして、令和４年５月３０

日付けで、地方自治法第２５０条の１３第１項に基づき、国地方係争処理委

員会に対し、①本件指示の前提となる本件裁決が無効であること（本件裁決

が関与権限を濫用したものであること、相手方が審査請求人である沖縄防衛

局と一体をなす利害関係を有しており審査庁たり得ないこと、「固有の資格」

において受けた処分についての不適法な審査請求に対して本件裁決がなさ

れたこと）、②本件指示には関与権限を濫用した違法があること、③本件変

更不承認処分における審査申出人の裁量判断が適正になされていることを

理由に、本件指示が違法であるとして、相手方が本件指示を取り消すべきで
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ある旨の勧告を求めて審査申出されたものである。 

(2) しかし、本件裁決は有効であり、これを無効とする審査申出人の主張はそ

もそもその前提を誤っている（後記第２参照）。 

また、審査申出人は、縷々経緯等を挙げて、本件指示が権限の濫用である

旨主張するが、いずれも濫用とする根拠たり得ないものであり、本件指示に

関与権限の濫用はない（後記第３参照）。 

そして、本件変更不承認処分を取り消した本件裁決が有効である以上、そ

の裁決の拘束力（行審法第５２条第１項及び第２項）からして、審査申出人

は、本件裁決に反し、本件変更不承認処分と同じ理由をもって、本件指示の

要件が認められないなどと本件指示の違法を主張することはできない（後記

第４参照）。 

したがって、審査申出人が、本件裁決の趣旨に従い、本件変更承認申請を

承認しなければならないことは明らかであるから、本件指示は適法である。

この点をおいて審査申出人の主張を子細にみても、本件変更承認申請を承認

することができないとして審査申出人が述べる事由はいずれも理由がなく、

本件変更承認申請に対し、本件変更部分についての要件適合性等を認めない

沖縄県の法定受託事務の処理は法令の規定に違反していると認められ、違法

であり、また、著しく適正を欠き、かつ、明らかに公益を害するものであ

るから、埋立法の法令所管大臣である相手方がなした本件指示は適法であ

る（後記第５以下参照）。 

 

第２ 本件裁決が有効であること 

 １ 事実経過等 

   上記の経緯概要につき補足する。 

(1) 本件埋立承認の内容等 

ア 沖縄防衛局は、普天間飛行場の代替施設を、キャンプ・シュワブの辺野
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古崎地区及びこれに隣接する水域に建設する目的で、平成２５年３月２２

日、沖縄県知事に対し、埋立法第４２条第１項に基づき、同地区に隣接す

る公有水面の埋立事業（本件埋立事業）に係る申請を行った（乙第１号証）。 

イ 本件埋立ての規模等は、以下のとおりである（乙第１号証、乙第２号証

２－３ないし６ページ、乙第３号証）。 

用途、土地利用計画 普天間飛行場の代替施設として離着陸施設、エプロ

ン、管理・設備施設等及び作業ヤード用地を設ける。 

本件埋立地の規模 代替施設の施設面積 約２平方キロメートル 

埋立面積 約１．６平方キロメートル 

滑走路 約１，２００メートル（オーバーラン６００メートル）２本 

ウ 仲井眞知事は、平成２５年１２月２７日付け沖縄県指令土第１３２１号・

沖縄県指令農第１７２１号により、沖縄防衛局に対して、本件埋立承認を

した（乙第４号証）。 

(2) 本件埋立承認の取消しなどの経緯 

ア 翁長知事は、平成２７年１０月１３日付け沖縄県達土第２３３号・沖縄

県達農第３１８９号により、沖縄防衛局に対し、本件埋立承認に瑕疵があ

るとして、本件埋立承認を取り消した（以下「前件取消し」という。乙第

１３号証）。 

イ 相手方は、平成２８年３月１６日、前件取消しが違法であるとして、翁

長知事に対して前件取消しを取り消すよう是正の指示をしたが、翁長知事

がこれに従わなかったため、国地方係争処理委員会での審査を経て、相手

方は、同年７月２２日、福岡高等裁判所那覇支部に対して、翁長知事が是

正の指示に従わずに前件取消しを取り消さないことは違法であるとして、

翁長知事を被告として、不作為の違法確認訴訟を提起した。福岡高等裁判

所那覇支部は、同年９月１６日、相手方の主張を認め、翁長知事が是正の

指示に従わずに前件取消しを取り消さないことは違法であることを確認
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する旨の判決をした（乙第１４号証）。翁長知事が、この判決について上

告受理の申立て等をしたところ、最高裁判所は、上告受理の申立てについ

て一部を受理する決定をした上で、同年１２月２０日、本件埋立事業が埋

立法第４条第１項第１号の要件（以下「第１号要件」という。）及び同項第

２号の要件（以下「第２号要件」という。）に適合するとした本件埋立承認

に係る当時の沖縄県知事の判断に違法又は不当があるということはでき

ない旨等を判示して、上告を棄却する旨の判決をした（以下「平成２８年

最高裁判決」という。乙第１５号証）。翁長知事は、同最高裁判決後の同

月２６日、前件取消しを取り消した（乙第１６号証）。 

(3) 本件撤回及びこれに対する審査申出等の経緯 

ア 沖縄防衛局は、本件埋立承認の後に実施した土質調査により、本件水域

のうち辺野古崎の東側部分（以下「大浦湾側」という。）の水域の海底地

盤に粘性土及び中間土が堆積していることが判明したことを踏まえ、所要

の箇所に、公有水面埋立承認願書（以下「本件願書」という。）に記載さ

れた設計の概要に含まれていない内容の地盤改良工事を追加して行うこと

などを決定した（乙第５号証ないし第８号証）。 

イ 当時の沖縄県副知事は、平成３０年８月３１日付け沖縄県達土第１２５

号・沖縄県達農第６４６号により、沖縄県知事の職務代理者の委任に基づ

き、沖縄防衛局に対し、上記アの事情により本件埋立事業が第１号要件及

び第２号要件に適合していないことなどを理由として、本件埋立承認を取

り消す処分（以下「本件撤回」という。）をした（乙第１７号証）。 

ウ 沖縄防衛局は、本件撤回に不服があるとして、平成３０年１０月１６日

付け沖防第５１１５号により、行審法第２条及び地方自治法第２５５条の

２第１項第１号に基づき、相手方に対し、審査請求をし（乙第１８号証）、

相手方は、平成３１年４月５日付け国水政第１３号により、本件撤回を取

り消す裁決（以下「前件裁決」という。）をした（乙第１９号証）。 
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エ 沖縄県知事は、前件裁決に不服があるとして、平成３１年４月２２日付

けで、地方自治法第２５０条の１３第１項に基づき、国地方係争処理委員

会に対し、審査の申出をした（乙第２０号証）。しかし、国地方係争処理

委員会は、令和元年６月１７日付け国地委第６号により、前件裁決は「国

の関与」に当たらず国地方係争処理委員会の審査の対象にならないとして、

沖縄県知事の審査の申出を却下する決定をした（乙第２１号証）。 

オ 沖縄県知事は、上記エの決定に不服があるとして、令和元年７月１７日、

地方自治法第２５１条の５第１項に基づき、前件裁決の取消しを求める訴

えを提起した（以下、かかる訴えに基づく訴訟につき、審級を問わず、「前

件関与取消訴訟」ということがある。）。しかし、福岡高等裁判所那覇支

部は、同年１０月２３日、前件裁決は「国の関与」から除かれる裁決等（「相

反する利害を有する者の間の利害の調整を目的としてされる裁定その他の

行為（その双方を名あて人とするものに限る。）及び審査請求その他の不服

申立てに対する裁決、決定その他の行為」）に当たり（地方自治法第２５０

条の１３第１項、同法第２４５条第３号括弧書参照）、沖縄県知事の訴えは

不適法であるとして、沖縄県知事の訴えを却下する判決をした（乙第２２

号証）。 

カ 沖縄県知事は、上記オの判決に不服があるとして、上告受理の申立てを

した（乙第２３号証）。しかし、最高裁判所は、令和２年３月２６日、埋

立法第４２条第１項に基づく埋立ての承認は、国の機関が行審法第７条第

２項にいう「固有の資格」において相手方となるものということはできな

いとして、沖縄県知事の上告を棄却する判決（以下「令和２年最高裁判決」

という。乙第２４号証）をした。 

(4) 本件変更不承認処分等の経緯 

ア 沖縄防衛局は、令和２年４月２１日付け沖防第２０５６号により、埋立

法第４２条第３項において準用する同法第１３条ノ２第１項に基づき、審
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査申出人に対し、本件変更承認申請をした（乙第５号証ないし第７号証、

乙第２５号証ないし第３０号証）。 

イ 本件変更承認申請は、「埋立地ノ用途ノ変更」及び「設計ノ概要ノ変更」

（埋立法第１３条ノ２）からなるもので、本件埋立承認からの主な変更点

（本件変更部分）は、「埋立地ノ用途ノ変更」については、作業ヤードに供

する埋立地の取りやめによる削除、「設計ノ概要ノ変更」については、①地

盤改良工事の追加、②これに伴う設計・施工の合理化のための変更である

（乙第５号証１３ないし１７ページ、乙第６号証１ないし４ページ、乙第

７号証１－１ないし２０ページ）。 

ウ 審査申出人は、沖縄県が行政手続法第５条第１項に基づいて定めた審査

基準により本件変更承認申請に係る審査を行い、令和３年１１月２５日付

け沖縄県指令土第７６７号・沖縄県指令農第１５０２号により、沖縄防衛

局に対し、本件変更不承認処分をした（乙第９号証ないし第１２号証）。 

エ 沖縄防衛局は、本件変更不承認処分に不服があるとして、令和３年１２

月７日付け沖防第６５２７号により、行審法第２条及び地方自治法第２５

５条の２第１項第１号に基づき、相手方に対し、本件審査請求をし、相手

方は、令和４年４月８日付け国水政第６号により、本件変更不承認処分を

取り消す裁決（本件裁決）をした（甲第２号証及び第３号証）。 

オ 相手方は、令和４年４月８日付け国水政第９号により、沖縄県に対し、

地方自治法第２４５条の４第１項に基づき、同月２０日までに、本件変更

承認申請について承認するよう勧告した（甲第５号証）。 

カ 相手方は、令和４年４月２８日付け国水政第１８号により、沖縄県に対

し、地方自治法第２４５条の７第１項に基づき、本件変更承認申請につい

て承認するよう指示した（本件指示。甲第１号証）。 

キ 審査申出人は、本件裁決に不服があるとして、令和４年５月９日付けで、

地方自治法第２５０条の１３第１項に基づき、国地方係争処理委員会に対
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し、審査申出をした（乙第３１号証）。 

ク 審査申出人は、本件指示に不服があるとして、令和４年５月３０日付け

で、地方自治法第２５０条の１３第１項に基づき、国地方係争処理委員会

に対し、本件審査申出をした。 

２ 本件変更不承認処分は「固有の資格」で受けたものには当たらないこと 

  (1) 沖縄防衛局はその固有の資格において本件変更不承認処分を受けたもの

ではないから、本件裁決は行審法に基づく有効な裁決であること 

ア 審査申出人は、行審法第７条第２項は国の機関が「固有の資格」におい

て処分の名宛人とされた場合には同法の適用除外となることを定めてい

るところ、「固有の資格」の意義等について判示した令和２年最高裁判決

に照らしてみれば、本件埋立承認の際とは異なり、国の機関である沖縄防

衛局が、「固有の資格」において本件変更不承認処分の名宛人となったも

のであるから、本件審査請求は審査請求適格を欠く不適法なものであると

ともに、そのような審査請求適格を欠く本件審査請求を認容して本件変更

不承認処分を取り消した本件裁決が無効であるなどと主張する（本件審査

申出書第１章第３節・２７ないし３６ページ参照）。 

しかし、前件関与取消訴訟において、令和２年最高裁判決は、行審法第

７条第２項にいう「固有の資格」の意義及び「固有の資格」該当性の判断

枠組み並びに埋立承認に係る「固有の資格」該当性についての法理判断を

明らかにして、要旨、埋立法第４２条第１項に基づく埋立ての承認は、国

の機関が行審法第７条第２項にいう「固有の資格」において相手方となる

ものということはできない旨の判決をしているところ、この法理判断に従

えば、埋立ての変更承認・不承認も、国の機関が同法同条同項にいう「固

有の資格」において相手方となるものということができないことは明らか

であるから、審査申出人の上記主張は理由がない。 

イ 令和２年最高裁判決は、審査申出人の上告受理申立理由のうち、本件撤
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回は国の機関である沖縄防衛局がその「固有の資格」において相手方とな

った処分とはいえないとした原審の判断に法令解釈の誤りがあるという

点のみ受理した上で、次のとおり判示して、上告を棄却する判決をした。 

(ｱ) まず、「固有の資格」の意義について、「行政不服審査法は、国民が

簡易迅速かつ公正な手続の下で広く行政庁に対する不服申立てをする

ことができるための制度を定めることにより、国民の権利利益の救済を

図るとともに、行政の適正な運営を確保することを目的とする（１条１

項）。そして、同法７条２項は、国の機関等に対する処分のうち、国民

の権利利益の救済等を図るという上記目的に鑑みて上記制度の対象と

するのになじまないものにつき、同法の規定を適用しないこととしてい

るものと解される。このような同項の趣旨に照らすと、同項にいう『固

有の資格』とは、国の機関等であるからこそ立ち得る特有の立場、すな

わち、一般私人（国及び国の機関等を除く者をいう。以下同じ。）が立

ち得ないような立場をいうものと解するのが相当である。」と判示した

（令和２年最高裁判決・理由４(1)ア参照）。 

(ｲ) 次いで、「固有の資格」該当性の判断枠組みについて、「行政不服審

査法は、行政庁の処分に対する不服申立てに係る手続（当該処分の適否

及び当否についての審査の手続等）を規定するものであり、上記『固有

の資格』は、国の機関等に対する処分がこの手続の対象となるか否かを

決する基準であることからすれば、国の機関等が一般私人が立ち得ない

ような立場において相手方となる処分であるか否かを検討するに当たっ

ては、当該処分に係る規律のうち、当該処分に対する不服申立てにおい

て審査の対象となるべきものに着目すべきである。…埋立承認のような

特定の事務又は事業を実施するために受けるべき処分について、国の機

関等が上記立場において相手方となるものであるか否かは、当該事務又

は事業の実施主体が国の機関等に限られているか否か、また、限られて
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いないとすれば、当該事務又は事業を実施し得る地位の取得について、

国の機関等が一般私人に優先するなど特別に取り扱われているか否か等

を考慮して判断すべきである。そして、国の機関等と一般私人のいずれ

についても、処分を受けて初めて当該事務又は事業を適法に実施し得る

地位を得ることができるものとされ、かつ、当該処分を受けるための処

分要件その他の規律が実質的に異ならない場合には、国の機関等に対す

る処分の名称等について特例が設けられていたとしても、国の機関等が

一般私人が立ち得ないような立場において当該処分の相手方となるもの

とはいえず、当該処分については、等しく行政不服審査法が定める不服

申立てに係る手続の対象となると解するのが相当である。この点に関し、

国の機関等と一般私人との間で、当該処分を受けた後の事務又は事業の

実施の過程等における監督その他の規律に差異があっても、当該処分に

対する不服申立てにおいては、直接、そのような規律に基づいて審査が

されるわけではないから、当該差異があることは、それだけで国の機関

等に対する当該処分について同法の適用を除外する理由となるものでは

なく、上記の解釈を左右するものではないというべきである。」とした

（令和２年最高裁判決・理由４(1)イ参照）。 

(ｳ) さらに、埋立法上の埋立承認処分に係る「固有の資格」該当性につい

て、「…公有水面埋立法は、国の機関と国以外の者のいずれについても、

埋立ての実施主体となり得るものとし、また、都道府県知事の処分であ

る埋立承認又は埋立免許を受けて初めて、埋立てを適法に実施し得る地

位を得ることができるものとしている…」（令和２年最高裁判決・理由

４(2)ア参照）、「公有水面埋立法は、国の機関が受けるべき埋立承認に

ついて、国の機関に対する処分であることや、国が公有水面について本

来的な支配管理権能を有していることに鑑み、『免許』に代えて『承認』

としているものの（４２条１項）、出願手続（２条２項、３項）、審査
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手続（３条）、免許基準（４条、５条）、水面の権利者に対する補償履

行前の工事着手の禁止等（６条～１０条）、処分の告示（１１条）等の

埋立免許に係る諸規定を準用している（４２条３項）。また、国の機関

と国以外の者との間で同一区域における埋立ての出願が競合する場合

であっても、国の機関による埋立承認の出願を国以外の者による埋立免

許の出願に優先する仕組みは採られておらず、両者は所定の基準に従い

同列に審査すべきものとされている（同法施行令３条、３０条）。すな

わち、埋立承認及び埋立免許を受けるための手続や要件等に差異は設け

られていない。このように、埋立てを適法に実施し得る地位を得るため

に国の機関と国以外の者が受けるべき処分について、『承認』と『免許』

という名称の差異にかかわらず、当該処分を受けるための処分要件その

他の規律は実質的に異ならない…」（同判決・理由４(2)イ参照）、「他

方、公有水面埋立法は、国が埋立承認に基づいて埋立てをする場合につ

いて、国以外の者が埋立免許に基づいて埋立てをする場合に適用される

規定のうち、免許料の徴収に係る規定（１２条）、指定期間内における

工事の着手及び竣功の義務に係る規定（１３条）、埋立権の譲渡及び承

継に係る規定（１６条～２１条）、竣功認可に係る規定（２２条～２４

条）、違法行為等に対する監督に係る規定（３２条、３３条）、埋立免

許の失効に係る規定（３４条、３５条）等を準用していない。しかし、

これらは、埋立免許がされた後の埋立ての実施の過程等を規律する規定

であるところ、公有水面埋立法は、特定の区域の公有水面について一旦

埋立承認がされ、国の機関が埋立てを適法に実施し得る地位を得た場合

における、その埋立ての実施の過程等については、国が公有水面につい

て本来的な支配管理権能を有していること等に鑑み、国以外の者が埋立

てを実施する場合の規定を必要な限度で準用するにとどめたものと解

される。そして、そのことによって、国の機関と国以外の者との間で、
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埋立てを適法に実施し得る地位を得るための規律に実質的な差異があ

るということはできないから、上記のような規定の準用がないからとい

って、国の機関が一般私人が立ち得ないような立場において埋立承認の

相手方となるものということはできない。」（同判決・理由４(2)ウ参

照）、「以上のとおり、埋立ての事業については、国の機関と国以外の

者のいずれについても、都道府県知事の処分（埋立承認又は埋立免許）

を受けて初めて当該事業を適法に実施し得る地位を得ることができる

ものとされ、かつ、当該処分を受けるための規律が実質的に異ならない

のであるから、処分の名称や当該事業の実施の過程等における規律に差

異があることを考慮しても、国の機関が一般私人が立ち得ないような立

場において埋立承認の相手方となるものとはいえない…」とした（同判

決・理由４(2)エ参照）。 

 ウ 埋立変更承認について、国の機関は、一般私人が立ち得ないような立場

において相手方となるものとはいえない。 

(ｱ) 変更承認は飽くまで事業者が埋立てを適法に実施し得る地位を得る

ことに関する制度である当初の埋立承認の内容を一部変更するもので

ある。 

ａ 一般に、埋立てをしようとする者（事業者）は、知事の埋立免許を

受けるべきものとされているところ（埋立法第２条第１項。なお、国

において埋立てをする場合には、同法第４２条第１項で、埋立てを実

施する機関において知事の埋立承認を受けるべき旨が定められた上、

同条第３項が、国以外の者が埋立てを実施する場合の規定を必要な限

度で準用している。）、埋立法は、公有水面の埋立てに係る免許を受

けるために、事業者が、当初の免許申請に際して、「氏名又ハ名称及

住所並法人ニ在リテハ其ノ代表者ノ氏名及住所」、「埋立区域及埋立

ニ関スル工事ノ施行区域」、「埋立地ノ用途」、「設計ノ概要」、「埋
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立ニ関スル工事ノ施行ニ要スル期間」を願書に記載して、これを知事

に提出すべき旨を定める（埋立法第２条第２項第１号ないし第５号）。 

もっとも、埋立事業においては、埋立免許後、願書等により特定さ

れた内容を変更して埋立てに関する工事を実施し、又は埋立地を異な

る用途に利用する必要が生じる場合があり得る。埋立法は、これに対

処するため、第１３条ノ２第１項において、「都道府県知事正当ノ事

由アリト認ムルトキハ免許ヲ為シタル埋立ニ関シ埋立区域ノ縮少、埋

立地ノ用途若ハ設計ノ概要ノ変更又ハ前条ノ期間ノ伸長ヲ許可スル

コトヲ得」と定め、免許をした埋立てに関し、①埋立区域の縮少、②

埋立地の用途の変更、③設計の概要の変更、④埋立てに関する工事の

着手及び竣功の期間の伸長につき、変更許可申請により、同申請に「正

当ノ事由アリト認ムルトキハ…許可スルコトヲ得」とする変更許可申

請及び変更許可の制度（なお、国がなす埋立ての変更承認申請及び変

更承認の制度に関して、埋立法第４２条第３項は、同法第１３条ノ２

のうち、埋立地の用途又は設計の概要の変更に係る部分に限り、準用

している。）を設けている。 

ｂ つまり、埋立法上の変更許可（承認）の制度は、既になされた埋立

免許（承認）を前提に、これを事業の完遂のために必要な範囲・事項

につき、その内容の一部を変更し、事業者が、当該事業全体につき、

変更後の内容でもって埋立てを適法に実施し得る地位を得ることを

可能とする制度である。 

ｃ この点、本件埋立事業に関する訴訟において、最高裁判所令和３

年７月６日第三小法廷判決（乙第３２号証。以下「令和３年最高裁

判決」という。）は、変更承認につき、「国が行う埋立てに係る設

計の概要の変更について、都道府県知事は、正当の事由があると認

めるときは、承認をした埋立てに関して設計の概要の変更の承認…
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をすることができ、変更承認に関して公有水面埋立法４条１項の規

定を準用するとされている（同法４２条３項において準用する同法

１３条ノ２）。このような同法の規定に加えて、上記のような同法

４２条１項に基づく承認の効果に照らすと、国の官庁は、変更後の

設計の概要による埋立てについては、変更承認を受けて初めて適法

に実施し得る地位を得る…」と説示しているところである（令和３

年最高裁判決・理由第３の３参照）。 

ｄ そして、埋立法が、国の機関と国以外の者のいずれについても、埋

立ての実施主体となり得るものとし、また、知事の処分である埋立承

認又は埋立免許を受けて初めて、埋立てを適法に実施し得る地位を得

ることができるものとしていることは、令和２年最高裁判決の法理判

断が前提とした分析のとおりであるところ、この点は、変更承認及び

埋立免許の変更許可においても何ら変わりはない。つまり、変更承認

によって、（変更後の設計の概要等に基づいて）初めて埋立てを適法に

実施し得る地位を取得できるという法的効果が生じる点は当初の埋

立承認による法的効果と同様であり、また、これは、国以外の者が、

変更許可によって、初めて変更後の設計概要等に基づいて埋立てを適

法に実施し得る地位を取得できるという法的効果が生じる場合とも、

何ら異ならないのである。 

  埋立承認と埋立免許が、いずれも埋立てをなし得る地位の取得に係

る処分であり、埋立承認が一般人が立ち得ないような立場において処

分の相手方になるものとはいえない以上、そこで得られた当該埋立て

をなし得る地位の内容の一部を変更する処分である変更承認が、一般

人が立ち得ないような立場において処分の相手方になるものとはな

り得ないし、国が受ける変更承認も、国以外の事業者が受ける変更免

許も、同様に埋立てをなし得る地位の内容の一部を変更する処分であ
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ることからしても、変更承認が、「一般人が立ち得ないような立場に

おいて処分の相手方になるもの」とならないことは明らかである。 

ｅ この点に関して、審査申出人は、埋立ての企画が完遂されるまでの

法的段階をごく大まかに、①埋立てを適法に行える資格の付与、②埋

立ての竣工、③予定された用途への利用、の三段階に分けた上で、②

及び③の段階の場合には、国はその「固有の資格」に立っているとい

うことが理論的に十分可能であろうという旨を示唆する藤田宙靖「行

政組織法 第２版」５６ページの記載を参照しつつ、本件変更不承認

処分につき、「免許・承認処分を受けた後の異なる規律の法効果が既

に生じている」「藤田の整理する②の段階」であるなどとして、公有

水面の埋立免許・承認と変更許可・変更承認とが上記法的段階につき

別異のものであるかのような前提に立った主張をするが（本件審査申

出書第１章第３節第２の２や、第３のうち３６ページ等参照）、上記

藤田の示唆の当否を論ずるまでもなく、令和３年最高裁判決が説示す

るとおり、変更後の設計の概要による埋立てについては、変更許可・

変更承認を受けて初めて適法に実施し得る地位が付与されるもので、

変更許可・変更承認が、当初の埋立免許・埋立承認と同様に、上記藤

田の整理による①の段階のものであることは明らかであるから、審査

申出人の上記主張はその前提を誤るものであるというほかない。 

(ｲ) そして、変更承認及び埋立免許の変更許可を受けるための手続や要件

等に差異は設けられておらず、名称の差異にかかわらず、当該処分を受

けるための処分要件その他の規律は変更承認及び埋立免許の変更許可

とでは実質的に異ならない。 

ａ 上記のとおり、埋立法は、埋立事業において、当初の免許ないし承

認を受けた内容を変更する必要が生じた場合に対処するため、第１３

条ノ２第１項において、「都道府県知事正当ノ事由アリト認ムルトキ



19 

 

ハ免許ヲ為シタル埋立ニ関シ埋立区域ノ縮少、埋立地ノ用途若ハ設計

ノ概要ノ変更又ハ前条ノ期間ノ伸長ヲ許可スルコトヲ得」と定め、免

許をした埋立てに関し、①埋立区域の縮少、②埋立地の用途の変更、

③設計の概要の変更、④埋立てに関する工事の着手及び竣功の期間の

伸長につき、変更許可申請により、同申請に「正当ノ事由アリト認ム

ルトキハ…許可スルコトヲ得」とする変更許可申請及び変更許可の制

度を設け、同条第２項において、「第三条、第四条第一項及第二項並

第十一条ノ規定ハ前項ノ規定ニ依ル埋立地ノ用途ノ変更ノ許可ニ関

シ第四条第一項及第二項ノ規定ハ前項ノ規定ニ依ル埋立区域ノ縮少

又ハ設計ノ概要ノ変更ノ許可ニ関シ之ヲ準用ス」として、当該許可を

行う場合に、変更の重要度に応じて、第３条の縦覧・意見聴取に関す

る規定、第４条の免許基準に関する規定等を準用する旨を定めてい

る。 

そして、埋立法第４２条第３項は、埋立地の用途又は設計の概要の

変更に係る部分に限るものの、国が行う埋立てにつき、上記の第１３

条ノ２を準用するとしている。 

すなわち、埋立法上、変更承認の対象となる埋立地の用途又は設計

の概要の変更に係る手続や要件等は、埋立免許の場合にそれらの変更

許可を受けるための手続や要件等と何ら差異は設けられていない。こ

のように、内容を変更して埋立てを適法に実施し得る地位を得るため

に国の機関と国以外の者が受けるべき処分について、「変更承認」と

「変更免許」という名称の差異にかかわらず、当該処分を受けるため

の処分要件その他の規律は実質的に異ならない。 

本件変更承認申請についてみれば、同申請は、「埋立地ノ用途ノ変

更」及び「設計ノ概要ノ変更」（埋立法第１３条ノ２）からなるもの

であるところ、その審査は、「正当ノ事由」（埋立法第１３条ノ２第
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１項）があり、かつ、埋立法第１３条ノ２第２項で準用される埋立法

第４条第１項第１号及び第２号の要件の適合性があるか否かについ

てされることとなるが、国の機関以外の事業者が「埋立地ノ用途ノ変

更」及び「設計ノ概要ノ変更」をするために埋立免許の変更許可申請

をした際にされるべき審査とその手続や要件に何ら異なるものでは

ないのである。 

ｂ これに対して、審査申出人は、「仮に、本件が、国以外の者が事業

主体であった場合、工事期間の伸長と、埋立区域の減少も伴っている

ことから、変更許可申請も必要であった。」などとして、令和２年最

高裁判決の最高裁判所調査官による判例解説を参照しつつ、要する

に、埋立法の法令上、国がなす埋立ての変更承認に関して、埋立法第

４２条第３項は、同法第１３条ノ２のうち、埋立地の用途又は設計の

概要の変更に係る部分に限り準用しており、埋立区域の縮少に係る部

分及び期間の伸長に係る部分を準用されていないこと、つまり、国が

なす埋立てについては、埋立区域の縮少及び期間の伸長をするに際し

て変更承認を要しないとされていることが「国の機関等が一般私人に

優先するなど特別に取り扱われている」ものであるといえるから、沖

縄防衛局がその固有の資格において本件変更不承認処分の名宛人と

なった旨を主張する（本件審査申出書第１章第３節第３のうち３５及

び３６ページ等参照）。 

しかし、上記のとおり、令和２年最高裁判決は、「固有の資格」該

当性の判断枠組みについて、「国の機関等が一般私人が立ち得ないよ

うな立場において相手方となる処分であるか否かを検討するに当た

っては、当該処分に係る規律のうち、当該処分に対する不服申立てに

おいて審査の対象となるべきものに着目すべきである。」旨を説示す

るところ、これによれば、当該処分たる本件変更不承認処分について
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の固有の資格該当性を検討するに当たっては、本件変更不承認処分に

対する不服申立てにおいて審査の対象となるべきもの、つまりは、不

承認とされた本件変更部分（「埋立地ノ用途ノ変更」及び「設計ノ概

要ノ変更」）に着目すべきであって、本件変更不承認処分及び同処分

に対する不服申立てにおいて審査対象ではない工事期間の伸長と埋

立区域の縮少に着目して、その固有の資格該当性を判断すること自体

が失当である。 

そして、本件変更部分に着目した場合、この点について、国の機関

と国以外の者との間で、既に得られている埋立てを実施し得る地位の

内容の一部を変更し、変更後の内容により埋立てを適法に実施し得る

地位を得るための規律に実質的な差異があるとはいえない。 

ｃ 令和２年最高裁判決の最高裁判所調査官による判例解説は、学説上、

事務・事業基準による「固有の資格」に当たる例として挙げられてい

るものとして、水道法第６条や、都市計画法第５９条を紹介するとこ

ろ（乙第３３号証２６０ページの（注１５）参照）、審査申出人は、

これらとの対比を理由に、「変更免許と重複しない部分（竣功期間、

埋立区域の減少）の相違は、『用途変更と設計概要の変更承認部分』

の規律の相違ではない、というような理由で固有の資格該当性が否定

されることはありえない」などと主張する（本件審査申出書・３６ペ

ージの注釈８参照）。 

しかし、そもそも、本件は変更承認処分や不承認処分という埋立法

に基づく処分の問題であり、法律や制度が異なり、関連性もない、水

道法に基づく水道事業経営認可や都市計画法に基づく都市計画事業の

施行認可が行審法第１条第２項の「処分」であるかどうかや地方公共

団体がこれらを「固有の資格」において受けるものかどうかを議論す

る実益はない。 
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水道法は、水の供給が、公衆衛生の向上と生活環境の改善に直結す

るもので、極めて高度な公共性・公益性を有するものであることから、

「清浄にして豊富低廉な水の供給」を図り、それでもって「公衆衛生

の向上と生活環境の改善とに寄与」するため（同法第１条）、利潤の追

求を目的として活動する民間企業等の一般私人ではなく、住民の福祉

の増進を図る（地方自治法第１条の２第１項）ことを目的として活動

する地方公共団体に水道事業を経営させることが適当であるとして、

原則、市町村に水道事業を経営させることとしており（水道法第６条

第２項）、都市計画法も、都市計画事業の施行が、都市の健全な発展と

秩序ある整備に直結するもので、これまた極めて高度な公共性・公益

性を有するものであることから、「国土の均衡ある発展と公共の福祉

の増進に寄与」するため（同法第１条）、原則、市町村が都市計画事業

を施行することとさせている（同法第５９条第１項）とおり、両事業

ともに、原則としてその実施主体を市町村として、例外的に私人を実

施主体としているというその制度の構造からして、本件の公有水面の

埋立事業とは全く異なっているのであり、これらを同列に扱うことは

できないことは明らかである。 

(ｳ) 以上のとおり、令和２年最高裁判決において、埋立承認は国の機関

が行審法第７条第２項にいう「固有の資格」において相手方となるも

のということはできないとされていることからしても、変更承認は、

埋立てを適法に実施し得る地位を付与した埋立承認の内容の一部を

変更するものである以上、「固有の資格」でないことは明らかである。

さらに、令和２年最高裁判決の判示内容に照らしても、変更承認は、

国以外の機関が当初の埋立免許の変更許可を求める場合の手続及び

要件と実質的な差異はなく、変更承認も、埋立免許の変更許可も、同

様の手続及び要件により、変更後の設計の概要等に基づいて埋立てを
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適法に実施し得る地位を得られることに変わりはなく、国の機関が一

般私人が立ち得ないような立場において処分の相手方になるものと

はいえない。したがって、変更承認について、国の機関が同法同条同

項にいう「固有の資格」において相手方となるものでないことは明ら

かである。 

(2) 小括 

以上によれば、本件変更不承認処分は沖縄防衛局が行審法第７条第２項に

いう「固有の資格」において相手方となった処分とはいえないことは明らか

であるから、本件審査請求が審査請求適格を欠く不適法なものであるはずが

なく、また、本件審査請求につき、これを認容して本件変更不承認処分を取

り消した本件裁決が有効なものであることは明らかである。 

３ 本件審査請求につき相手方が審査庁としてこれを審査・裁決することが法令

上妨げられることはなく、権限の濫用にも当たらないこと 

(1) 相手方は埋立法の法令所管大臣であり、自己の法律上の利益から本件変更

不承認処分に関与しているものではなく、本件審査請求の審査庁であること 

ア 地方自治法第２５５条の２第１項第１号は、法定受託事務に係る都道府

県知事の処分についての審査請求は、当該処分に係る事務を規定する法律

又はこれに基づく政令を所管する各大臣に対してする旨を定めるところ、

審査申出人は、当該処分に係る事務の法令を所管する大臣のうち、当該処

分について、利害関係を有しない大臣のみが裁決の審査庁たり得るとし、

その根拠として、審査請求の審理手続を行う職員である審理員に除斥事由

（行審法第９条第２項各号参照）が定められていることを指摘し、それら

のうち行審法第９条第２項第２号以下の各規定と同等の利害関係が認め

られる場合には、相手方が本件審査請求につき利害関係人として審査庁た

りえず、本件裁決が無効である旨を主張する（本件審査申出書第１章第２

節第１及び第２参照）。 
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イ しかし、行審法において、審査庁の除斥事由など定めておらず、その点

からして審査申出人の主張は明らかに誤りである。 

ウ 行審法上の審理員の規定は、飽くまで審理員選定に関する規定であって、

それを審査庁に適用する余地がないのは明らかであるが、審査申出人が挙

げる規定のうち、行審法第９条第２項第２号ないし第６号は、審理員の除

斥事由として、審理員が、「審査請求人」であること（第２号）、「審査

請求人の配偶者、四親等内の親族又は同居の親族」であること（第３号）、

「審査請求人の代理人」であること（第４号）、「前二号に掲げる者であ

った者」であること（第５号）、「審査請求人の後見人、後見監督人、保

佐人、保佐監督人、補助人又は補助監督人」であること（第６号）を定め

るところ、相手方にこれに該当するような利害関係が認められないことは

言うまでもない。 

エ また、行審法第９条第２項第７号、第１３条第１項の利害関係人は、審

査請求人以外の者であって審査請求に係る処分の根拠となる法令に照らし

当該処分につき利害関係を有すると認められる者であることは条文が定め

るとおりであるところ、行審法が「国民の権利利益の救済を図ること」を

目的としていることからして（行審法第１条第１項）、行審法にいう「利

害関係人」とは、審査請求に対する裁決の主文によって直接自己の権利利

益を侵害される者をいうと解されるのであって（平成２６年改正前の行政

不服審査法（昭和３７年法律第１６０号）についての南博方ほか「注釈行

政不服審査法」１３３ページ参照）、個別的な権利利益に影響しない者をし

て、利害関係人ということはできない。 

  本件審査請求に係る処分である本件変更不承認処分の根拠法令である埋

立法に照らせば、相手方は、正に当該法令を所管する大臣であり、公益の

観点でこれに関与し、その公益の範囲での準司法的な裁定機関として裁決

を行う機関そのものであって、行審法にいう利害関係人に該当すると解す
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る余地はない。 

  審査申出人は、本件の根拠法令である埋立法自体に何ら照らすことなく、

結局のところ、利害関係を基礎づける根拠を示さないまま、内閣法、国家

行政組織法、国土交通省設置法の各条文を曲解して、相手方が本件審査請

求の利害関係人であると論難するにすぎないものである（本件審査申出書

第１章第２節第２参照）。 

(2) 本件裁決が審査庁の立場を濫用してなされたものではないこと 

ア 審査申出人は、本件裁決につき、相手方が、関与権限、つまり審査庁の

立場を濫用して認容裁決をした違法無効なものである旨を主張する（本件

審査申出書第１章第１節第２参照）。 

しかし、国の機関であってもその固有の資格によらずに相手方となった

処分について審査請求ができ、それを受けて審査庁が裁決をできることは、

既に令和２年最高裁判決及びその原審判決で明らかにされている。つまり、

当該原審判決である福岡高裁那覇支部令和元年１０月２３日判決は、「行審

法は、国の機関であっても、その『固有の資格』によらずに相手方となっ

た処分については審査請求ができるものとし（同法７条２項参照）、自治

法は、法定受託事務に関する都道府県知事の処分について審査請求をすべ

き行政庁を、当該処分に係る事務を規定する法律を所管する大臣とする（同

法２５５条の２第１項１号）。これらの規定からすれば、法定受託事務に

関する都道府県知事の処分については、審査請求人と審査庁のいずれもが

国の機関となることは、行政不服審査制度上当然に予定されているといえ

る。」「法定受託事務に関する都道府県知事の処分についての国の機関か

らの審査請求に対し、同じく国の機関である所管大臣が審査すること自体

で直ちに違法ということはできない。」旨を説示しており、本件裁決につ

いても、相手方が審査庁の立場を濫用してこれを行ったものではないから、

審査申出人の上記主張は失当である。 
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イ 審査申出人は、閣議決定がなされている事業である旨を指摘するが、閣

議決定は、内閣の重要政策に関する基本的な方針として決定されるもので

あり（内閣法（昭和２２年法律第５号）第４条第２項）、個別の処分の法

令適合性の判断を拘束するようなものではあり得ない。本件裁決でいえば、

相手方のなすべき判断は、具体的な不承認理由を基にされた本件変更不承

認処分について、行審法の規定に基づき、埋立法の適用の見地からこれが

不承認とされるべきかどうかについてであるが、審査請求の申立てを受け

た埋立法の所管大臣である相手方は、沖縄防衛局の提出した審査請求書や

審査申出人の意見を踏まえ、具体的な事実関係に照らして判断するもので

あり、このような個別・具体的判断は、閣議決定等から帰結されるもので

はない。普天間飛行場の移設が基本方針であるとしても、それが個別の法

令に反して行われることが許されるわけではなく、移設事業の一環として

公有水面の埋立てが必要な場合において、その法令の適合性について所管

大臣が判断する必要性が生じた場合に、これについて法令の規定に基づき

判断することは当然というべきである。このことは、国務大臣が、憲法上、

専ら法律を誠実に執行する義務を負っていること（憲法第７３条第１号）

からも明らかである。  

  また、審査申出人は、相手方が、本件変更不承認処分を取り消す旨の本

件裁決と、同日付けで、本件変更承認申請を承認するよう勧告したこと等

をもって、相手方が審査庁として公正中立性に欠け、その権限を濫用した

旨を主張するが（本件審査申出書第１章第１節第２参照）、行審法や地方

自治法において、裁決と勧告を同日で行うこと等を禁止したり制約したり

はされておらず、相手方は、本件変更承認申請の内容と、それに対する沖

縄防衛局と審査申出人の双方の言い分を踏まえた上で、法令の規定に従っ

て、裁決、勧告、を行ったにすぎず、上記一連の経緯をもって、相手方の

中立性や公平性が損なわれるものではない。 
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相手方は、本件裁決に当たって、埋立法を所管する所管大臣の立場にお

いて、行審法上の審査庁として、所管法令上の法定受託事務である処分に

つき、審理及び判断を行ったものであるから、相手方が内閣の一員である

ことによって、その中立性や公正性を損なうものではなく、審査申出人の

主張には理由がない。 

４ まとめ 

以上のとおり、本件指示の前提となる本件裁決が無効である旨の審査申出人

の主張はいずれも理由がなく、本件裁決は有効である。 

（なお、以上の主張は、上記１の事実経過等の(4)キの、審査申出人が、本件

裁決に不服があるとして、令和４年５月９日付けで、地方自治法第２５０条の

１３第１項に基づき、国地方係争処理委員会に対してした審査申出において、

相手方が令和４年６月８日付けで提出した意見書（乙第３４号証）で相手方が

述べた主張と同旨である。） 

  

第３ 本件指示は関与権限を濫用したものではなく適法であること 

１ 本件指示は、地方自治法に基づき、埋立法の所管大臣として、法定受託事務

に係る法適用の適正確保の見地からなされたものであること 

(1) 審査申出人は、本件裁決が関与権限を濫用した旨の主張（本件審査申出書

第１章第１節参照）とおよそ同じ内容を述べて、「本件是正の指示も、本件

裁決と連結され、一体として仕組みを濫用したものであって、一体として違

法である」などとして、本件指示に関与権限を濫用した違法がある旨を主張

する（上記第１の２(1)②、本件審査申出書第２章参照）。 

(2) しかし、上記第２の３(2)で本件裁決が審査庁の立場を濫用してなされた

ものではないことにつき述べたことと同様に、本件指示もその権限を濫用し

てなされたものではない。 

そもそも、本件裁決は、処分を受けた者からの不服申出たる審査請求を受
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け、審査庁として、行審法に基づき、埋立法による当該処分の違法不当を審

査する見地からなされたものであり、その有効性に何ら疑義がない。そして、

本件指示は、地方自治法に基づき、埋立法の所管大臣として、法定受託事務に

係る法適用の適正確保の見地から、勧告を経てしたものであって、本件裁決に

係る本件変更承認申請について、本件裁決と整合する内容の勧告や是正の指

示をしたことをもって、濫用であるとされる理由はない。 

また、本件指示等に当たってされるべき審査申出人に係る事務処理の法適

合性という個別・具体的判断は、閣議決定等から直接帰結されるものではな

い。普天間飛行場の移設が基本方針であるとしても、それが個別の法令に反

して行われることが許されるわけではなく、移設事業の一環として公有水面

の埋立てが必要な場合において、その法令の適合性について所管大臣が判断

する必要性が生じた場合に、これについて法令の規定に基づき判断すること

は当然というべきである。このことは、国務大臣が、憲法上、専ら法律を誠

実に執行する義務を負っていること（憲法第７３条第１号）からも明らかで

ある。 

  相手方は、法令の規定に従って、裁決、勧告、是正の指示をそれぞれ行っ

たにすぎず、上記一連の経緯をもって、相手方の中立性や公平性が損なわれ

るものではない。 

相手方は、本件指示に当たって、埋立法を所管する所管大臣の立場におい

て、所管法令上の法定受託事務である処分につき、判断を行ったものである

から、相手方が内閣の一員であることによって、その中立性や公正性を損な

うものではなく、審査申出人の主張には理由がない。 

 ２ まとめ 

以上のとおり、本件指示は、法定受託事務に係る法適用の適正確保の見地、

本件変更承認申請を承認しない沖縄県の事務遂行が、埋立法等の法令の規定に

違反し、また、著しく適正を欠き、かつ、明らかに公益を害していることは明
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らかであることからしたものであり、審査申出人の主張は、いずれも、法令所

管大臣の権限の濫用を基礎づけるものにはなり得ず、本件指示に関与権限の濫

用などない。 

 

第４ 裁決の拘束力（行審法第５２条第１項及び第２項）からして、審査申出人は、

本件変更不承認処分と同じ理由により本件指示の違法を主張することができな

いこと 

 １ 審査申出人は本件裁決に拘束されること（行審法第５２条第１項及び第２項） 

審査申出人は、本件指示の違法事由として、本件変更不承認処分における審

査申出人の裁量判断が適正になされていることを主張するが（上記第１の２(1)

③参照）、その具体的な内容は、結局のところ、本件裁決の審査時における主

張内容の繰り返しにすぎない（本件審査申出書第３章参照）。 

そして、本件変更不承認処分を取り消した本件裁決が有効である以上、その

審査対象である本件変更不承認処分の処分庁である審査申出人は、本件裁決に

拘束される。 

つまり、裁決によって処分が取り消されることで、本件変更承認申請につい

ては審査中の状態となるところ、「裁決は、関係行政庁を拘束」（行審法第５

２条第１項）し、「…申請を却下し、若しくは棄却した処分が裁決で取り消さ

れた場合には、処分庁は、裁決の趣旨に従い、改めて申請に対する処分をしな

ければならない。」（同条第２項）とされ、処分庁は、裁決の趣旨、すなわち、

裁決の主文及びこれを根拠づける具体的理由に従った行動を義務づけられ、違

法又は不当とされたのと同一の理由により同一の処分を行うことが禁止される

こととなる（乙第３５号証ないし第３８号証）。 

本件裁決は、本件変更承認申請が第１号要件及び第２号要件等に適合しない

とした本件変更不承認処分が違法又は不当であることの具体的理由を明らかに

し、本件変更承認申請を不承認とする理由にはならないことを示した上で、本
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件変更不承認処分を取り消したものであるから、本件裁決の拘束力により、処

分庁である審査申出人は本件変更不承認処分と同じ理由で不承認とすることは

できない立場にある。しかるに、審査申出人が、本件変更不承認処分と同じ理

由を本件変更承認申請を承認できない理由として繰り返し、それをもって本件

変更承認申請を承認するよう指示した本件指示が違法であると主張すること

は、裁決の拘束力に反するものと言わざるを得ず、そのような主張はそれ自体

失当と言うほかない。 

２ 是正の指示の違法事由として、裁決で取り消された処分に係る処分理由と同

旨の主張を認めることは、裁決等を国地方係争処理委員会への審査申出の対象

となる「国の関与」から除外した地方自治法及び行審法の趣旨に反すること 

(1) 地方自治法は、普通地方公共団体の長は、「国の関与」のうち是正の要求、

許可の拒否その他の処分その他公権力の行使に当たるものに不服があるとき

は、国地方係争処理委員会に審査の申出をすることができると定めるが（同

法第２５０条の１３第１項）、「関与」を定義する第２４５条第３号は、「相反

する利害を有する者の間の利害の調整を目的としてされる裁定その他の行為

（その双方を名あて人とするものに限る。）及び審査請求その他の不服申立

てに対する裁決、決定その他の行為」（以下「裁決等」という。）を除外して

いる（同法同条同号括弧書き）。これらは「裁定的関与」といわれるものであ

るが、裁定的関与が「国の関与」から除外されているのは、紛争解決のため

に行われる準司法的な手続であり、別途法律の根拠及び手続が定められてい

るのが通例であること、紛争当事者（特に地方公共団体以外の当事者）の権

利救済等を考えると必ずしも必要最小限にすべきものとは言えないこと、こ

れら紛争解決のための手続に加え、さらに関与に係る係争処理制度の対象と

することは、いたずらに当事者を不安定な状態におくことになり、紛争の早

期解決に資さないと考えられるためである（乙第３９号証１１３５及び１１

３６ページ）。 
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すなわち、紛争解決のために行われる準司法手続では、当事者に対する手

続保障に配慮した審理手続を定める法律が存在し（本件でいえば行審法）、そ

の手続を経て、裁決等がなされることとなる。しかるに、そのような審理手

続のもとでされた裁決等が、当該手続の当事者に対する手続保障のない地方

自治法の手続の中で変更されることになれば、その準司法手続において当事

者に手続保障をしたことがおよそ無意味となる。また、地方自治法は、国が

地方公共団体の事務処理に関与する場合については、地方公共団体の自主性・

自立性に配慮して必要な最小限度のものとするとの考え方を示しているが、

この観点を及ぼすと、国が審査請求人の権利利益を救済できる場面が極めて

限定されることとなり、裁決等における審査請求人の権利利益の救済が後退

しかねない。加えて、裁決等が「国の関与」に該当するとなると、裁決等で

審査請求人の申立てが全部ないし一部認められ、一旦その権利利益が救済さ

れたにもかかわらず、さらに当事者が関わることのできない国と地方公共団

体の間の客観争訟の司法手続に置かれ、これが終了するまで相当長期間にわ

たり当事者の立場を不安定にすることとなる。そうなれば、紛争の早期解決

を図ることとした行審法の意義を失わせることになるのは明らかである。 

このように、行審法に基づく裁決等を、「国の関与」から除外した趣旨は、

審査請求人に対する手続保障、審査請求人の権利利益の救済及び紛争の早期

解決という点を考慮して、裁決等については、それを定めた法律等による手

続（本件では、行審法に定められた審査請求手続）で完結させ、準司法的手

続における判断を優先させることにあるのであり、国の関与についての係争

において、裁決等の適否を審理することは予定されていない。かかる理解は、

地方自治法が、限定を付すことなく一律に「裁決等」を除外していることに

も合致するところである。 

(2) 令和２年最高裁判決の最高裁判所調査官による判例解説においても、この

点に関し、「『国の関与』から裁決等を除外しなければ、権利利益を侵害され
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たとして審査請求をした審査請求人が有利な裁決等を得たにもかかわらず、

同人が主体的に関与することができない手続において、当該裁決等の適否が

争われ、同人に不利益な判断がされる可能性がある。」（乙第３３号証２５７

ページの（注７））として、裁決等の適否を機関訴訟で争うことが当事者を不

安定な状態に置くこととなるとの弊害が指摘されている。また、同判例解説

は、「地方自治法２４５条３号括弧書きは、裁決等について何らの限定を付す

ことなく『国の関与』から除外しており、その趣旨は、裁決等の客観的な適

法・違法にかかわらず、これを『国の関与』に関する紛争処理制度の対象外

とする趣旨であると解される。仮に、裁決等が適法である場合に限り『国の

関与』から除外されると解した場合には、『国の関与』該当性という形で、裁

決等の適否が委員会や裁判所において争われ、これが違法と認められれば、

『国の関与』から除外されることはなく、委員会による勧告や裁判所による

取消しを受けるということになるため、審査請求人の利益保護等の観点から

裁決等を『国の関与』から除外した趣旨が損なわれることになる。そのため、

行政不服審査法に基づく審査請求に対する裁決は、当然に『国の関与』から

除外され、その適法・違法は、委員会や裁判所の審理、判断の対象となるも

のではないと解される。」としており（乙第３３号証２５８ページの（注１

０））、裁決等の客観的な適法、違法は審査・判断の対象にならないことを明

らかにしているところである。 

(3) 本件裁決についても、審査請求人たる沖縄防衛局の審査請求がされ、行審

法に定められた手続にのっとり、審理員の選任等を含む審理の手続を経て、

審査請求人の不服申出に対する処分庁（本件の審査申出人）からの弁明等、

審査請求人及び処分庁の双方の意見を十分に把握した上で、さらに専門家に

よる鑑定も行われた上で、審査申出人の行った本件変更不承認処分の適否が

審査・判断され、審査請求に理由があるとして、本件変更不承認処分が取り

消されたものである。このような行審法に基づく本件裁決の結果について、



33 

 

処分庁が審査庁を相手にした訴訟等においてこれが変更されることは予定さ

れていない。本件変更承認申請に係る処分の審査という事務処理に関しては、

審査庁と処分庁の関係において、行審法の下で審査庁の判断が処分庁に対し

制度上法的に優越した効力を持つことが前提となるのである（行審法第５２

条）。審査申出人は、本件裁決により取り消された本件変更不承認処分が適正

な判断である旨を主張するが（本件審査申出書「はじめに」及び第３章）、こ

れが裁決によって取り消されている以上、本件審査申出の手続においては、

それが適正であるか否かは問題にならず、本件変更不承認処分が理由とした

ところは本件変更承認申請を承認しない理由にはならないことが前提となる

のである。 

本件指示に対する国地方係争処理委員会への審査申出の手続において、そ

の点の審理・判断に及ぶことは、上記(1)及び(2)で述べたように、裁決等が

機関訴訟で争われることと全く同様の弊害をもたらすことは明らかであり、

審査請求人に対する手続保障、審査請求人の権利利益の救済及び紛争の早期

解決という点を考慮して、裁決等については、それを定めた法律等による手

続で完結させ、準司法的手続における判断を優先させることとした地方自治

法の趣旨に反し、また、裁決の拘束力を規定して審査庁の判断を処分庁の判

断に制度上優越させることとした行審法の制度的意義を失わせるもので、同

法の趣旨にも反するものであって、許されないものである。 

したがって、本件指示の違法事由として、本件変更不承認処分が適正であ

ること、すなわち、本件変更不承認処分の判断が適正な裁量権の行使である

ことを主張したところで、これらは理由になり得ないのであり、審査申出人

の主張はいずれも失当である。 

３ まとめ 

以上のとおり、本件変更不承認処分を取り消した本件裁決が有効である以

上、その裁決の拘束力（行審法第５２条第１項及び第２項）及び、裁決等を国
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地方係争処理委員会への審査申出の対象となる国の関与から除外した地方自

治法の趣旨等に照らして、審査申出人が、本件変更不承認処分の適正を主張し、

それでもって本件指示が違法であると主張したところで、それは主張自体失当

である。 

審査申出人は、本件裁決に反し、本件変更不承認処分と同じ理由をもって、

本件指示の要件が認められないなどと本件指示の違法を主張することはでき

ず、審査申出人が、本件裁決の趣旨に従い、本件変更承認申請を承認しなけれ

ばならないことは明らかである。したがって、第５ないし第８で述べる審査申

出人の主張する個別の承認できない事由についてその是非を判断するまでも

なく、本件変更承認申請を承認するよう指示した本件指示は適法である。 

 

第５ 「国土利用上適正且合理的ナルコト」及び「災害防止ニ付十分配慮セラレタ

ルモノナルコト」の要件についての審査申出人の主張は理由がなく、本件変更

承認申請が「国土利用上適正且合理的ナルコト」及び「災害防止ニ付十分配慮

セラレタルモノナルコト」の要件に適合すると認められること 

１ 本件変更承認申請における地盤改良工法は、一般的な工法であり、沖縄県内

においても実績がある施工実績が豊富なものであって、技術的に確実性がない

などとして「埋立の位置」について合理性が認められないとする審査申出人の

主張は理由がないこと 

(1) 審査申出人は、サンドコンパクションパイル（ＳＣＰ）工法の国内実績は

Ｃ．Ｄ．Ｌ．－６５ｍまでのものに限られるので、「Ｃ．Ｄ．Ｌ．－７０ｍま

で、約１．６万本の打設する工事は、前例がないことに誤りはない」と主張

する（本件審査申出書第３章第１節第２の１(1)７６ページ）。 

   また、審査申出人は、海外でＣ．Ｄ．Ｌ．－７０ｍまで施工した事例は、

韓国における試験工事の事例であり、沖縄防衛局はその内容を確認していな

いとし、さらに、これまでに施工された改良地盤の下部に未改良地盤が残さ
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れた事案と、未改良となる地盤の地盤強度（せん断強さ）の把握を目的とし

た力学試験すらも行われていない本件埋立事業の条件が同じものであるかが

示されていないとして、技術的にも前例がないような工事が必要となり、工

事の確実性が認められないと主張し、本件変更承認申請における地盤改良は、

規模的に前例がないものということはできず、また、技術的に確実性が認め

られないものということもできないとした本件指示の理由は失当であると主

張する（本件審査申出書第３章第１節第２の１(1)７６ページ）。 

(2) しかし、サンドコンパクションパイル（ＳＣＰ）工法は、地盤中に振動機

（バイブロハンマ）を用いてケーシングを貫入させ、所定の深度よりこれを

引き抜きながら、材料である砂等を排出し、更にこれを打ち戻すことにより

よく締め固めた砂杭を造成することで、対象地盤の強度増加を目的とするも

ので、地盤改良の工法として一般的な工法であり（甲第１８号証資料３の５

２及び５３ページ）、施工実績が豊富で、沖縄県内においても施工実績がある

（甲第１号証１４ページ、乙第４０号証資料７５ページ、乙第４１号証資料

３－１の２ページ、議事録６ページ、乙第８号証１ページ）。 

また、規模についても、例えば、東京国際空港再拡張事業（ＳＣＰ工法約

７万本）や、関西国際空港第Ⅰ期事業（ＳＣＰ工法約２．６万本）、神戸港Ｐ

Ｉ（Ⅱ期）地区国際海上コンテナターミナル整備事業等（ＳＣＰ工法約１．

８万本）においては、本件埋立事業（ＳＣＰ工法約１．６万本）において予

定しているサンドコンパクションパイル（ＳＣＰ）工法による砂杭の本数よ

りも多くの本数の砂杭を打設して地盤改良が行われており、本件埋立事業と

同程度又はそれ以上の規模のサンドコンパクションパイル（ＳＣＰ）工法を

行った前例は、複数存在する（甲第１号証１４及び１５ページ、乙第４２号

証、乙第４３号証）。 

さらに、砂杭を打設する深度についても、本件埋立事業においては、最深

でＣ．Ｄ．Ｌ．（港湾管理用基準面。１年以上の実測値を基に設定された最低
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水面（Ｄ.Ｌ．）と同じ高さのもの（乙第４４号証）－７０ｍまで地盤改良が

行われるが、サンドコンパクションパイル（ＳＣＰ）工法については、Ｃ．

Ｄ．Ｌ．－５０ｍ以深の施工実績は数多くあり、さらに、国内においてはＣ．

Ｄ．Ｌ．－６５ｍまで、海外においてはＣ．Ｄ．Ｌ．－７０ｍまでの施工実

績がある（甲第１号証１５ページ、乙第４５号証資料８４ページ、）。本件埋

立事業と同じＣ．Ｄ．Ｌ．－７０ｍまでの施工実績は海外のみであるからと

いって、サンドコンパクションパイル（ＳＣＰ）工法の施工実績から除外さ

れる理由はなく、Ｃ．Ｄ．Ｌ．－７０ｍまでの施工についても前例があると

いえる。 

したがって、本件埋立事業におけるサンドコンパクションパイル（ＳＣＰ）

工法に前例がないとする審査申出人の主張は誤りである。 

(3) ア 技術的な確実性の点についても、まず、上記のとおり、Ｃ．Ｄ．Ｌ．

－７０ｍまでサンドコンパクションパイル（ＳＣＰ）工法を施工した前

例が海外のみであるとしても、そのことから我が国内では同程度の深度

に至るサンドコンパクションパイル（ＳＣＰ）工法を施工できないもの

と見るべき理由はない。むしろ海外であっても施工実績が存在すること

からすれば、我が国内においてもＣ．Ｄ．Ｌ．－７０ｍまでのサンドコ

ンパクションパイル（ＳＣＰ）工法を施工できる技術的確実性が認めら

れることは明らかである。 

  イ(ｱ) 次に、審査申出人は、上記のとおり、これまでに施工された改良地

盤の下部に未改良地盤が残された事案について、せん断強さ（せん断

強度）の把握を目的とした力学試験すらも行われていない本件埋立事

業と条件が同じであるか否かが不明であると主張する。上記主張は、

未改良地盤のうち、Ｃ－１護岸下部、具体的にＢ－２７地点において、

せん断強さ（せん断強度）の把握を目的とした力学試験が行われてい

ないことを問題視するものであると思われるところ、以下に述べると



37 

 

おり、上記主張は理由がない。 

     (ｲ) すなわち、審査申出人は、沖縄県における審査事項「埋立地の護岸

の構造が、例えば、少なくとも海岸護岸築造基準に適合している等、

災害防止に十分配慮されているか。」、「埋立区域の場所の選定、埋立土

砂の種類の選定、海底地盤又は埋立地の地盤改良等の工事方法の選定

等に関して、埋立地をその用途に従って利用するのに適した地盤とな

るよう災害防止につき十分配慮しているか。」の適合性判断において、

「港湾基準への適合状況について審査を行う」ものとしているところ

（乙第９号証別紙９～１２ページ）、「港湾基準」たる港湾の施設の技

術上の基準の細目を定める告示（平成１９年国土交通省告示第３９５

号。以下「告示」という。）第３条第１項は、性能照査の方法について、

「技術基準対象施設の性能照査は、作用、供用に必要な要件、及び当

該施設の保有する性能の不確定性を考慮できる方法又はその他の方法

であって信頼性の高い方法によって行われなければならない。」（乙第

４６号証）と定めている。そして、かかる告示を解説している国土交

通省港湾局監修、公益社団法人日本港湾協会発行「港湾の施設の技術

上の基準・同解説（上・中・下巻）平成３０年５月」（以下「技術基準・

同解説」という。）は、告示第３条第１項の具体的な運用方法として、

部分係数（対象構造物の目標とする性能を確保するために、作用効果

や抵抗の特性値に乗ずる係数として統計的解析又は信頼性の高い手法

により算出された値のこと）を用いた部分係数法による性能照査式を

示している（乙第４７号証）。ただし、上記性能照査式は、技術基準・

同解説に示されている性能照査式の基本形であって、適用場面に応じ

て上記性能照査式が具体化されており、自重に関する永続状態におけ

る基礎地盤の円弧すべり（斜面等が円弧状のすべり面によって破壊す

る現象）に対して安定性を検討する際には、技術基準・同解説では、
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その１０６９及び１０７０ページ（乙第４８号証）に、基礎地盤の円

弧すべりの性能照査式が、式（２．２．２）として掲げられている。 

そして、上記式（２．２．２）に、技術基準・同解説に適合する手

法によって得られたせん断強さ（せん断強度）等の土質定数等を代入

して得られる値である作用耐力比が１以下であれば、技術基準・同解

説に適合した安定性能照査を満たすので、告示第３条にも適合するこ

とになる。 

したがって、本件において、埋立後の地盤に円弧すべりが生じるか

否かの安定性能照査は、上記式（２．２．２）に、技術基準・同解説

に適合する手法によって得られた土質定数等を代入し、その結果算出

された作用耐力比が１以下になれば、技術基準・同解説に適合する安

定性能照査基準を満たし、告示第３条に適合する安定性が認められる

ことになるのであって、未改良となる地盤のうち、Ｃ－１護岸下部に

おいて、地盤強度（せん断強さ）の把握を目的とした力学試験を行わ

ない場合には上記式（２．２．２）を用いることができなくなるわけ

ではない。 

       そして、本件変更承認申請では、改良地盤の下部に未改良地盤が存

在するＣ－１護岸のＣ－１－１－１工区について、下記２(1)で述べる

とおりの技術基準・同解説に適合する手法に基づいてせん断強さ（せ

ん断強度）等の土質定数を算出し、これらの値を上記式（２．２．２）

に代入して安定性能照査が行われ、下記(ｳ)で述べるとおり、基準を満

足している。また、このＣ－１－１－１工区の安定性能照査をするに

際し、下記３(2)で述べるとおり、検討断面の設定、部分係数・調整係

数の設定、土質定数における補正、完成時の安定計算における変動係

数の最も大きなＡｖｆ－ｃ２層を代表とした部分係数・調整係数の設

定及び動態観測の実施によって不確定性が考慮されているのであるか
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ら、Ｂ－２７地点の力学調査が行われていなくても技術的な確実性が

否定される理由はなく、審査申出人の上記主張は理由がない。（甲第１

号証１５ページ、乙第９号証別紙１２ページ、乙第４９号証、乙第５

０号証２及び３ページ）。 

(ｳ) なお、付言すると、本件変更承認申請では、Ｃ－１護岸下部におい

て、改良地盤の下部に未改良地盤（Ａｖｆ－ｃ２層及びＡｖｆ－ｃ層

の一部）が存在することになるものの（乙第５１号証資料２の２９ペ

ージ）、そもそも、構造物等を設置する際に行われる地盤改良工事は、

構造物等の下部の地盤の全てを一定の強度にすることを目的とするも

のではなく、構造物等の安定性を確保することを目的とするものであ

り、構造物等の安定性の確保に必要な範囲でのみ実施されるものであ

る。そのため、改良地盤の下部に未改良地盤が残る場合も当然あるの

であり、本件変更承認申請が特異というわけではない（甲第１号証１

５ページ、乙第４２号証）。 

本件変更承認申請についていえば、Ａｖｆ－ｃ２層については、本

件審査請求の手続で実施された鑑定において、「Ａｖｆ－ｃ２層と同程

度の非排水せん断強度を持つ粘性土地盤は、理論上気中で鉛直に３０

ｍ程度掘削しても崩壊しない。新聞報道では『マヨネーズ層』とのイ

メージの表現が使われたと聞くが、主に土自重による圧密を経て形成

されたと理解できるＡｖｆ－ｃ２層は上記のような非排水せん強度を

もつ『非常に硬い』に分類される地盤である。」（甲第８号証６ページ）

とされている。すなわち、大浦湾側の地盤は、自重に支配されており、

海底面からの深度が深くなればなるほど圧密によりせん断強さ（せん

断強度）の強度が上がるものであるから、深部にあるＡｖｆ－ｃ２層

は、相当程度のせん断強さ（せん断強度）を有しており、実際には、技

術基準・同解説６９０ページ（乙第５３号証）の表３．３．１における
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「非常に硬い粘性土」に分類される程度の強度を有する。また、未改

良部分（Ｇ．Ｌ－４０ｍ～－４７ｍ）のＡｖｆ－ｃ層も、ｑｕ＝１５

２．４ｋＮ／ｍ２～１７５．１ｋＮ／ｍ２であり（これは、甲第１８号

証の４０ページの図２．２－２５における非排水せん断強さを求める

式に、Ｇ．Ｌ．－４０ｍ～－４７ｍの深度を代入し、得られた非排水せ

ん断強さ（Ｃｕ）を、一軸圧縮強さ（ｑｕ）にｑｕ＝２Ｃｕとして変換

することによって得られる（甲第１８号証資料３の４０ページ、乙第

５４号証、甲第１１号証４６ページ）。）、技術基準・同解説上、「硬い粘

性土」に分類されるものであって、Ａｖｆ－ｃ層も一定の強度を有す

るものである。 

したがって、Ｃ－１－１－１工区（Ｃ－１護岸のうち、直下におい

て、改良地盤の下部に未改良地盤（Ａｖｆ－ｃ２層及びＡｖｆ－ｃ層

の一部）が存在することとなる工区（乙第５１号証資料２の１０及び

２９ページ））における施工時の安定計算においては、Ａｖｆ－ｃ２層

及びＡｖｆ－ｃ層を通る円弧について、円弧すべりが生じないかを確

認することになるところ、Ａｖｆ－ｃ２層及びＡｖｆ－ｃ層が一定の

強度を有することから、第２回技術検討会資料２９ページの図２．５

－１３における「施工時安定検討」において、「ＳＣＰ改良範囲」と記

載されている部分のみを地盤改良すれば、その部分を通る円弧のせん

断強さが増し、それによって円弧全体としてのせん断強さ（せん断強

度）が強くなり、最も作用耐力比の値が高くなる円弧であっても、そ

の作用耐力比は１以下となって、技術基準・同解説に基づく安定性能

照査基準を満たすものと認められる（乙第５１号証資料２の２９ペー

ジ）。 

以上のとおりであるから、本件変更承認申請において未改良地盤が

存在することそれ自体が特別な不確実性をもたらすものではなく、安
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定性に問題がないことは明らかである。 

(4) したがって、本件変更承認申請における地盤改良工法は、一般的な工法

であり、施工実績が豊富であって、技術的に確実性が認められるものである

から、本件変更承認申請における地盤改良は、規模的に前例がなく、また、

技術的に確実性が認められないとする審査申出人の主張は理由がない。 

２ 本件変更承認申請において、①設計に用いた地層区分と、②その地層区分

に基づいて各地層に設定した、せん断強さ（せん断強度）を含む土質定数（地

盤物性値）は、告示第１３条及び技術基準・同解説に基づく適正なものであ

ること 

(1)ア 審査申出人は、本件指示（甲第１号証）において、「本件変更承認申請

において、設計に用いた、Ａｖｆ－ｃ２層の地盤物性値の変動係数（ＣＶ）

は、…技術基準・同解説において信頼性が乏しいとされるばらつき（変動

係数ＣＶ）が０．６以上となる地盤物性値の推定値はなかったとされてい

る（請２９資料３の３７頁、３８頁、４０頁～４３頁、４５頁、４６頁、

請３０資料２の２頁）。そのため、技術基準・同解説によれば、地層区分

（地盤のモデル化）について再検討する必要や、土質調査（地盤調査）を

やり直す必要はないこととなる（請９４）。」（甲第１号証１９ページ）と

されていることに対し、「『Ｂ－２７地点は、本件施設において重要性の高

い護岸の設置場所で、滑走路の延長線上に位置するところ、地盤改良工事

や軽量盛土によって、安定性が図られることが予定されているが、軟弱地

盤が最も深部にまで存在し、地盤改良工事により改良できない部分が残

存してしまう。軟弱地盤が厚く堆積することにより、地盤改良をどの深さ

まで行う必要があるのか、改良率はどの程度必要なのか、改良しない場合

にも安定性を保つことができるか、軽量盛土の範囲は、どの程度必要にな

るのかなど様々な検討を行う必要があり、本件工事の実施において、最も

重要な地点』（甲６７号証 弁明書３１頁）であることからＢ－２７地点
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における力学試験を求めたもので、『変動係数が０．６以上であれば、地

層区分や土質定数の設定に問題があることが明らかではあっても、逆は

真ではない。変動係数が０．６に収まっていることが、遡って力学的試験

実施場所の選定に問題がないことを導く関係にはない』（甲１０号証 意

見書（２）、４頁）ことから理由がない」（本件審査申出書第３章第１節第

２の１(2)ア７７及び７８ページ）と、変動係数が０．６未満であっても、

地層区分や土質定数の設定に問題がないとはいえないから、力学試験実

施場所の選定に問題がないともいえないと主張する。 

 イ 上記(3)ｲ(ｲ)で述べたとおり、本件変更承認申請における地盤の安定性

の確認（安定性能照査）は、技術基準・同解説の１０６９及び１０７０ペ

ージ（乙第４８号証）に式（２．２．２）として掲げられている性能照査

式を用いて作用耐力比を算出して行われるものであり、その結果が１以

下であれば、安定性能照査基準を充足し、技術基準・同解説に適合する安

定性能照査が行われたことになる。 

   そして、同式（２．２．２）には、せん断強さ等の土質定数の値を代入

することになるところ、この土質定数は、技術基準・同解説に適合する地

盤調査によって得られた計測値を基に、技術基準・同解説に適合する手順

で設定される必要があるところ、上記安定性能照査式に代入するせん断

強さ等の土質定数の設定方法については、技術基準・同解説３０４ページ

「図－２．１．１ 地盤物性値の特性値の設定手順の例」（乙第５５号証）

において、以下のとおり、一連の設定手順が示されている。 

ⅰ ボーリング調査等の地盤調査を実施して行われる各種の調査・試験

や計測・観測（モニタリング）により、直接的な結果（計測値）が

得られる。 

ⅱ 計測値に、理論、経験及び相関性を適用して、推定された地盤物性

値（導出値）を設定する。 



43 

 

ⅲ 地層区分を行って地盤のモデル化（推定値の設定）を行う。 

ⅳ 推定値に対し、導出値のばらつき（変動係数）に応じて、統計的な

平均値の推定誤差を勘案した補正を行って、各地層の代表値（特性

値）を設定する。 

そして、技術基準・同解説上、各地層に存在する導出値から算出して

得られる推定値と比較して得られる変動係数（推定値に対する導出値の

ばらつき）が０．６以上であれば信頼性に乏しく性能照査が行えず、試

験結果の解釈を見直す必要があるとし、必要に応じて地層区分を再検討

したり、地盤調査をやり直したりすることを示唆している一方、変更係

数が０．６未満であれば、地層区分をやり直したり、更なる地盤調査を

実施すべき必要はないとされる（乙第５６号証、乙第５７号証）。 

したがって、「変動係数が０．６以上であれば、地層区分や土質定数の

設定に問題があることが明らかではあっても、逆は真ではない。変動係

数が０．６に収まっていることが、遡って力学的試験実施場所の選定に

問題がないことを導く関係にはない」という審査申出人の上記主張は誤

りである。 

そして、本件変更承認申請において設計に用いたＡｖｆ－ｃ２層土質

定数の変動係数につき、０．６以上となるものはないのであるから（甲

第１８号証資料３の３７ページ、３８ページ、４０ないし４３ページ、

４５及び４６ページ、乙第５１号証資料２の２ページ）、技術基準・同解

説上、地層区分（地盤のモデル化）について再検討する必要や、土質調

査（地盤調査）をやり直す必要はないとされることは明らかである。こ

のことは、技術検討会においても、本件審査請求の手続で実施された鑑

定のいずれにおいても、土質調査（地盤調査）をやり直す必要はないと

されていることからも裏付けられている（乙第５８号証議事録２４ない

し２６ページ、甲第８号証７ないし１０ページ）。 
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ウ また、審査申出人は、上記のとおり、「Ｂ－２７地点は、本件施設にお

いて重要性の高い護岸の設置場所で、滑走路の延長線上に位置する」と

した上で、「地盤改良工事や軽量盛土によって、安定性が図られることが

予定されているが、軟弱地盤が最も深部にまで存在し、地盤改良工事に

より改良できない部分が残存してしまう。軟弱地盤が厚く堆積すること

により、地盤改良をどの深さまで行う必要があるのか、改良率はどの程

度必要なのか、改良しない場合にも安定性を保つことができるか、軽量

盛土の範囲は、どの程度必要になるのかなど様々な検討を行う必要があ

り、本件工事の実施において、最も重要な地点」であることから、Ｂ－

２７地点の力学試験が必要であると主張する。 

しかし、本件変更承認申請では、力学試験によって得られるせん断強

さ（せん断強度）を含む土質定数は、技術基準・同解説に基づいた方法

で適正に得られているのであるから、審査申出人が主張するＢ－２７地

点の力学試験の必要性の根拠となる上記理由は、いずれも技術基準・同

解説における上記ⅰないしⅳの一連の土質定数の設定手順では要求され

ていない要素を持ち出す独自の主張であって、失当である。 

(2)ア 次に、審査申出人は、地盤調査に関し、「『告示第１３条において〈地

盤条件については、地盤調査及び土質試験の結果をもとに、土の物理的

性質、力学的特性等を適切に設定するものとする。〉と規定されており、

更に、その［解釈］として〈地盤調査に当たっては、技術基準対象施設

の構造、規模及び重要度、並びに当該施設を設置する地点周辺の性状を

適切に考慮する。〉とある（港湾基準・同解説ｐ３００）。』（不承認理由

１０頁）ところ、Ｂ－２７地点における力学的試験が行われていないこ

とから、同地点周辺の性状等を適切に考慮しているとは言い難い。従っ

て、『本件変更承認申請において、①設計に用いた地層区分と、②その地

層区分に基づいて各地層に設定した、せん断強さ（せん断強度）を含む
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土質定数（地盤物性値）は、告示第１３条及び技術基準・同解説に基づ

く適正なもの』（本件是正指示理由書２１頁）は理由がない。」と主張す

る（本件審査申出書第３章第１節第２の１(2)ア７８ページ）。 

 イ しかし、審査申出人が引用する技術基準・同解説の記載（「②地盤調

査 地盤条件を設定するための地盤調査に当たっては、技術基準対象施

設の構造、規模及び重要度、並びに当該施設を設置する地点周辺の地盤

の性状を適切に考慮する。」）が具体的に意味するところは、「調査地

点の位置、間隔及び深度は、対象とする施設の大きさ、施設の重量、基

礎形式の違いによって生じる地盤内の応力分布、及び地盤の成層状態の

均質性を考慮して決定する。しかしながら、施設の工費や重要度も考慮

しなければならず、調査地点の数やその深度を一概に規定することはで

きない。調査の地点数や間隔及び深度の決定においては、地盤の均質性・

不均質性が考慮されるべき最も重要な項目であり、過去の調査結果や陸

地の地形を参考にし、音波探査や表面波探査などの物理探査手法を適用

して、地盤の均質性・不均質性を予め確認しておくことが有効である。」、

「調査地点の間隔の目安を機械的に決めることはできるだけ避けるべき

である」（乙第５９号証）というものである。 

そして、本件変更承認申請に当たって実施された大浦湾側の地盤調査

は、この技術基準・同解説の記載に準拠し、地盤調査地点を機械的に設

定することなく、①護岸法線及び海底地形を基に設定した各調査エリア

の両端部、中央部付近及び法線変化点等を対象として調査地点を設定し、

ボーリング調査を実施し、また、②ボーリング調査地点間の地層の成層

状態を把握することを目的として音波探査を実施し、さらに、③ボーリ

ング調査地点間及び音波探査において、地層境界が不明瞭な箇所の把握

等を目的として更に電気式コーン貫入試験（ＣＰＴ）及びボーリング調

査を実施している。その結果、本件水域においては上記のとおり、地盤
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調査として、６１か所のボーリング調査、１５か所の電気式コーン貫入

試験（ＣＰＴ）、２２測線の音波探査及び２測線の弾性波探査を実施して

いる（甲第１号証１６及び１７ページ、甲第１８号証資料３の１２及び

１３ページ、議事録４ページ）。 

その上で、審査申出人が指摘するＢ－２７地点があるＣ－１護岸付近

の地盤調査については、法線平行方向につき、①当該調査エリアの両端

部及び中央部付近を対象として、Ｂ－２５、Ｂ－２６、Ｂ－２８及びＢ

－３０の調査地点を設定し、ボーリング調査を実施し、また、②当該調

査エリアの法線平行方向の地層の成層状態を把握することを目的として、

Ｌ－０１の測線を設定し、音波探査を実施し、さらに、③Ｂ－２５、Ｂ

－２６、Ｂ－２８及びＢ－３０の調査地点間を補間する調査地点として、

Ｂ－２７及びＢ－２９の調査地点を設定し、電気式コーン貫入試験（Ｃ

ＰＴ）を実施し、加えて、④ボーリング調査及び音波探査の結果から、

地層境界が不明瞭な箇所の確認を目的として、Ｓ－１の調査地点を設定

し、ボーリング調査を実施している。そして、法線直角方向につき、南

側滑走路位置に当たるＢ－２８の調査地点を基点として、法線直角方向

の地層の成層状態を把握することを目的として、Ｌ－１２の測線を設定

し、音波探査を実施するとともに、Ｂ－６４（ＣＰＴ）、Ｓ－２（ボーリ

ング調査）、Ｓ－３０（ＣＰＴ）、Ｓ－３（ボーリング調査）、Ｓ－２２（ボ

ーリング調査）、Ｓ－４’（ボーリング調査）及びＳ－２８（ボーリング

調査）の調査地点を設定し、ボーリング調査又は電気式コーン貫入試験

（ＣＰＴ）を実施している（甲第１号証１７ページ、甲第１８号証資料

３の１４ページ、議事録４及び５ページ）。 

このようなＣ－１護岸付近の地盤調査を含む大浦湾側の地盤調査につ

いては、本件審査請求の手続で実施された鑑定においても、「本事業では

他の類似の海上空港建設と比較しても調査密度が高いボーリング、サウ



47 

 

ンディングを実施し、さらに成層構成の情報を補完するために音波探査

が実施されている。」（甲第８号証５ページ）とされているなど、ボーリ

ング調査等が高い調査密度で実施されており、調査地点の設定等の点に

おいて、技術基準・同解説に適合する適切かつ合理的なものと認められ

ることは明らかである（甲第１号証１７ページ、甲第１８号証議事録１

１ページ、１５ページ、乙第５９号証、甲第８号証）。 

そして、これらの調査の結果得られたＡｖｆ－ｃ２層のせん断強さ（せ

ん断強度）等のデータが安定性能照査を行うのに適切なデータであるこ

とは、上記のとおり、これらのデータによる導出値と推定値とのばらつ

き（変動係数）が０．６未満であることからも明らかである。 

 ウ したがって、大浦湾側の地盤調査については、告示第１３条及びその

地盤調査に関する解釈（「②地盤調査 地盤条件を設定するための地盤

調査に当たっては、技術基準対象施設の構造、規模及び重要度、並びに

当該施設を設置する地点周辺の地盤の性状を適切に考慮する。」）に基

づいた適正なものであるから、「当該施設を設置する地点周辺の性状」

等を適切に考慮していないという審査申出人の上記主張は理由がない。 

(3)ア また、審査申出人は、本件指示（甲第１号証）において、「地層区分に

ついてはあいまいな点が残り、同じＡｖｆ－ｃ２層に分類されているか

ら同じ地盤特性であると単純にはいえない」との審査申出人の指摘に対

し、「技術基準・同解説によれば、信頼性が乏しいとされるばらつき（変

動係数ＣＶ）が０．６以上となる地盤物性値の推定値はなく、地層区分

（地盤のモデル化）について再検討する必要があるとは認められない（請

９４）」（甲第１号証２１及び２２ページ）とされていることに対し、変

動係数が０．６に収まっていることが、遡って力学的試験実施場所の選

定に問題がないことを導く関係にはないとした上で、Ａｖｆ－ｃ層とＡ

ｖｆ－ｃ２層の地層区分の設定について行われた総合的な判断が適切か
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つ合理的なものであるとはいえない理由を複数指摘して、「地層区分につ

いてはあいまいな点が残り、同じＡｖｆ－ｃ２層に分類されているから

同じ地盤特性であると単純にはいえないとする指摘に誤りはない。」と、

土質定数の一連の設定の手順において行われる地層区分による地盤のモ

デル化に問題があると主張する（本件審査申出書第３章第１節第２の１

(2)イ７８ないし８６ページ）。 

   イ しかし、上記のとおり、地層区分による地盤のモデル化（推定値の設

定）については、技術基準・同解説３０４ページ「図－２．１．１ 地

盤物性値の特性値の設定手順の例」（乙第５５号証）における土質定数の

一連の設定手順の中で行われるところ、技術基準・同解説上、変動係数

が０．６未満であれば、地層区分を含む一連の土質定数の設定手順が適

正に行われており、技術基準・同解説上、地層区分をやり直す必要がな

いとされている。 

そして、上記のとおり、せん断強さ（せん断強度）を含む土質定数の

変動係数が０．６未満であるから、本件変更承認申請におけるＡｖｆ－

ｃ層とＡｖｆ－ｃ２層の地層区分の設定は適正であり、「あいまいな点

が残り、同じＡｖｆ－ｃ２層に分類されているから同じ地盤特性である

と単純にはいえないとする指摘に誤りはない」という審査申出人の上記

主張は理由がない。 

ウ その上で付言すると、本件変更承認申請におけるＡｖｆ－ｃ層とＡｖｆ

－ｃ２層の地層区分の設定は、設計上の地層区分の設定として適切かつ合

理的に行われている。     

(ｱ)ａ(a) まず、そもそも、地層区分を行って地盤条件を設定しても、同

一地層区分内の地盤そのものに不均質性等がみられることは、当

然の前提として扱われている。このことは、「地盤物性値を扱う

場合には、地盤調査・土質試験法に起因した誤差、導出値の推定
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誤差、地盤そのものの不均質性や堆積状況等に起因した導出値の

分布・ばらつきがあり、工場製品の品質指標を扱うような場合と

は違い、単純な統計処理をすることは難しい。」（乙第５６号証）

との記載、「地盤の評価は、整備する社会資本や対象地盤に応じ

た調査・試験が行われるものの、地盤自体が本来不均質かつ複雑

な性状を有するものであることからかなりの幅や誤差を持った

ものとして扱われています。同様に設計段階においても、複雑な

地盤性状に対し正確にモデル化することは現実的に難しいため

単純化して扱っています。このように地盤自体の不均一性やバラ

ツキなどは想定内のこととして扱われており、地盤性状の多少の

バラツキは地盤の不確かさとはいえないため地盤リスクとして

認識されることは無いのが普通です。」（乙第６０号証）との記載、

「自然史を反映した地盤生成の多様性と調査密度の制約から設

計地盤図を用いた構造物設計法は、精密科学を追求したものでは

な」い（甲第８号証４ページ）との記載から明らかである（甲第

１号証２４ページ）。 

          そのため、例えばＡｖｆ－ｃ層（又はＡｖｆ－ｃ２層）である

と区分した地層において、ある地点における目視観察の結果、物

理的特性又は力学的特性等の一部について、Ａｖｆ－ｃ２層（又

はＡｖｆ－ｃ層）の傾向が見られたとしても、そのことをもって

地層区分が不適切であったことになったり、改めて土質調査（地

盤調査）をやり直す必要が生じたりするものではない。 

したがって、本件変更承認申請における地層区分があいまいで

適正ではないとする審査申出人の主張は、地層区分が、本来不均

質性等がみられる地盤について、正確にモデル化することは現実

的に難しいことから、設計段階で単純化するものであり、精密科
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学を追求するものではないとの設計上の地層区分の理解に反す

る。設計上の地層区分を設定する場合には、ある程度のばらつき

が出ることはやむを得ない事態であり、他方で、そのようなばら

つきが安定性能照査に与える影響を踏まえ、技術基準・同解説上、

ばらつきを示す変動係数が０．６未満であれば、変動係数の大き

さに応じて補正を行った上で（上記ⅳのプロセス）各地層の代表

値（特性値）を設定することとされているのである（乙第５７号

証）。 

(b) 本件変更承認申請では、Ａｖｆ－ｃ層とＡｖｆ－ｃ２層の部分

の地盤について、例えば、目視観察については、地盤の上部は、

暗青灰色の色調であり、他方で、地盤の下部は、植物片等の有機

物を含み、黒灰色の色調である傾向がみられ（甲第１８号証資料

３の２９ページ、６２ページ※１３、乙第６１号証別紙１９ペー

ジ、乙第６２号証ないし第６７号証）、物理的特性については、

土の工学的分類（塑性図）に関し、地盤の上部は、大部分が低液

性限界に区分され、他方で、地盤の下部は、大部分が高液性限界

に区分され（甲第１８号証資料３の３４ページ、議事録７ページ、

乙第６１号証別紙１９ページ）、また、土粒子の密度や飽和単位

体積重量に関し、地盤の上部よりも地盤の下部が小さくなる傾向

がみられる（甲第１８号証資料３の３５ページ、３７ページ、甲

第８号証）ことなどから、本件変更承認申請においては、設計上、

当該地盤上部をＡｖｆ－ｃ層とし、地盤下部をＡｖｆ－ｃ２層と

して区分したものである。すなわち、本件変更承認申請書におい

ては、当該地盤において採取した試料の目視観察、物理的特性及

び力学的特性等を総合的に判断し、設計上の地層区分として単純

化してＡｖｆ－ｃ層とＡｖｆ－ｃ２層を分けて設定したのであ
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るから、必ずしも、Ａｖｆ－ｃ層とＡｖｆ－ｃ２層内の全ての場

所において、これらの傾向の全てが満たされるわけではない。し

かし、上記のとおり、これは、設計上の地層区分を設定する場合

に想定されているものである。 

そして、本件変更承認申請では、上記のとおり、せん断強さ（せ

ん断強度）を含む土質定数の変動係数がいずれも０．６未満なの

であるから、本件変更承認申請における地層区分は、技術基準・

同解説に適合して行われた適正なものであるといえる。 

したがって、Ａｖｆ－ｃ層及びＡｖｆ－ｃ２層における目視観

察及び物理的特性について、上記傾向と整合しないかのように思

われる点があるので地層区分があいまいであって適正ではない

とする審査申出人の上記主張は理由がない。 

ｂ また、審査申出人は、細粒分含有率（土中にある粒子のうち、細粒分

（粒径０．０７５ｍｍ未満のもの）が占める割合）に関し、「細粒分含

有率についても、沖縄防衛局の主張する２４．２～９６．８％とは、『証

拠１２６の深さ５９．０～５９．２５ｍの部分もＡｖｆ－ｃ２層と分類

しているという主張のようである（証拠１２６のＰＤＦ２６２頁）。し

かし、同部分は、地盤材料分類名が「細粒分質砂」（Ａｖｆ－ｃ２層は

粘性土に区分された層）で、審査請求人が地層区分の判断の１つとして

いる液性限界の試験もされておらず、土粒子の密度もその下の深さ６

３．００～６３．２５ｍの値に近く、自然含水比や最大粒径も明らかに

直上の数値と異なっており、この部分について、Ａｖｆ－ｃ２層と判断

することは、いくら総合的な判断としても、極めて無理がある。』（甲９

号証 意見書６３頁）（証拠１２６は甲３７号証）旨指摘しており、Ｂ

－２７地点のＡｖｆ－ｃ２層の細粒分含有率は『９３．４～９６．８％』

と考えると他の三つの調査地点と異なることは明らかであり、理由が
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ない。」（本件審査申出書第３章第１節第２の１（２）イ８１及び８２ペ

ージ）と、Ｂ－２７地点におけるＧ．Ｌ．－５９ｍからＧ．Ｌ．－６１．

００ｍまでは、Ａｖｆ－ｃ２層に分類する理由はなく、Ｇ．Ｌ．－５９

ｍよりも上の部分のＢ－２７地点のＡｖｆ－ｃ２層の細粒分含有率

は、他のボーリング調査を行った３地点（Ｓ－３、Ｓ－２０及びＢ－５

８）と異なるので、地層区分はあいまいであり、妥当でないと主張す

る。 

しかし、そもそも、粘性土の力学的特性は、細粒分含有率等の粒度構

成よりも、コンシステンシー（土の変形のしやすさの程度）に関連する

ものとされており（甲第１号証２２ページ、乙第６８号証、乙第６９号

証）、粒度構成のみで地層区分を判断するものではないので、これを重

視することは相当ではない。 

その上で、本件変更承認申請では、Ｂ－２７地点におけるＧ．Ｌ．－

５９．００ｍからＧ．Ｌ．－６１．００ｍまでの区間においては、薄層

で腐植物（有機物の一種）と砂の互層状となっており（乙第６２号証１

２８ページ）、有機物を含むとするＡｖｆ－ｃ２層の傾向が確認できる

ことから、より安全側の検討とする観点から、当該区間の層について、

砂礫層であるＡｇ層ではなく、強度が低い粘性土層であるＡｖｆ－ｃ２

層とされたものであり、この地層区分の判断は適正である。 

したがって、Ａｖｆ－ｃ２層の細粒分含有率については、Ｇ．Ｌ．－

５９．００ｍからＧ．Ｌ．－６１．００ｍまでの区間を含めた「Ｂ－２

７の調査地点が２４．２％から９６．８％まで（請１２６、処４）、Ｓ

－３の調査地点が３８．１％から８８．４％まで（請１２７、処５）、

Ｓ－２０の調査地点が３５．２％から７７．２％まで（処６、４６）、

Ｂ－５８の調査地点が５０．２％から７３．７％まで（請１５０、処６、

４６）であり、Ｂ－２７地点と他の三つの調査地点で明らかに異なって
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いるとは認められない」（甲第１号証２２ページ）といえるのであり、

これに反して、地層区分があいまいであり妥当でないとする審査申出人

の主張は理由がない。 

(ｲ)ａ また、審査申出人は、本件指示（甲第１号証）において、「沖縄県

知事は、Ａｖｆ－ｃ２層の深さと地盤強度の関係は、３地点（Ｓ－３

地点、Ｂ－５８地点及びＳ－２０地点）で、ばらばらで全地点での近

似曲線と相違していると指摘している。」、「しかし、（中略）証拠（請

２９資料３の４０頁、請３３議事録２４頁～２６頁、鑑定書）によれ

ば、Ａｖｆ－ｃ２層は、大浦湾側の埋立計画地内の埋没谷の下部にみ

られるが、ボーリング調査の結果、土質試験の結果等をみると、谷筋

に沿ってみても、土の強度を決めている支配的パラメータは基本的

には土の自重であり、標高ではなく、海底面からの深さが土の強度を

支配しており、一つの谷筋に沿っての土質試験の結果をＢ－２７の

調査地点についても適用することを否定する理由はないという指摘

や、非排水せん断強さ（非排水せん断強度）の深さ方向の直線性は、

Ａｖｆ－ｃ層及びＡｖｆ－ｃ２層共に明瞭であり、当該地盤の強度

は土の自重によって支配されていることが理解されるという指摘も

あることからすれば、沖縄県知事のこの指摘は理由がない。」（甲第１

号証２３ページ）とされていることに対し、「沖縄県も『地盤強度が

土の自重によって支配されている』とする見解については同様に理

解しており、沖縄県が聴取した専門家からの技術的助言でも、Ａｖｆ

－ｃ層については、その深さ～地盤強度の関係は、各地点（Ｂ－５８、

Ｓ－２０、Ｓ－３及びＳ－２地点）別に見てもほぼ同じであり、決定

係数Ｒ２は０．７８～０．９０と高い相関性を示していることが確認

できる。一方、Ａｖｆ－ｃ２層では、各地点の試料数が少ない上、各

地点（Ｂ－５８、Ｓ－２０及びＳ－３地点）別に見るとばらばらであ
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り、３地点全体の近似曲線でも決定係数Ｒ２は０．１７（甲５３号証 

１、５頁）と低くなっていることから、沖縄県知事の指摘に誤りはな

い。」として、「地層区分の設定について総合的な判断が適切かつ合理

的なものとはいえない」と主張する（本件審査申出書第３章第１節第

２の１(2)イ８３及び８５ページ）。 

この審査申出人の主張は、ボーリング調査を行ったＢ－５８、Ｓ－

２０及びＳ－３地点におけるＡｖｆ－ｃ２層のせん断強さ（せん断

強度）の数値（導出値）をこれらの各地点ごとにグラフ化して評価す

る甲第５３号証の記載に基づくものである。 

しかし、そもそも、ボーリング調査を行った地点ごとにＡｖｆ－ｃ

２層のせん断強さ（せん断強度）の数値をグラフ化して評価していく

手法は、技術基準・同解説で用いられていない独自のものであって、

失当である。 

すなわち、上記のとおり、技術基準・同解説上、安定性能照査式に

代入するせん断強さ（せん断強度）を設定するに当たっては、ボーリ

ング調査等による力学試験を行ってせん断強さ（せん断強度）の数値

（導出値）等を得た上で、目視観察の結果、物理的特性及び力学的特

性等を総合的に判断して地盤の地層区分を行ってモデル化し、同一

地層内から得られた複数の導出値と、それらから算出して得られる

推定値とを比較する必要がある、すなわち、区分された面的に広がる

地層ごとに、当該地層内に存在する全ての導出値が、その全ての導出

値から算出された推定値と比較してどれだけばらついているかを評

価するものとされている（乙第５６号証）。そして、この推定値を算

出するための導出値の個数も、当該地層に１０個以上あれば十分で

あるとされており、調査地点ごとの個数は問題にされていないとこ

ろ（乙第７７号証）、本件変更承認申請では、Ａｖｆ－ｃ２層のせん
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断強さ（せん断強度）の導出値は１３個（１６個中３個は棄却）ある

（甲第１８号証資料３の４０ページ）。 

したがって、技術基準・同解説では、地層ごとに数値（導出値）の

ばらつきを確認するものとされており、当該地層内の各調査地点内

又は各調査地点間の数値（導出値）の比較は必要とされていない。 

これに対し、甲第５３号証の手法は、Ｂ－５８地点等の個別の調査

地点ごとに得られた数値（導出値）を評価して、各地点の相違を問題

にしているものであり、面的に広がる当該地層の傾向を把握し、当該

地層のせん断強さ（せん断強度）を適切に評価できる方法ではなく、

技術基準・同解説に基づかない独自のものであり、失当である。 

ｂ なお、審査申出人は、上記のとおり、「沖縄県が聴取した専門家か

らの技術的助言でも、Ａｖｆ－ｃ層については、その深さ～地盤強度

の関係は、各地点（Ｂ－５８、Ｓ－２０、Ｓ－３及びＳ－２地点）別

に見てもほぼ同じであり、決定係数Ｒ２は０．７８～０．９０と高い

相関性を示していることが確認できる。一方、Ａｖｆ－ｃ２層では、

各地点の試料数が少ない上、各地点（Ｂ－５８、Ｓ－２０及びＳ－３

地点）別に見るとばらばらであり、３地点全体の近似曲線でも決定係

数Ｒ２は０．１７（甲５３号証 １、５頁）と低くなっている」とし

て、深度と地盤強度の関係を問題にしている。これは、甲第５３号証

の「地層区分が同じであっても、深さと非排水せん断強度との関係式

の作成では深さをＧＬで評価、同じ地層として区分されるものであっ

ても、深さの異なるデータ処理になります。同じ地層として区分され

ても、強度が採取地点の深さで別々に評価されます。」（甲第５３号証

１ページ）との記載に基づくものである。この甲第５３号証１ページ

の記載（同内容の記載は、甲第５３号証５ページにもある。）は、せ

ん断強さ（せん断強度）について、海面からの深度ではなく、海底面
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からの深度（Ｇ．Ｌ．）で算出するため、同じＡｖｆ－ｃ２層と評価

されても、海底面からの深度が異なるデータ処理になり、妥当でない

と批判するものである。 

しかし、土中のせん断強さ（せん断強度）は、有効応力（土中の土

粒子同士の接点を通じて、土の構造の骨格に伝えられる応力。土全体

の応力から、土中の空気や水等の間隙流体の圧力（間隙水圧）を引い

た値として求められる（乙第７０号証）。）に直接関連する（乙第７１

号証）。この有効応力は、海面下の地盤では、海面ではなく、海底面

からの深度によって変化する、すなわち、海面下の地盤では、海面か

ら海底面までの深度（水深）が深くなれば、間隙流体の水圧（間隙水

圧）は大きくなるが、海面から海底面までの深度が深くなっても、有

効応力は変化しない（乙第７２号証４３ページの図５・６に示される

とおり、有効応力は、土の重さ（厚さ）に応じて変化することから、

水深が変わっても、地中のある地点の上部にある土の重さ（厚さ）が

変わらなければ有効応力は変化しない（乙第７２号証））とされる。 

したがって、海底面からの深度を取ることを問題視する甲第５３

号証は、「土質力学の重要原理である有効応力の原理の理解を欠いて」

（甲第８号証１１ページ）作成されたものであるといえ、「地層区分

が同じであっても、深さと非排水せん断強度との関係式の作成では

深さをＧＬで評価、同じ地層として区分されるものであっても、深さ

の異なるデータ処理になります。同じ地層として区分されても、強度

が採取地点の深さで別々に評価されます。」（甲第５３号証１ページ）

との記載が誤った考え方に基づくものであることは明らかであるか

ら、少なくとも、甲第５３号証におけるせん断強度等の土質力学に関

する記載には信用性がない。 

(ｳ)  また、審査申出人は、ボーリング調査を行ったＢ－５８地点における
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Ｔ－３１、Ｔ－３４及びＴ－３６の地層区分（甲第１８号証資料３の２

９ページ、乙第７３号証）について、「高液性限界を根拠とするならば、

Ｔ－３２以深をＡｖｆ－ｃ２層に分類することも可能であり、その場

合には、Ｔ－３４及びＴ－３５の土質調査データはＡｖｆ-ｃ２層に含

まれ、Ａｖｆ－ｃ２層のせん断強さが危険側になるため、Ａｖｆ－ｃ層

とＡｖｆ－ｃ２層の地層区分が安全側にとられているとはいえない」

（甲第１号証２３ページ）との審査申出人の指摘に対し、本件指示で

は、Ｔ－３２ないしＴ－３６をＡｖｆ－ｃ層に分類したことが合理的

であることは説明しているものの、それが安全側にとられているとは

いえないとの審査申出人の指摘に答えていないと主張する（本件審査

申出書第３章第１節第２の１(2)イ８３ないし８５ページ）。 

しかし、上記のとおり、地盤そのものに不均質性等がみられるのは当

然のことであり、地層区分は、目視観察の結果、物理的特性及び力学的

特性等を総合的に判断して設定するものである。その上で、本件指示で

述べたとおり、Ａｖｆ－ｃ２層に分類した「Ｔ－３７以深の土質調査の

結果をみると、高液性限界に区分されるのみならず、土粒子の密度が上

層より連続的に減少するといったＡｖｆ－ｃ２層の特徴があることが

認められる（請２９資料３の２９頁、請１５０、処４６）。このことに

加え、Ａｖｆ－ｃ層とＡｖｆ－ｃ２層の地層区分を設定するに当たって

は、洪積層の変化に応じてＡｖｆ－ｃ２層も変化すると考えられるもの

の、上流から下流に流れてきて埋没谷を埋めるような形でＡｖｆ－ｃ層

が堆積したと考え、土質柱状図を再現して線を引き、Ｂ－５８の調査地

点の上流となるＢ－５９の調査地点及び下流となるＳ－２０の調査地

点におけるＡｖｆ－ｃ層とＡｖｆ－ｃ２層の地層区分と連続性がある

ように、Ｂ－５８の調査地点について、Ｇ．Ｌ．－３７．００ｍ以深を

Ａｖｆ－ｃ２層に区分すること（請２９資料３の２５頁、２９頁）は合
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理性がある」から、Ｔ－３２ないしＴ－３６をＡｖｆ－ｃ層に分類した

ことにも合理性が認められるのであり（甲第１号証２３及び２４ページ、

甲第１８号証資料３の２５ページ、２９ページ、４０ページの図２．２

－２５、乙第７４号証議事録３ページ、４ページ、６ページ、乙第７３

号証、乙第７５号証）、それにもかかわらず、安全性の観点からあえて

Ａｖｆ－ｃ２層に分類しなければならないとする理由はない。 

したがって、審査申出人の上記主張は理由がない。 

(4)  また、審査申出人は、本件指示（甲第１号証）において、「本件変更承認

申請に当たり、Ｓ－３、Ｓ－２０及びＢ－５８の調査地点の力学試験の結果

から、Ｂ－２７を含む上記の六つの調査地点」（Ｂ－２７、Ｓ－３、Ｓ－２

０、Ｂ－５８、Ｂ－５９及びＳ－１３地点）「の下層のＡｖｆ－ｃ２層のせ

ん断強さ（せん断強度）を設定していることは、合理性があり、また、①地

層区分と、②各地層に設定した、せん断強さ（せん断強度）を含む土質定数

（地盤物性値）は、告示第１３条に適合する適正なものであると認めること

ができる」（甲第１号証２５ページ）とされていることに対し、「Ａｖｆ－ｃ

２層各地点の深さと地盤強度の関係がばらばらなこと、地層区分については

あいまいな点が残り、同じＡｖｆ－ｃ２層に分類されているから同じ地盤特

性であると単純にはいえないことなどから、Ｂ－２７地点の力学的試験を行

い、Ａｖｆ－ｃ２層のせん断強度を含む土質定数を適正に設定する必要があ

ること。また、土質定数が適正に設定されていないため、同地点周辺の性状

等を適切に考慮しているといえず、告示第１３条に適合しているとは認めら

れず、災害防止に十分配慮した検討が実施されていないとの指摘に誤りはな

い。」と主張する（本件審査申出書第３章第１節第２の１(2)ウ８６ページ）。 

しかし、「Ａｖｆ－ｃ２層各地点の深さと地盤強度の関係がばらばらなこ

と」との主張は、上記のとおり、有効応力の原理の理解を欠いた甲第５３

号証に基づく主張であって、そもそも前提を誤るものであり、また、「地層
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区分についてはあいまいな点が残」るとの主張や、「同地点周辺の性状等を

適切に考慮しているといえず、告示第１３条に適合しているとは認められ」

ないとの主張についても、上記のとおり理由がないから、審査申出人の主

張は理由がない。 

(5) また、審査申出人は、本件指示（甲第１号証）において、「沖縄県知事は、

Ｂ－２７地点は、港湾法施行規則（昭和２６年運輸省令第９８号）におい

て規定されている、公共の安全その他の公益上の影響が著しいと認められ

る外郭施設（外周護岸）の設置場所となっており、さらに、飛行場として

運用上重要な滑走路の延長線上に位置していると指摘したり、地盤の安定

性能照査における円弧の大きさ（地盤の滑りが生じた場合における危険性

の大きさ）を指摘したりしているが、沖縄県知事が指摘する、Ｃ－１－１

－１工区がＢ－２７の調査地点付近であることや、Ｂ－２７の調査地点付

近が滑走路の延長線上に位置していること、地盤の安定性能照査における

円弧の大きさは、①地層区分と、②各地層に設定した、せん断強さ（せん

断強度）を含む土質定数（地盤物性値）が告示第１３条に適合する適正な

ものであるという上記の認定や、（改良）地盤の安定性能照査が適切に行わ

れているという下記⑷オ(ｳ)」（甲第１号証３１ページ）「及び⑸エ」（甲第

１号証３４ページ）「の認定を左右しない。」（甲第１号証２５ページ）とさ

れていることに対し、「繰り返しになるが、上記イ(ｲ)のとおり、地層区分

についてはあいまいな点が残り、Ｂ－２７地点の力学的試験が行われず

に、Ａｖｆ－ｃ２層のせん断強度を含む土質定数を設定していることか

ら、土質定数が適正に設定されていないため、同地点周辺の性状等を適切

に考慮しているといえず、告示第１３条に適合しているとは認められず、

災害防止に十分配慮した検討が実施されていないこと、また、土質定数を

適正に設定した上で、下記(4)アのとおり安定照査を適切に行う必要があ

ることから、国土交通大臣の認定には、誤りがあるのであり、円弧の大き
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さについては、不適切な土質定数のまま工事を進めた場合に起こり得るこ

とを指摘したものである。」と、土質定数の設定が適切ではないなどと主張

する（本件審査申出書第３章第１節第２の１(2)ウ８７及び８８ページ）

が、上記のとおり、土質定数の設定は技術基準・同解説に適合した方法で

行われているのであり、これらの主張には理由がない。 

(6)ア また、審査申出人は、鑑定書（甲第８号証）に関し、本件指示（甲第

１号証）において、「鑑定書においては、当該地盤は、非排水せん断強度

が深さ方向に直線的に増加し強度の主要な支配要因が土の自重であると

いう特性を持つこと、護岸の安定問題は平均値問題に属すること、空港

建設に係る地盤の水平方向の相関性に関する過去の知見と矛盾していな

いこと、費用対効果が低いこと、安定性能照査の過程で、設計地盤図及

び各層の力学諸係数の設定過程等に複数の安全側の配慮が存在するこ

と、動態観測施工を実施する計画であることの６項目を総合的に勘案し

て、追加的にＢ－２７地点での地盤調査を実施して力学試験結果の情報

を得なくても、現行の設計システムとしてＣ護岸の安定性能照査が適切

に行えるとされている。」（甲第１号証２５ページ）とされていることに

対し、「しかし、沖縄県も『地盤強度の主要な支配要因が土の自重である

という特性を持つこと』とする見解については同様に理解している。」（本

件審査申出書第３章第１節第２の１(2)ウ８８ページ）としながら、Ｂ－

２７地点の調査が必要であると主張する。 

しかし、Ａｖｆ－ｃ２層の地盤強度の主要な支配要因が土の自重であ

るという特性を持つことを理解しているのであれば、力学試験を行った

Ｓ－３、Ｓ－２０及びＢ－５８地点のＡｖｆ－ｃ２層（土の自重が地盤

強度の主要な支配要因である）のせん断強さの導出値から、Ｂ－２７地

点を含むＡｖｆ－ｃ２層全体（土の自重が地盤強度の主要な支配要因で

ある）のせん断強さ（せん断強度）を推定することには合理性があるこ
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とになるはずであるが、それにもかかわらず、審査申出人は、Ｂ－２７

地点の力学試験が必要であると主張している。 

この審査申出人の主張の論拠は、「沖縄県も『地盤強度が土の自重によ

って支配されている』とする見解については同様に理解しており、沖縄

県が聴取した専門家からの技術的助言でも、Ａｖｆ－ｃ層については、

その深さ～地盤強度の関係は、各地点（Ｂ－５８、Ｓ－２０、Ｓ－３及

びＳ－２地点）別に見てもほぼ同じであり、決定係数Ｒ２は０．７８～０．

９０と高い相関性を示していることが確認できる。一方、Ａｖｆ－ｃ２

層では、各地点の試料数が少ない上、各地点（Ｂ－５８、Ｓ－２０及び

Ｓ－３地点）別に見るとばらばらであり、３地点全体の近似曲線でも決

定係数Ｒ２は０．１７（甲５３号証１、５頁）と低くなっていることから、

沖縄県知事の指摘に誤りはない。」（本件審査申出書第３章第１節第２の

１（２）イ８３ページ）とあるとおり、甲第５３号証の記載に依拠する

ものである。 

しかし、上記のとおり、調査地点ごとに数値（導出値）を評価していく

甲第５３号証の手法は、技術基準・同解説に基づかない独自のものであ

るから、甲第５３号証の記載に依拠する審査申出人の主張は合理的な理

由がない。 

   イ また、審査申出人は、「鑑定書は、『また、鑑定人は、処分庁の主張に

対して、〈これらの主張に対して鑑定人の判断は３．５で詳細に述べた通

りである。〉、〈以上、前述した６項目の理由に基づく鑑定者の判断は、不

承認通知書および弁明書の主張とは異なるものである。〉（甲８号証ｐ１

１）として、処分庁の主張とは異なる見解であることを示しているもの

の、処分庁の主張が誤っているとの認識や具体的な根拠は何も示されて

いない。本来、本件審査請求の審理手続においては、処分庁が行った判

断に裁量権の逸脱・濫用があったのかが審査されるべきものであるが、
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本件Ｂ－２７地点の力学的試験の必要性について、処分庁の行った判断

に対する鑑定人の考え方は示されていないものである。』」（本件審査申

出書第３章第１節第２の１(2)ウ８８及び８９ページ）と主張する。 

しかし、鑑定人は、Ｂ－２７地点の力学試験が必要であるとの審査申

出人の主張に対し、「追加的にＢ－２７地点での地盤調査を実施して力学

的試験結果の情報を得なくても、現行の設計システムとしてＣ護岸の安

定性能照査が適切にできる」（甲第８号証７ページ）と判断し、また、そ

の根拠を鑑定書の７ないし１０ページにわたって詳細に述べている。 

したがって、「処分庁の行った判断に対する鑑定人の考え方は示されて

いない」との審査申出人の主張は誤りである。 

  ウ また、審査申出人は、Ａｖｆ－ｃ層とＡｖｆ－ｃ２層の区分について

あいまいな点が残るとの主張や、「Ｂ－５８地点のＴ－３１、Ｔ－３４、

Ｔ－３６の土質調査データの取り扱いにおいて、Ｔ－３４、Ｔ－３６ に

ついてはＡｖｆ－ｃ２層に分類することも可能であり、その場合、Ａｖ

ｆ－ｃ２層のせん断強さは、危険側になるのであるから、Ａｖｆ－ｃ層

とＡｖｆ－ｃ２層の地層区分がより安全側の設計条件となっているとは

いえない。」との主張に対する鑑定人の意見が鑑定書に示されていないと

主張する（本件審査申出書第３章第１節第２の１(2)ウ８９及び９０ペー

ジ）。 

しかし、鑑定書では、「地質区分は、あくまでも『総合的』に判断さ

れたものであって、あいまいな点がどうしても残り、同じＡｖｆ－ｃ

２層に分類されているから同じ地盤特性であると単純に言い切れない

のである。」（甲第６７号証３５ページ）などと審査申出人が主張した

令和４年１月６日付け弁明書についても、「鑑定書の作成に当たり主に

検討した資料」（甲第８号証２枚目）とされており、その上で、「第１回

技術検討会資料では、Ａｖｆ－ｃ層とＡｖｆ－ｃ２層の層区分を認め、
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その層境界を図２．２－１４（第１回検討会資料ｐ．２９）とした。そ

のうえで、全ての地盤調査結果を３次元表示（図２．２－１３検討会 

資料ｐ．２８）することを通じて、各層の空間的分布（図２．２－１６，

第１回検討会資料ｐ．３１）を把握し、当該地盤の地層構成をより詳細

に反映した設計地盤図作成の情報が整理されたと評価できる。この手

順に問題はない。」（甲第８号証６ページ）として、Ａｖｆ－ｃ層とＡ

ｖｆ－ｃ２層の区分に問題がないことを述べている。 

したがって、地層区分に関する審査申出人の主張に対する鑑定人の

意見が示されていないとの上記主張は理由がない。 

(7) 以上より、Ｂ－２７地点の力学調査を行わずになされた土質定数の設定

が適正ではなく、Ｂ－２７地点の力学調査を行う必要があるなどとする審査

申出人の主張はいずれも理由がなく、本件変更承認申請において、①設計に

用いた地層区分と、②その地層区分に基づいて各地層に設定した、せん断強

さ（せん断強度）を含む土質定数（地盤物性値）は、告示第１３条及び技術

基準・同解説に基づく適正なものであり、Ｂ－２７地点の力学試験等を行う

必要がないことは明らかである。 

３ 調整係数ｍの設定に合理性が認められないという審査申出人の主張は理由が

ないこと 

(1)ア 審査申出人は、Ｃ－１－１－１工区について、本件指示（甲第１号証）

において、「施工時の安定計算に用いる部分係数及び調整係数は、技術基

準・同解説７４９頁（請１０２、処３）を参考とし、施工中に地盤の変位

及び応力を観測する計測施工を行うことを前提として、γＳ＝１．００、

γＲ＝１．００、ｍ＝１．１０と設定した。（請３０資料２の２５頁、請３

１資料６６頁）」「調整係数ｍ＝１．１０と設定することは、合理性がある

と認められる。」（甲第１号証２８及び２９ページ）とされていることに対

し、「審査請求人が準拠している上記の港湾基準解説７４９頁（甲４４号
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証）は、『従来の安全率法による設計は～中略～安全率に相当するｍにつ

いて、永続状態に対しては１．３０以上、同一の地盤における実績等から

照査に用いる定数の信頼性が高いと考えられる場合や、施工中に地盤の変

位及び応力を観測する計測施工を実施する場合には、１．１０以上の値を

用いることができるとしていた。これに倣って、～中略～調整係数ｍを従

来の安全率相当の値に設定して安定性を照査することができる。』と記述

している。あくまでも『１．１０以上』であり、『１．１０』ではない。」

と主張する（本件審査申出書第３章第１節第２の１(3)ア９１及び９２ペ

ージ）。その上で、審査申出人は、「該当部分の記述について、同文献が引

用している（甲５１号証：港湾基準解説７４９頁乃至７５４頁）論文は、

土田孝・湯恰新『港湾構造物の円弧すべり解析における最適な安全率』港

湾技術研究所報告３５巻１号１１７頁（甲５２号証：以下『土田・湯論文』

という。）であるが、同論文では、計測施工を行う場合に、自動的に安全率

（現在の調整係数に相当）を１．１０としてはいない。同論文では、観測

施行・対応可の場合、『地盤が均一で地盤定数の信頼度が高い場合（Ｖ＝

０．１程度）は１．１０、地盤が不均一あるいは地盤定数の信頼度が低い

場合（Ｖ＝０．１５程度）は１．１５、地盤が非常に不均一で地盤定数の

信頼度が低い場合（Ｖ＝０．２０程度）は１．２０とするのが適切として

いる（同論文１３６頁）。』（甲６７号証 弁明書３９－４０頁）ことから、

本件是正の指示は理由がない。」（本件審査申出書第３章第１節第２の１

(3)ア９２ページ）として、技術基準・同解説は、施工中の安定計算に用い

る調整係数（「過去の経験に基づく方法」（過去の適用事例が多く、十分に

実績のある手法）によって規定される安全性の水準と同等の構造断面にな

るように調整するための係数（乙第７６号証２５ページ、２８ページ）で

あり、上記式（２．２．２）においても、式の中に「ｍ」として示されて

いる。上記式（２．２．２）において、左辺に１よりも大きい調整係数の
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値を乗じることにより、左辺全体の作用耐力比の値が大きくなり、基準と

なる右辺の「１」の値を超えやすくなるので、１よりも大きい調整係数を

乗じることは、安全性を担保する設計を行っていることを意味する。）に

ついて、地盤の変位及び応力を観測する計測施工を行うことを前提とした

場合であっても、１．１０以上の値の中で、適切な値を設定する必要があ

るとしていると主張する。 

  イ しかし、審査申出人は、「あくまでも『１．１０以上』であり、『１．１

０』ではない。」と主張するものの、本件指示（甲第１号証）のとおり、該

当部分の技術基準・同解説の記載（「なお、従来の安全率法による設計は

γＳ＝１．００、γＲ＝１．００と設定することに相当し、安全率に相当す

るｍについて、永続状態に対しては１．３０以上、同一の地盤における実

績等から照査に用いる定数の信頼性が高いと考えられる場合や、施工中に

地盤の変位及び応力を観測する計測施工を実施する場合には、１．１０以

上の値を用いることができるとしていた１）。これに倣って、部分係数γＳ

とγＲが設定されていない場合には、従来法に準じてγＳ＝１．００、γＲ

＝１．００と設定し、調整係数ｍを従来の安全率相当の値に設定して安定

性を照査することができる。」（甲第４４号証７４９ページ））によれば、

施工中の安定計算に用いる調整係数について、地盤の変位及び応力を観測

する計測施工を行うことを前提とした場合には、γＳ＝１．００、γＲ＝１．

００と設定すれば、調整係数を１．１０以上のいずれの値に設定しても、

技術基準・同解説に適合するものとされることは文言上明らかである（甲

第１号証２９及び３０ページ）。 

  ウ これに対し、審査申出人は、上記のとおり、引用されている甲第５２号

証の論文（土田孝・湯恰新「港湾構造物の円弧すべり解析における最適な

安全率」港湾技術研究所報告３５巻１号１１７頁（以下「土田・湯論文」

という。）では、計測施工を行う場合に、自動的に安全率（現在の調整係数
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に相当）を１．１０としてはいないとし、技術基準・同解説は、施工中の

安定計算に用いる調整係数について、地盤の変位及び応力を観測する計測

施工を行うことを前提とした場合であっても、１．１０以上の値の中で、

不確定性に応じた適切な値を取らなければならず、１．１０以上の値をと

っても、技術基準・同解説に適合しない場合があるとしていると主張する。      

しかし、技術基準・同解説は、計測施工を行う場合の調整係数について、

土田・湯論文を参考文献として掲げた上で、飽くまでも結論としては、γ

Ｓ＝１．００、γＲ＝１．００と設定すれば調整係数を１．１０以上のいず

れの値に設定してもよいとしていることからすれば、技術基準･同解説が、

土田・湯論文に記載されているとおり、設定する調整係数を不確定性に応

じて変更しなければならないとの見解を採用しているものでないことは

明らかであり、審査申出人の主張は理由がない。 

このように、技術基準・同解説が、計測施工を行う場合の調整係数につ

いて、土田・湯論文を参考文献として掲げているにすぎず、土田・湯論文

に記載されているとおり、設定する調整係数を不確定性に応じて変更しな

ければならないとしていないことは、本件指示（甲第１号証）のとおり、

技術基準・同解説の上記記載は、土田・湯論文の内容そのものではなく、

相違があることからも明らかである。すなわち、「上記の記載のうち、『照

査に用いる定数の信頼性が高いと考えられる場合や、施工中に地盤の変位

及び応力を観測する計測施工を実施する場合』という部分については、同

論文（処１１）によるとすれば、『地盤が均一で地盤定数の信頼度が高い

場合（Ｖ＝０．１程度）』かつ『観測施工・対応可（ｎ＜０．５）』（ｎは

当初の建設費に対する破壊時の費用の比として定義される被害額率であ

る。）の場合（処１１の１３６頁）という、より限定的な場合に、従来の

安全率相当の値として、調整係数ｍ＝１．１０に設定することができるこ

ととなるはずである上、同論文（処１１）自体において、要旨（処１１の
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１１７頁）及び結論（処１１の１４４頁）としては、上記の『観測施工・

対応可（ｎ＜０．５）』の場合に言及されていない。これらに加え、技術

基準・同解説の上記の記載の『〈同一の地盤における実績等から〉照査に

用いる定数の信頼性が高いと考えられる場合』という部分については、同

論文（処１１）の内容にはみられないこと、同論文（処１１）は主として

港湾構造物の完成時に用いる円弧すべり解析の安全率について検討した

ものであり、施工時の円弧すべり計算（解析）に用いる安全率（安全率に

相当する調整係数）についても直ちに適用されるか必ずしも明らかでない

こと（処１１の１２３頁、１２４頁、鑑定書）」（甲第１号証３０ページ、

甲第８号証１７ページ、甲第５２号証１１７ページ、１２３ページ、１２

４ページ、１３６及び１４４ページ）などから、技術基準・同解説の上記

記載は、土田・湯論文の内容そのものではなく、相違があることは明らか

である。 

したがって、技術基準・同解説は、計測施工を行う場合の調整係数につ

いて、土田・湯論文を参考文献として掲げつつ、土田・湯論文に記載され

ているように、設定する調整係数を不確定性に応じて変更しなければなら

ないとの見解を採用していないことは明らかであり、審査申出人の上記主

張は失当である。 

(2) 次に、審査申出人は、本件指示（甲第１号証）において、「最低でもｍ＝

１．１５としなければ適切とはいえないという沖縄県知事の指摘は理由が

ない。」（甲第１号証３０ページ）とされていることに対し、「処分庁は本

件変更不承認処分の理由を、審査請求人が『Ｂ－２７地点の地盤条件を適切

に設定しておらず、地盤の均一性や地盤定数の信頼性等の区分についても

合理的な説明がないため、どのように不確定性を考慮したか不明であり、告

示第３条への適合について判断できない。』（証拠７５：不承認通知書１１頁

ないし１２頁）としているのであり、要するに、施工時の調整係数ｍを一律
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に下限値１．１０とすることが妥当ではないと指摘するものである。その上

で、弁明書や意見書における『〈Ｂ－２７地点があるＣ－１－１－１工区の

調整係数を最低でも１．１５〉とは、港湾基準解説の引用元とされている乙

１１の土田・湯論文から処分庁の見解を述べたものにすぎ』（意見書（２）、

１４頁）（乙１１は甲５２号証、証拠７５は甲５５号証）ないことから、是

正指示には理由がない。」（本件審査申出書第３章第１節第２の１(3)イ９４

及び９５ページ）と主張する。 

       しかし、上記のとおり、技術基準・同解説は、施工中の安定計算に用いる

調整係数について、地盤の変位及び応力を観測する計測施工を行うことを前

提とした場合には、１．１０以上のいずれの値を採用しても、技術基準・同

解説に適合するものとしていることは明らかであるから、施工時の調整係数

を一律に下限値１．１０とすることが妥当ではなく、Ｂ－２７地点があるＣ

－１－１－１工区の調整係数を最低でも１．１５とする必要があるとの審査

申出人の上記主張は理由がない。 

   付言すると、審査申出人は、どのように不確定性を考慮したか不明である

と主張するが、本件指示で述べたとおり、本件変更承認申請においては、Ｃ

－１－１－１工区の安定性能照査に際し、以下のとおり不確定性が考慮され

ており、告示第３条に適合することは明らかである（甲第１号証３２ないし

３４ページ）。 

すなわち、「まず、上記⑷ウ(ｳ)」（甲第１号証２７及び２８ページ）「のと

おり、検討断面の位置を設定するに当たり、Ｂ－２７の調査地点付近に関し

ては、Ｃ－１－１－１工区として区分し、検討断面の位置として粘性土及び

中間土が堆積する最深箇所を設定し、さらに、この最深箇所を検討に反映さ

せて安全側の設計とするため、検討断面の方向を、護岸法線直角方向そのも

のとしないで、Ｂ－２７の調査地点からＳ－３の調査地点までの断面の谷地

形が護岸法線直角方向に埋立地背後に続くものと仮定し、検討断面を設定し
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ている。 

加えて、上記⑷オ(ｱ)」（甲第１号証２８及び２９ページ）「のとおり、標

準断面の決定におけるＣ－１護岸からＣ－３護岸まで及び護岸（係船機能付）

の（改良）地盤の安定性能照査に当たり、施工時の安定計算に用いる部分係

数及び調整係数はいずれも適切に設定されており、また、完成時の安定計算

に用いる部分係数及び調整係数も技術基準・同解説７４９頁（請１０２、処

３）、１０６９頁及び１０７０頁（請１０１、処３）に準じ、又は準拠し、

いずれも適切に設定されており（請３０資料２の２５頁、請３１資料６６頁）、

安定性能照査は告示第３条第１項及び第３３条並びに告示第４３条第１項

において準用する告示第３９条において準用する告示第４９条第１号に適

合していると認められる。 

そして、上記⑷オ(ｱ)」（甲第１号証２８及び２９ページ）「のとおり、標

準断面の決定におけるＣ－１護岸からＣ－３護岸まで及び護岸（係船機能付）

の（改良）地盤の安定性能照査に当たって行われた技術基準・同解説１０６

９頁式（２．２．２）（請１０１、処３）による円弧すべり計算（修正フェ

レニウス法）においては、一般に、過去の基準類における安全性水準を参考

として設定した係数である部分係数又は調整係数により不確定性が考慮さ

れている（請１０１（処３）１０７０頁、請１３４）。なお、上記⑷オ(ｱ)」

（甲第１号証２８及び２９ページ）「のとおり、施工時の安定計算に用いる

部分係数及び調整係数は、施工中に計測施工を行うことを前提として、γＳ

＝１．００、γＲ＝１．００、ｍ＝１．１０と設定されているところ、これ

は従来の安全率法による設計に準じた設定となっている（請１０２、１３４、

処３の７４９頁）。 

また、技術基準・同解説１０６９頁式（２．２．２）（請１０１、処３）

においては、土質定数が式の構成要素とされているところ、上記⑶イ(ｲ)ｄ」

（甲第１号証１８及び１９ページ）「のとおり、地層区分に基づいて各地層
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に設定した土質定数（地盤物性値）については、ばらつきを考慮して補正さ

れ、安全側に設定されており、これによって不確定性が考慮されている。例

えば、せん断強さ（せん断強度）については、地盤物性値の特性値の導出値

のばらつきに関する補正及びデータ数に関する補正を行っており（請２９資

料３の３６頁、請９４、９５、１２８）、未改良部分が残る粘性土層である

Ａｖｆ－ｃ２層に関しては、非排水せん断強さ（せん断強度）について、そ

の変動係数ＣＶ＝０．１８（請２９資料３の４０頁表２．２－１５）に対応

してｂ１＝０．９０と設定し（請２９資料３の３６頁表２．２－１１、請９

５表－２．１．１）、強度増加率について、その変動係数ＣＶ＝０．１３（請

２９資料３の４２頁図２．２－２７）に対応してｂ１＝０．９５と設定する

（請２９資料３の３６頁表２．２－１１、請９５表－２．１．１）など、安

全側に設定されている。 

さらに、地盤の安定性能照査における完成時の安定計算において、未改良

の粘性土層のみを円弧が通過する場合には、通過する粘性土層のうち、非排

水せん断強さ（せん断強度）の変動係数（ＣＶ）が最も大きな粘性土層を代

表層として、その粘性土層の変動係数（ＣＶ）に応じた部分係数及び調整係

数を適用しており、Ｃ－１－１－１工区について、未改良の粘性土層のみを

円弧が通過する場合に用いる部分係数及び調整係数は、通過する粘性土層の

うち、非排水せん断強さ（せん断強度）の変動係数（ＣＶ）が最も大きな粘

性土層であるＡｖｆ－ｃ２層を代表層として、その変動係数（ＣＶ）＝０．

１８（請２９資料３の４０頁表２．２－１５）に対応してγＲ＝０．８０、

γＳ＝１．０２（従来の安全率法による設計は、γＲ＝１．０、γＳ＝１．０

と設定することに相当する（請１０２、１３４、処３の７４９頁）ため、安

全率換算でＦｓａ＝１．２７５（＝１．０２／０．８０）相当）と安全側に

設定されている（請３０資料２の２５頁、２９頁、１５２頁、請３１資料６

６頁、６７頁、１９７頁、請３４資料１頁、請６２別紙１５頁、請１０１（処
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３）１０７０頁表－２．２．１）。 

加えて、外周護岸（Ｃ－１護岸からＣ－３護岸まで、護岸（係船機能付）

及びＡ護岸）の施工時には、①仮設工を含む構造物の施工中の安全性の確認、

②施工前に見込んでいた構造物の沈下量、変位量等の検証と設計及び施工へ

のフィードバック並びに③構造物の完成後の将来の沈下量、変位量等の予測

と維持管理計画への反映を目的として、観測項目を変位（地表面沈下、層別

沈下及び水平変位）、応力等とする動態観測を実施することとされている（請

３２資料２頁）。」のであって、検討断面の設定、部分係数・調整係数の設

定、土質定数における補正、完成時の安定計算における変動係数の最も大き

なＡｖｆ－ｃ２層を代表層とした部分係数・調整係数の設定及び動態観測の

実施によって不確定性が考慮されている（甲第１号証３２ないし３４ページ、

乙第５１号証資料２の９ページ、２５ページ、２９ページ、１５２ページ、

乙第４５号証資料６６ページ、６７ページ、１９７ページ、乙第４０号証資

料２ページ、乙第７４号証資料１ページ、議事録９ページ、１０ページ、甲

第４３号証、甲第４４号証、乙第５７号証、乙第５６号証、乙第７７号証、

乙第７８号証、甲第１８号証資料３の３６ページ、４０ページ、４２ページ、

乙第６１号証別紙１５ページ、甲第８号証）。 

(3) また、審査申出人は、施工時の調整係数を一律に下限値１．１０とするこ

とが妥当ではないことの理由として、「関西国際空港及び東京国際空港Ｄ滑

走路建設工事の事例については、計測施工をしているからといって、一律に

下限値１．１０とするのではなく、地盤条件等によって、安全率（現在の調

整係数に相当）を設定している（甲５１号証の１７６４頁、甲５４号証：Ｄ

滑走路埋立部の設計～高盛土海上空港の埋立・断面について～の６頁）。当

該事例からも地盤条件等によって調整係数を設定することが妥当である例

として示したものである。」（本件審査申出書第３章第１節第２の１(3)イ９

５及び９６ページ）と主張する。 
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しかし、甲第５１号証及び甲第５４号証における、施工時の安全率が「１．

１≦Ｆｓ＜１．３」との記載は、計測施工を実施するとした安全率の範囲を

示しているにすぎず、審査申出人の上記主張は理由がない。 

(4) また、審査申出人は、本件指示（甲第１号証）において、Ｃ－１－１－１

工区の改良地盤の安定性能照査は適切に行われていて、施工時において最

も作用耐力比が大きくなる照査結果は、作用耐力比が１を下回っており、ま

た、同様に、Ｃ－１護岸のＣ－１－１－１以外の工区（Ｃ－１－１－２工区

及びＣ－１－２－１工区）、Ｃ－２護岸、Ｃ－３護岸及び護岸（係船機能付）

について行われた（改良）地盤の安定性能照査の結果も、いずれも作用耐力

比が１を下回っているとされていること（甲第１号証３１ページ、乙第５１

号証資料２の１５２ないし１６２ページ、乙第４５号証資料６７ページ、１

９７ないし２０４ページ）に対し、「Ａｖｆ－ｃ２層各地点の深さと地盤強

度の関係がばらばらなこと、地層区分についてはあいまいな点が残り、同じ

Ａｖｆ－ｃ２層に分類されているから同じ地盤特性であると単純にはいえ

ないことなどから、Ｂ－２７地点の力学的試験を行い、Ａｖｆ－ｃ２層のせ

ん断強度を含む土質定数を適正に設定する必要があり、土質定数を適正に

設定した場合に作用耐力比が１．０以上となる可能性があることから、是正

の指示には理由がない。」（本件審査申出書第３章第１節第２の１(3)ウ９６

及び９７ページ）と主張する。 

   しかし、上記２のとおり、①設計に用いた地層区分と、②その地層区分に

基づいて各地層に設定した、せん断強さ（せん断強度）を含む土質定数（地

盤物性値）は、告示第１３条及び技術基準・同解説に基づく適正なものであ

るから、土質定数を適正に設定した場合に作用耐力比が１以上となる可能性

があるとする審査申出人の主張は理由がない。 

(5) また、審査申出人は、本件指示（甲第１号証）において、「以上のとおり、

本件変更承認申請においては、標準断面の決定におけるＣ－１護岸からＣ－
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３護岸まで及び護岸（係船機能付）についての（改良）地盤の安定性能照査

に当たり、計測施工を行うことを前提として、γＳ＝１．００、γＲ＝１．０

０、ｍ＝１．１０と設定したことは、合理性があり、告示第３条にも適合し、

適正であると認められるから、沖縄県知事の上記ア」（甲第１号証２６ペー

ジ）「の指摘は理由がない。」（甲第１号証３１ページ）とされていることに

対し、「『Ｂ－２７地点の地盤条件を適切に設定しておらず、地盤の均一性や

地盤定数の信頼性等の区分についても合理的な説明がないため、どのように

不確定性を考慮したか不明であり、告示第３条への適合について判断できな

い。なお、Ｂ－２７地点で力学的試験等を実施した場合のせん断強さの値は

変わる可能性があり、それに伴い、完成時の作用耐力比の値も変わる可能性

がある。』ものである（不承認理由 4(4)ウ h）。」（本件審査申出書第３章第１

節第２の１(3)ウ９７ページ）と不承認理由を引用して反論する。 

       しかし、上記のとおり、①設計に用いた地層区分と、②その地層区分に

基づいて各地層に設定した、せん断強さ（せん断強度）を含む土質定数（地

盤物性値）は、告示第１３条及び技術基準・同解説に基づく適正なもので

あるから、「Ｂ－２７地点の地盤条件を適切に設定しておらず、地盤の均一

性や地盤定数の信頼性等の区分についても合理的な説明がない」との上記

主張や、「Ｂ－２７地点で力学的試験等を実施した場合のせん断強さの値

は変わる可能性があ」るとの上記主張に理由はなく、また、本件変更承認

申請では、告示第３条の内容を解説した技術基準・同解説に基づいて、標

準断面の決定におけるＣ－１護岸からＣ－３護岸まで及び護岸（係船機能

付）についての（改良）地盤の安定性能照査を行い、安定性能照査の結果

は、いずれも１を下回っているのであるから、告示第３条に適合すること

も明らかであって、同条に適合するか判断できないとする上記主張も理由

がない。 

４ Ｃ－１－１－１工区のＢ－２７地点について力学試験等を実施した場合にせ
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ん断強さの値は変わる可能性があり、それに伴い、作用耐力比の値も変わり、

１．０を超える可能性があるという審査申出人の主張は理由がないこと 

(1) 審査申出人は、Ｃ－１－１－１工区のＢ－２７地点について力学試験を実

施する必要がある理由として、「Ａｖｆ－ｃ層とＡｖｆ－ｃ２層の地層区分

の設定について、総合的な判断が適切かつ合理的なものであるとはいえず、

Ｂ－２７地点の力学的試験を行わずにＡｖｆ－ｃ２層の土質定数を設定す

ることは告示第１３条の規定に適合しているとは認められない。」（本件審査

申出書第３章第１節第２の１(4)ア９８ページ）と主張するが、上記のとお

り、①設計に用いた地層区分と、②その地層区分に基づいて各地層に設定し

た、せん断強さ（せん断強度）を含む土質定数（地盤物性値）は、告示第１

３条及び技術基準・同解説に基づく適正なものであるから、審査申出人の上

記主張は理由がない。 

(2) 次に、審査申出人は、本件指示（甲第１号証）において、Ｃ－１－１－１

工区の「施工時の安定計算に用いる部分係数及び調整係数はいずれも適切に

設定されて」（甲第１号証３２ページ）いるとされていることに対し、「処分

庁は施工時の調整係数ｍを一律に下限値１．１０とするのではなく、地盤条

件等の不確実性を踏まえて設定することを求めたものであって、本件是正指

示理由は誤りである。」（本件審査申出書第３章第１節第２の１(4)イ９９ペ

ージ）と主張する。 

      しかし、上記３のとおり、技術基準・同解説は、施工中の安定計算に用い

る調整係数について、地盤の変位及び応力を観測する計測施工を行うことを

前提とした場合には、１．１０以上のいずれの値を採用しても、技術基準・

同解説に適合するものとしていることは明らかであり、本件変更承認申請に

おいて、Ｃ－１－１－１工区の施工中の安定計算に用いる調整係数について、

計測施工を行うことを前提に、γＳ＝１．００、γＲ＝１．００と設定した上

で、１．１０としたことは、技術基準・同解説に適合するもので、したがっ
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て、告示第３条に適合することも明らかであるから、審査申出人の上記主張

は理由がない。 

(3) また、審査申出人は、「以上のとおり、Ａｖｆ－ｃ層とＡｖｆ－ｃ２ 層

の地層区分の設定について、沖縄防衛局は、ボーリング調査により採取した

試料の目視観察、物理的特性、力学的特性等で総合的に判断したとしている

が、地層境界ではそれぞれの項目においてＡｖｆ－ｃ層とされているものの

Ａｖｆ－ｃ２層の特徴をもつ部分、またその逆の部分もあるなどあいまいさ

があり、Ａｖｆ－ｃ２層の深さ～地盤強度の関係は、各地点の試料数が少な

い上、各地点（Ｂ－５８、Ｓ－２０及びＳ－３地点）別に見るとばらばらで

あることなどから、Ｂ－２７地点の力学試験を行ったうえでＡｖｆ－ｃ２層

の土質定数を設定する必要があり、その新たな土質定数等を踏まえてＣ－１

－１－１工区についての改良地盤の安定性能照査を行う必要があり、是正の

指示は理由がない。」（本件審査申出書第３章第１節第２の１(4)ウ９９ペー

ジ）と、再度、Ａｖｆ－ｃ層とＡｖｆ－ｃ２層の地層区分があいまいである

ことなどを理由にＢ－２７地点の力学試験を行う必要があることを主張す

るが、上記２のとおり、①設計に用いた地層区分と、②その地層区分に基づ

いて各地層に設定した、せん断強さ（せん断強度）を含む土質定数（地盤物

性値）は、告示第１３条及び技術基準・同解説に基づく適正なものであるか

ら、上記主張は理由がない。 

 

第６ 「環境保全…ニ付十分配慮セラレタルモノナルコト」の要件についての審査

申出人の主張は理由がなく、本件変更承認申請が「環境保全…ニ付十分配慮セ

ラレタルモノナルコト」の要件に適合すると認められること 

１ ジュゴンに及ぼす影響について適切な予測及び評価が行われていないとい

う審査申出人の主張は理由がないこと 

(1) 地域特性の変化について適切な情報収集が行われていないとの審査申出人
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の主張は理由がないこと 

ア ジュゴンの個体Ａの行動変化に工事による影響が否定されず、工事によ

る影響をより慎重に検討して環境保全措置を採るべきとの主張に理由がな

いこと 

(ｱ) 審査申出人は、ジュゴンの個体Ａが平成３０年９月に確認された以

降、確認されなくなったことについて、粕谷俊雄氏（以下「粕谷氏」と

いう。）による「本個体は、工事が進むにつれて日中の生活範囲を次第

に東方に、また、沖合方に移動し、ついには東方に３．５ｋｍ、陸側は

礁縁から２ｋｍ離れ、沖側の限界は礁縁から５ｋｍ沖にまで移動したあ

げく、２０１８年９月を最後に嘉陽沖から姿を消し、行方不明となりま

した。この個体Ａの行動については、工事の騒音を避けるために日中の

生活圏を騒音レベルの低い、東方・沖合に徐々に移しつつも、嘉陽地先

の餌場の利用に拘っていたが、ついに工事の騒音に耐えられず、別の生

活場所を求めて嘉陽沖を放棄したとする解釈も可能であります。より妥

当な別の説明が提出されない限り、このような解釈を否定すべきではな

いと考えます。」との指摘を引用し（甲第５８号証５ページ、６ページ）、

水中音が発生している時期には生息していたが水中音が発生していない

時期に行方不明になった、というだけで水中音とジュゴンの行動が無関

係と断ずることはできないとし、水中音調査は行われていない一方で、

濁度や海草藻場などに大きな変化がないとしていることからすると、調

査が行われていない水中音によるジュゴンへの何らかの影響があったこ

とについては否定できないとして、ジュゴンの地域個体群保全の必要性

と緊急性に照らし、予防原則の考え方に基づき、工事による影響が「否

定されない」のであれば、その影響をより慎重に検討して環境保全措置

を採るべきであると主張する（本件審査申出書１０１ないし１０３ペー

ジ）。 
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また、審査申出人は、「第９回環境監視等委員会資料３－１の３頁（甲

５９号証 第９回環境監視等委員会資料３－１）では、護岸工事２箇所、

運搬船１隻で予測を行っているところ、新聞報道によると、海上工事に

着手された平成２９年２月５日には、大型の掘削船ポセイドンの他、大

型コンクリートブロックを積んだ台船２隻とクレーン船を乗せた作業船

２隻も確認されており（甲６０号証）、大型ブロックは汚濁防止膜の設

置に必要なところ、護岸設置箇所より嘉陽海域に近く投入している。そ

の他、沖縄県が行った現場調査においても、平成３０年７月３１日には

少なくとも運搬船等６隻が確認されている（甲６１号証）ことから、予

測の設定条件にも疑義があり、評価基準を超える水中音が発生していた

可能性を否定できない。」、「当該隻数等に関する指摘は、本件願書に

添付された環境保全図書に示された工事工程や予測の前提となる稼働計

画等が変更されていることから、予測の設定条件以外の工事工程でも評

価基準を超える水中音が発生していた可能性を否定できない旨指摘した

もの」であるとし、濁度や海草藻場等定量的な調査が実施されている項

目については大きな変化が認められないとしている一方、水中音調査は

行われていないことから、調査が行われていないその時期までの水中音

による何らかの影響があったことや、粕谷氏が指摘するように、ジュゴ

ンが水中音などの影響で直ちに回避行動をとるというだけではなく工事

の進捗によって徐々に生息範囲が工事から遠ざかる方向に変化し、つい

には別の生活圏を求めて嘉陽沖から退避したという行動経過を推認する

ことが否定されるだけの十分な根拠は示されてないと主張する（本件審

査申出書１０３及び１０４ページ）。 

(ｲ) しかし、実際に行われた海上工事の作業実績を基に、ジュゴンに影響

を及ぼす可能性が考えられる水中音や振動を発する工事は、平成２９年

１１月から平成３０年８月までの期間がピークであったと推定すること
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ができる（乙第７９号証（甲第２４号証）２４ページ）ところ、この期

間には、嘉陽沖において、個体Ａが定期的に確認されている（乙第８０

号証資料４の６～１３ページ）。他方で、個体Ａが嘉陽周辺海域の海草

藻場を利用しなくなったと考えられる平成３０年１０月１８日から同年

１２月５日までの間に行われていた工事は、工事再開に伴う復旧作業（台

風影響による一部損傷等からの復旧）に限られており、護岸の造成等の

水中音や振動を発する工事は実施されていなかった（乙第７９号証（甲

第２４号証）１９ページ、２０ページ、２４～２９ページ）。したがっ

て、個体Ａが確認されなくなったことについて、水中音や振動を発する

工事の影響によるものとまで認めることはできない。 

審査申出人が言及する粕谷氏の上記指摘については、粕谷氏の著作で

ある甲第３１号証によると、個体Ａの日中の滞在範囲が、飛行場建設工

事の進捗に伴って東方に３．５ｋｍ、沖合方向（南）に２ｋｍ移動した

とし、その原因は建設工事に伴う騒音であったとみるのが妥当として、

「沖縄防衛局（２０２０ｇ）は辺野古への空港移設に関して、これまで

の工事に伴う周辺水域における水面下の騒音の音圧レベルを予測してい

る。それによれば、嘉陽周辺水域の予測値はつねに１００ｄＢｒｅ：１

μＰａを上回り、鯨類が騒音に反応して遊泳方向を変更するなどの反応

を見せる際の下限値８０ｄＢｒｅ：１μＰａ（Ｓｏｕｔｈａｌｌ ｅｔ 

ａｌ．２００７：Ｔａｂｌｅ１５、１７、１９）を超えているのである。

これまでの飛行場建設工事においては、ジュゴンに行動の変化をもたら

すにたる騒音が、個体Ａの日常生活範囲におよんでいたと見るべき」と

されている（４１５ページ）。このように、粕谷氏は、環境保全図書に

おける水中音の予測結果に係る騒音が、実施済みの工事に伴って発生し

たものであり、個体Ａの日常生活範囲に及んでいたことを前提としてい

る。しかし、本件願書及び本件変更承認申請書に添付された各環境保全
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図書における水中音の予測結果は、杭打ち工事の時期や埋立てに用いる

ガット船及び土運搬船の稼働隻数が比較的多い時期など、水中音の発生

レベルが大きくなると考えられる時期を予測時期に設定して水中音の予

測を行ったものであるところ、これまで、杭打ち工事の実施など、予測

時期において前提とした水中音の発生レベルが大きい工事の実施には至

っていない。したがって、粕谷氏の上記指摘には、その前提に誤認があ

り、合理的な根拠に基づくものとはいえず、同指摘に基づく審査申出人

の主張は理由がない。 

また、審査申出人は、新聞報道にあった平成２９年２月５日の掘削船

等の隻数（大型掘削船１隻、台船２隻、作業船２隻）や、沖縄県が行っ

た平成３０年７月３１日の現場調査による運搬船等の隻数（運搬船等６

隻）などをもとに、水中音の予測の設定条件にも疑義があり、評価基準

を超える水中音が発生していた可能性を否定できず、予測の設定条件以

外の工事工程でも評価基準を超える水中音が発生していた可能性を否定

できないと主張する。しかし、これらの時期には、嘉陽沖において、個

体Ａが定期的に確認されており（乙第８０号証資料４の６～１３ペー

ジ）、評価基準を超える水中音が発生していたことを疑わせる事情はな

く、それ以外にも、予測の設定条件以外の工事工程で評価基準を超える

水中音が発生していたことを疑わせる事情もみられないところであり、

「予測の設定条件にも疑義があり、評価基準を超える水中音が発生して

いた可能性を否定できない」とする審査申出人の主張は理由がない。さ

らに、審査申出人は、ジュゴンの地域個体群保全の必要性と緊急性に照

らし、予防原則の考え方に基づき、工事による影響が「否定されない」

のであれば、その影響をより慎重に検討して環境保全措置を採るべきで

あると主張する。しかし、上記のとおり、個体Ａが確認されなくなった

ことについて、水中音や振動を発する工事の影響によるものとまで認め
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ることはできない。そして、下記イ(ｲ)のとおり、本件埋立事業の実施が

ジュゴンに及ぼす影響については、本件願書に添付された環境保全図書

においても、当時、ジュゴンが国指定天然記念物で、既に環境省のレッ

ドリストにおいて絶滅危惧ⅠＡ類と評価されていたことが前提とされて

おり、そのことも踏まえて、航空機による生息状況調査をはじめとする

各種調査が実施されてきたものである。本件変更承認申請書に添付され

た環境保全図書において、本件埋立事業の実施がジュゴンに及ぼす影響

については、適切かつ合理的に調査が行われて情報が収集され、工事区

域において発生する騒音のうち、工事に伴う水中音がジュゴンに及ぼす

影響については、適切な予測及び評価が行われ、適切かつ合理的な内容

の環境保全措置が検討されていると認めることができる。本件願書に添

付された環境保全図書については、当時の沖縄県知事等の意見も踏まえ

て作成され、本件埋立承認の段階で採り得ると考えられる環境保全措置

及び対策が講じられており、環境保全に十分配慮した対策が採られてい

ると判断されているところ、同環境保全図書における環境保全措置の内

容を変更しなければならないような事情までは認められない。 

したがって、ジュゴンの個体Ａの行動変化に工事による影響が否定さ

れず、工事による影響をより慎重に検討して環境保全措置を採るべきと

の審査申出人の主張は理由がなく、ジュゴンにかかる環境保全措置が不

十分であるとする理由にはならない。 

イ ジュゴンの鳴音のような音が録音されたことへの対応が不十分である

との主張に理由がないこと 

(ｱ) 審査申出人は、本件願書に添付された環境保全図書は、ジュゴンが国

指定天然記念物であり、環境省レッドリストにおいて絶滅危惧ⅠＡ類と

評価されていたことを踏まえて作成されたものであるが、その後本件埋

立事業が承認され、工事が実施された後に、国際的な自然保護ネットワ
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ークである国際自然保護連合（ＩＵＣＮ）が南西諸島のジュゴンに特化

してレッドリスト絶滅危惧ⅠＡ類としたこと、事業実施箇所周辺に生息

していた個体Ａが確認されない状況が続いていることなど、地域特性が

変化している状況にあったところ、本件変更承認申請の直前の令和２年

２月から、「大浦湾内（埋立工事施行区域内）における録音データから、

海洋生物の鳴音のような音（以下単に「鳴音のような音」という。）が

検出され、この音については専門家からジュゴンの鳴音の可能性が高い

という意見が得られた」として、第２５回環境監視等委員会で指導及び

助言を受け調査を追加して実施するなどしているが、沖縄防衛局が、こ

れらの地域特性の変化を本件変更承認申請書に添付された環境保全図

書に記載せず、「ジュゴンの影響は、変更前と同程度又はそれ以下と予

測」しており、かかる環境保全措置にとどまる沖縄防衛局の対応は失当

であると主張する（本件審査申出書１０５及び１０６ページ）。 

また、審査申出人は、令和２年度の鳴音調査において鳴音が確認され

たのは合計１９日となっているが、そのうち１７日、つまり約８９％が

休工日となっており、また、令和元年度の鳴音調査において鳴音が確認

されたのは合計８日となっているが、そのうち６日、つまり、７５％が

休工日又は工事開始前の時間帯となっており、ジュゴンの鳴音が確認さ

れたそのほとんどは休工日又は工事を実施していない時間帯であり、現

に行われている海上工事の水中音をジュゴンが避けている可能性があ

ることは明らかであるとし、工事の実施がジュゴンの来遊とは無関係と

いうことであれば、「日常的に工事を実施している」期間では工事日の

方が休工日より相当程度多いはずであるから、工事実施日の方が記録数

も相当程度上回るはずであるところ、鳴音のような音が録音された状況

の全体を観察してその観測の条件を検討するのではなく、工事を遂行す

るために都合がよいデータのみを恣意的に利用しようとするものであ
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って、非科学的で環境保全措置に対する姿勢が疑われると主張する（本

件審査申出書１０６ないし１０８ページ）。 

さらに、審査申出人は、ジュゴンの監視は、その確認調査が主となっ

ており、例えば、施工区域近くでジュゴンが確認された場合に、実際の

水中音の状況がわからないとすると、水中音により工事を避けるような

行動を引き起こしているのか、そうでないか解析することができず、よ

り有効な環境保全措置を検討することもできなくなると主張する（本件

審査申出書１０８ページ）。 

(ｲ)ａ 国指定天然記念物であるジュゴンについては、既に平成１９年８月

に環境省のレッドリストにおいて絶滅危惧ⅠＡ類（ＣＲ。ごく近い将

来における野生での絶滅の危険性が極めて高いもの）と評価されてお

り、その後の令和元年１２月に国際自然保護連合（ＩＵＣＮ）のレッ

ドリストにおいて南西諸島に生息するジュゴンの地域個体群が「深刻

な危機」（ＣＲ。絶滅危惧ⅠＡ類）にあると評価されるに至っている

（乙第２号証の３－８７ページ、乙第８１号証、乙第８２号証、乙第

８３号証）。本件埋立事業の実施がジュゴンに及ぼす影響については、

本件願書に添付された環境保全図書において、当時、ジュゴンが国指

定天然記念物で、既に環境省のレッドリストにおいて絶滅危惧ⅠＡ類

と評価されていたことが前提とされており、そのことも踏まえ、以下

のとおり、調査が実施されていることが認められる（乙第２号証の３

－８７ページ、乙第８１号証）。 

   (a) 航空機による生息状況調査（乙第８９号証別添資料１） 

  航空機を用いた航空調査による上空からの目視確認等により、①

「毎月調査」（セスナ）として、少なくとも、平成１９年８月から

平成２１年２月までの間は、毎月５日程度、沖縄島全域を対象に実

施し（乙第２号証の６－１６－３０～６－１６－３３ページ、６－
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１６－６０～６－１６－６５ページ）、②「季別調査」（セスナ）

として、少なくとも、同年５月以降は、各季３、４日程度、沖縄島

北部の西海岸側から辺戸岬を経て沖縄島中部の東海岸側までを対

象に実施し（乙第２号証の６－１６－１１６～６－１６－１１９ペ

ージ、乙第８０号証資料４の７ページ注）３．、８ページ注）３．、

最後の※、乙第８４号証１３ページ、２２ページ）、③「ヘリ監視」

として、少なくとも、平成２６年８月から同年１１月まで及び平成

２７年１月から平成２８年３月までの間は、海上作業の期間中週１

日程度、辺野古沖、大浦湾、嘉陽沖及び古宇利島沖を対象に実施し

（乙第８０号証資料４の７ページ注）１．）、④「事後調査（ヘリ

監視）」として、少なくとも、平成２９年２月以降は、月３、４日

程度、辺野古沖、大浦湾、嘉陽沖及び古宇利島沖を対象に実施して

いる（乙第２号証の６－１６－２７９～６－１６－２８２ページ、

８－８ページ、９－２１ページ、乙第８０号証資料４の６ページ、

７ページ注）１．、８ページ注）１．、乙第８５号証１２６～１３

０ページ、乙第８４号証１３ページ、２１ページ）。 

(b) 監視用プラットフォーム船による監視 

ジュゴンの工事海域への来遊（接近）状況を監視するため、３

隻のプラットフォーム船により、目視観察、曳航式ハイドロホン

による鳴音探知及びスキャニングソナーによる映像探知を実施

し、工事期間中、毎日、工事の着手前においては、施工区域全域

をできる限り短時間で調査し、又は監視し、工事の着手後におい

ては、大浦湾東側海域を中心に終日継続して監視している（乙第

２号証の６－１６－２７９～６－１６－２８２ページ、８－８ペ

ージ、９－２１ページ、乙第８０号証資料４の６ページ、乙第８

５号証１２６～１３０ページ、乙第８６号証（取り分け２～５ペ
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ージ、１７～２３ページ）、乙第８４号証１３ページ、乙第８７

号証（取り分け２～５ページ、１８～２４ページ））。 

(c) 水中録音装置による監視 

  平成２９年４月からは嘉陽地先海域のうち大浦湾内（埋立工事

施行区域内）の２地点、平成３０年３月からは嘉陽地先海域、安田

地先海域、辺戸岬地先海域及び古宇利島沖の１８地点の合計２０

地点において、水中録音装置を設置し、毎日２４時間の連続観測を

行っている（乙第２号証の６－１６－２７９～６－１６－２８２

ページ、８－９ページ、９－２１ページ、乙第８０号証資料４の６

ページ、１０ページ、１１ページ、乙第８８号証資料２の１～４ペ

ージ、乙第８５号証の１２６～１３０ページ、乙第８６号証（取り

分け２ページ、３ページ、５ページ、１８ページ、２４～２７ペー

ジ）、乙第８４号証１３～１７ページ、乙第８７号証（取り分け２

ページ、３ページ、５ページ、１９ページ、２５～２８ページ））。 

 (d) 海草藻場の利用状況の調査 

  少なくとも、平成１９年７月以降、月１、２回、安部地先、嘉陽

地先等の海草藻場を対象に潜水目視観察（マンタ法）により食跡

を調査している（乙第２号証の５－９７～５－９９ページ、６－

１６－４３ページ、６－１６－４４ページ、６－１６－７９ペー

ジ、６－１６－８０ページ、６－１６－１４１ページ、６－１６－

１４２ページ、８－９ページ、９－２１ページ、乙第８０号証資料

４の６ページ、１２ページ、乙第８８号証資料２の１ページ、８ペ

ージ、乙第８５号証１２６～１３０ページ、乙第８４号証１３ペ

ージ、１８ページ、２０ページ、乙第８９号証別添資料２）。 

 これらの調査の結果は環境監視等委員会に報告され、その指導

及び助言を踏まえた対応が採られてきている（乙第８０号証資料
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４、議事録、乙第８８号証資料２、議事録、乙第８４号証、乙第

９０号証、乙第９１号証）。 

また、水中録音装置による観測により、令和２年２月から同年

６月まで及び同年８月に、大浦湾内（埋立工事施行区域内）にお

ける録音データから、海洋生物の鳴音のような音（以下単に「鳴

音のような音」という。）が検出され、この音については専門家

からジュゴンの鳴音の可能性が高いという意見が得られたこと

（乙第８８号証資料２の２ページ、議事録４ページ、５ページ、

乙第８４号証１４ページ、乙第９２号証１１ページ）から、環境

監視等委員会の指導及び助言を踏まえ（乙第９２号証資料５の１

８ページ）、以下の調査が追加で実施された。 

(e) ①令和２年４月には、過去（平成２１年度）にジュゴンの食跡

を発見した大浦湾奥部の海草藻場が生育している箇所において、

補足的に海草藻場の利用状況の調査を実施し（乙第８８号証資料

２の９ページ、乙第８９号証別添資料２、乙第９２号証資料５の

１７ページ）、また、②嘉陽、安部、辺野古及び大浦湾西部に加

え、令和２年５月及び６月には、大浦湾奥部、大浦湾奥部２０ｍ

以浅及び鳴音のような音が検出された地点付近の海底、大浦湾東

部、久志、松田、宜野座、漢那、金武並びに海中道路において、

同調査を実施し（乙第８９号証別添資料２、乙第９２号証資料５

の１９ページ、２０ページ、乙第９０号証資料５の１３～１６ペ

ージ、２７ページ）、さらに、③同年７月及び８月には、大浦湾

奥部２０ｍ以浅及び鳴音のような音が検出された地点付近の海

底を除くこれらの海域において、同調査を実施した（乙第８９号

証別添資料２、乙第９３号証資料３の１０～１２ページ）。 

(f) 令和２年４月以降、鳴音のような音が検出された地点付近に監
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視用プラットフォーム船１隻を追加し、監視用プラットフォーム

船合計４隻を配置して監視を実施している（乙第８８号証資料２

の１０ページ、乙第８４号証１３ページ）。 

(g) 航空機による生息状況調査のうち、①「事後調査（ヘリ監視）」

の範囲について、令和２年５月以降は、辺野古沖、大浦湾、嘉陽

沖及び古宇利島沖に、久志沖を追加して実施し（乙第８９号証別

添資料１、乙第９２号証資料５の１８ページ、２１ページ、乙第

９０号証資料５の１３ページ、１７ページ、乙第８４号証１９ペ

ージ、２１ページ）、さらに、②「季別調査」（セスナ）の範囲

について、令和２年度の春季調査からは、金武湾から嘉陽までの

海域を「重点海域」として調査を実施している（乙第８９号証別

添資料１、乙第９２号証資料５の１８ページ、２２ページ、乙第

９０号証資料５の１３ページ、１８ページ、乙第８４号証１９ペ

ージ、２２ページ）。 

 (h) ①令和２年６月以降は、鳴音のような音が検出された地点付近

に水中録音装置５台を追加して設置し、また、②同年７月以降は、

鳴音のような音が検出された地点に水中カメラを設置し、撮影を

実施している（乙第９０号証資料５の２７～２９ページ、乙第９

３号証資料３の１４ページ、乙第９４号証資料４の２４ページ、

２８ページ、乙第９５号証資料５の２３ページ、２８ページ、乙

第８４号証１９ページ、２３ページ）。 

このように、本件埋立事業の実施がジュゴンに及ぼす影響につ

いては、本件変更承認申請に当たり、適切に、調査等が行われて

情報が収集されてきているとともに、これらの調査の結果が環境

監視等委員会に報告され、その指導及び助言を踏まえた対応が採

られてきていると認めることができる。南西諸島に生息するジュ
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ゴンの地域個体群が令和元年１２月に国際自然保護連合（ＩＵＣ

Ｎ）のレッドリストにおいて「深刻な危機」（ＣＲ。絶滅危惧Ⅰ

Ａ類）にあると評価されるに至っていることを踏まえても、上記

のとおり、適切に調査等が行われてきているという評価は異なら

ず、本件埋立工事がジュゴンに与える影響に係る予測及び評価や

環境保全措置を変更すべき理由は認められない。    

  ｂ 審査申出人は、地域特性の変化として、事業実施箇所周辺に生息

していた個体Ａが確認されない状況が続いており、本件埋立工事が

ジュゴンに与える影響の予測及び評価や環境保全措置を変更すべ

きであると主張するが、個体Ａが確認されなくなったことについ

て、水中音や振動を発する工事の影響によるものとまで認めること

ができないことは上記ア(ｲ)のとおりである。 

ｃ また、審査申出人は、令和２年２月から同年６月まで及び同年８

月に、大浦湾内に設置した水中録音装置から、ジュゴンの鳴音のよ

うな音が検出され、環境監視等委員会の指導及び助言を受け、調査

を追加して実施していることについても、地域特性の変化として

挙げる。 

しかし、水中録音装置からジュゴンの鳴音のような音が検出され

たことを受けて、上記ａのとおり、海草藻場の利用状況調査及び航

空機による生息状況調査の追加実施、監視用プラットフォーム船

１隻の追加配置、水中録音装置の追加設置や水中カメラの設置と

いった追加調査を行っているにもかかわらず、依然としてジュゴ

ンの姿や痕跡は捉えられていないことなどから、水中録音装置か

ら検出された音はジュゴンの鳴音であると確定するには至ってい

ない。そのため、あたかもジュゴンの鳴音であると確定しているか

のように、水中録音装置からの音の検出をもって、地域特性の変化
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があったとすることは適切ではない。また、本件埋立事業に係る工

事は、鳴音のような音が検出された令和２年２月以前から既に実

施されていたことに加え、鳴音のような音が検出された工事実施

日である同年３月６日、９日、１３日及び２５日並びに４月３日及

び６日のうち、同年３月６日及び２５日並びに４月３日及び６日

については、日の出から日没までの間の工事実施時間中に鳴音の

ような音が検出されていること（乙第５２号証添付資料３３、乙第

９０号証２１ページ、乙第９２号証１１ページ、１２ページ）も考

慮すれば、鳴音のような音が検出された日時の傾向から、鳴音のよ

うな音が検出された同年２月から同年６月まで及び同年８月の期

間において、ジュゴンが海上工事の水中音を避けていたとまでは

認めることができない。 

審査申出人は、工事実施時間帯及び工事実施時間帯以外に鳴音の

ような音が確認された場合に、それぞれ日単位で計上した上で、鳴

音のような音が確認された日数における工事実施時間帯以外に鳴

音のような音が確認された日数の割合が令和元年度で７５％、令

和２年度で約８９％であるため、現に行われている海上工事の水

中音をジュゴンが避けていることは明らかであるとし、また、工事

の実施がジュゴンの来遊とは無関係ということであれば、日常的

に工事を実施している期間では工事日の方が休工日より相当程度

多いはずであるから、記録数も工事実施日の方が休工日より相当

程度多いはずであると主張する。しかし、工事実施時間帯は日の出

１時間程度後から日没１時間程度前の間で（乙第２号証７－９ペ

ージ）、かつ、荒天や高波浪時を除いた時間帯に限られ、工事実施

時間帯以外の時間数が、工事実施時間帯の時間数よりも多いこと

を考慮すれば、審査申出人の主張するような単純かつ概括的な比
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較に合理性があるとはいえない。 

ｄ さらに、審査申出人は、施工区域近くでジュゴンが確認された場

合に、実際の水中音の状況がわからないとすると、水中音により工

事を避けるような行動を引き起こしているのか、そうでないか解

析することができず、より有効な環境保全措置を検討することも

できなくなると主張する。 

しかし、本件願書に添付された環境保全図書では、①杭打ち工事

においては、最初の杭打ち工事が行われる際には水中音の測定を

行い、予測した音圧レベルを検証するとともに、測定結果を基に、

杭打ち工事の同時施工箇所の数を調整するなど、工事に伴う水中

音がジュゴンの行動に及ぼす影響を低減する措置を講ずる、②工

事中は、ジュゴンの生息範囲に変化がみられないかを監視し、変化

がみられた場合には、工事との関連性を検討し、工事による影響と

判断された場合には、速やかに施工方法の見直しを行うなどの対

策を実施する、③工事中はジュゴンの生息位置を監視し、ジュゴン

が施工区域内において確認された場合には、施工区域から離れた

ことを確認した後、工事に着手し、また、ジュゴンの施工区域内へ

の接近が確認された場合には、工事関係者に連絡し、水中音を発す

る工事を一時的に休止するなどの対策を講ずる、④杭打ち工事に

よる急激な音の発生は、ジュゴンの行動に変化を及ぼすおそれが

あるため、杭打ちの開始時は弱く打撃し、一定時間経過後に所定の

打撃力で杭打ちを行うことにより、ジュゴンへの水中音の影響を

低減する措置を講ずるなど事業者として実行可能な範囲で環境影

響を最大限に回避又は低減することができる環境保全措置を講ず

ることとされ、また、本件変更承認申請書に添付された環境保全図

書における予測の結果は、本件願書に添付された環境保全図書に
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おける予測の結果と比較して、概ね同程度又はそれ以下であると

評価されているが、同環境保全図書と同じ環境保全措置を講ずる

こととされている。 

さらに、本件埋立承認に際しても、ジュゴンが来遊し得ることを

踏まえる一方で、工事に伴う水中音は事後調査の対象とされてい

ない上、本件願書に添付された環境保全図書については、当時の沖

縄県知事等の意見も踏まえて作成され、本件埋立承認の段階で採

り得ると考えられる環境保全措置及び対策が講じられており、環

境保全に十分配慮した対策が採られていると判断されているとこ

ろ、本件変更承認申請書に添付された環境保全図書においても、工

事に伴う水中音がジュゴンに及ぼす影響について、本件願書に添

付された環境保全図書と同じ手法により予測及び評価され、環境

監視等委員会にも諮られていることからすれば、同環境保全図書

と同様に、適切な予測及び評価が行われ、適切かつ合理的な内容の

環境保全措置及び事後調査が検討されていると認められる。その

ため、本件埋立承認の際と同じく、工事に伴う水中音が事後調査の

対象とされていないことが不適切であるとはいえず、水中音を発

する工事の水中音の調査、まして水中音の恒常的な調査を沖縄防

衛局に行わせなければならないような事情までは認められないか

ら、審査申出人の主張は理由がない。 

ｅ したがって、審査申出人の主張によっても、本件変更承認申請書

に添付された環境保全図書において、本件埋立工事がジュゴンへ

与える影響についての予測及び評価や環境保全措置を変更すべき

事情は認められず、ジュゴンの鳴音のような音が検出されたこと

への対応が不十分との審査申出人の主張は理由がない。 

ウ ジュゴンの行動監視が十分とはいえないとの主張に理由がないこと 
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(ｱ) 審査申出人は、もともと海面には呼吸時に浮上するだけのジュゴン

を船舶から観察することは、波浪や視界の関係からも極めて困難であ

り、船上からの監視の有効性は低いとした上で、令和２年３月に水中

録音装置によりジュゴンの鳴音のような音が確認された際や、平成２

９年１２月１９日にヘリコプターからの生息確認によりジュゴンが確

認された際に、プラットフォーム船による監視ではジュゴンが確認さ

れなかったことを挙げ、ジュゴンの来遊に対して監視用プラットフォ

ーム船による監視に実効性がなく、十分機能してきていないことは明

らかであり、工事中はジュゴンの生息位置を監視し、工事の着手時に

ジュゴンが施工区域内で確認された場合は、施工区域から離れたこと

を確認したのち工事に着手するなどの環境保全措置も実効性がないと

主張する（本件審査申出書１０９ないし１１１ページ）。 

(ｲ) 沖縄防衛局が環境保全措置の一つとして構築しているジュゴンの監

視・警戒システムは、ヘリコプターからの生息確認、監視用プラット

フォーム船による監視及び水中録音装置による機器観測から構成され

ており、複数の異なる手法から多角的な観察をし、ジュゴンの状況を

より適切に把握しようとするものである。このうち、監視用プラット

フォーム船による監視は、ジュゴンの工事海域への来遊（接近）状況

を監視するため、３隻のプラットフォーム船により、目視観察、曳航

式ハイドロホンによる鳴音探知及びスキャニングソナーによる映像探

知を実施し、工事期間中、毎日、工事の着手前においては、施工区域

全域をできる限り短時間で調査し、又は監視し、工事の着手後におい

ては、大浦湾東側海域を中心に終日継続して監視している（乙第２号

証６－１６－２７９～６－１６－２８２ページ、８－８ページ、９－

２１ページ、乙第８０号証資料４の６ページ、乙第８５号証１２６～

１３０ページ、乙第８６号証（取り分け２～５ページ、１７～２３ペ



92 

 

ージ）、乙第８４号証１３ページ、乙第８７号証（取り分け２～５ペ

ージ、１８～２４ページ））。このように、ジュゴンの監視・警戒シ

ステムは、複数の異なる手法から多角的な観察をし、ジュゴンの状況

をより適切に把握するものであり、一部の手法によりジュゴンの姿や

痕跡が確認された際に、一部の手法ではこれらが確認されなかったと

しても、直ちに同システムの有効性に疑義が生じるべき性質のもので

はない。 

審査申出人の主張するように、令和２年３月に、ジュゴンの鳴音の

ような音が確認された際、監視用プラットフォーム船による監視では

ジュゴンが確認されていないが、鳴音のような音が検出された令和２

年２月以降、ジュゴンの姿や、映像、食跡が全く確認されていないこ

と(甲第６７号証、乙第８４号証)などからすれば、鳴音のような音が

検出された工事実施日の工事実施時間中において、監視用プラットフ

ォーム船による監視によってジュゴンを確認することができなかった

ことなどをもって、同船による監視が機能していないとまではいうこ

とができない。 

また、平成２９年１２月１９日に、ヘリコプターからの監視により

ジュゴンが確認された際、監視用プラットフォーム船による監視では

ジュゴンが確認されていないが、そもそも同船は発見したジュゴンの

追跡を行うものではなく、ジュゴンの施工区域への接近を探知し、施

工区域への接近が確認された場合には、施工区域から離れたことを確

認したのち工事に着手したり、工事関係者に連絡し、水中音の発する

工事を一時的に休止するなどの環境保全措置を講じるために配置して

いるものであるため（乙第２号証６－１６－２７９～６－１６－２８

２ページ、乙第８７号証）、同船が当該ジュゴンを確認できなかった

ことが、同船による監視の有効性を疑わせるものではない。 
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したがって、監視用プラットフォーム船による監視の有効性に疑義

を生じさせる事情はなく、ジュゴンの行動監視が十分とはいえず、環

境保全措置も実効性がないとの審査申出人の主張は理由がない。 

エ 小括 

以上のとおり、本件変更承認申請書に添付された環境保全図書におい

て、本件埋立事業の実施がジュゴンに及ぼす影響については、適切かつ

合理的に調査が行われて情報が収集され、工事区域において発生する騒

音のうち、工事に伴う水中音がジュゴンに及ぼす影響については、適切

な予測及び評価が行われ、適切かつ合理的な内容の環境保全措置が検討

されていると認められ、これらを変更すべき事情は認められないため、

地域特性の変化について適切な情報収集が行われていないとの審査申

出人の主張は理由がない。 

 (2) 地域特性の変化を踏まえた適切な予測及び評価をすべきであったとの審

査申出人の主張は理由がないこと 

ア 工事に伴う水中音がジュゴンに及ぼす影響に係る予測及び評価に不

確実性があり、不十分であるとの主張に理由がないこと 

(ｱ) 審査申出人は、既存文献資料を引用して、水中音の予測の手法が一

般的なものであることと、その不確実性の程度は直接の関係はなく、

水中音の伝搬についての予測が極めて困難であると主張する。すなわ

ち、甲第２５号証において、一般的伝搬予測計算法の事例を示しつつ

（９０ページ）、「浅海域（５０ｍ以浅）では、海面や海底からの反

射の影響により伝搬様式が複雑であるため、一般的な伝搬予測計算法

では、再現できないという問題がある。」としている（９２ページ）

こと、甲第２６号証の２０ページにおいて、「国内において杭打作業

に伴って発生する水中音のレベルに係る知見は十分でなく、環境影響

の程度が不明であることから、評価項目として選定するとともに、必



94 

 

要に応じて事後調査を行う必要がある」「特に、国内では欧州と異な

った海底の地形・地質を有しており、水中音の伝搬等が欧州と異なる

可能性がある」としていることから、浅海域においては、地形が複雑

であり、音の反射など伝搬形式が複雑であることに加え、一般的な距

離減衰式を用いたとしても水中音のレベルに係る知見は十分ではな

いと主張する。また、甲第２７号証の１０６ページにおいて、「海底

の反射散乱は海面と似通っているが、海面に比べるとずっと複雑な現

象となる。海底の組成が硬い岩から柔らかい泥まであるので、海底の

音響特性は変化に富んでいる。海底構造は巨視的にも微視的にも不均

一であり、音速や密度が深度方向で徐々にあるいは突然変化する層を

作っており、水平方向にも不均一である。そのような海底に音波は容

易に透過し、透過後に反射や屈析して再度海中に戻ってくることがあ

る。」としており、海底における反射散乱の複雑性が述べられている

ほか、甲第２８号証の８５ページにおいて、海底の反射損失はグレー

ジング角（水平方向となす角）に対して反射損失が変化することを示

しており、グレージング角によっては損失が起こらない場合もあると

しており、このことから、大浦湾のように地形が複雑な浅海域におい

ては不確実性が生じるものであると主張する（本件審査申出書１１２

ないし１１４ページ）。 

(ｲ) 審査申出人は、上記のとおり、甲第２６号証の２０ページの「国内

において杭打作業に伴って発生する水中音のレベルに係る知見は十

分でなく、環境影響の程度が不明であることから、評価項目として選

定するとともに、必要に応じて事後調査を行う必要がある」との記載

をもって、水中音のレベルに係る知見が不十分であるとする根拠とす

る。しかし、当該既存文献資料では、欧州における杭打ち作業に伴う

水中音の実測データが示されている一方で、国内における杭打ち作業
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に伴う水中音の実測データが示されていないため、そのことをもって

「国内において杭打作業に伴って発生する水中音のレベルに係る知

見は十分でなく」と評価しているものと考えられるが、本件願書及び

本件変更承認申請書に添付された各環境保全図書においては、国内の

測定事例における実測データにより発生源の音圧レベルを推定し、水

中音の予測を行っている。このため、甲第２６号証の当該記載をもっ

て、水中音のレベルに係る知見が不十分と評価するのは適当ではな

い。 

また、審査申出人が引用する甲第２６号証の２０ページの「特に、

国内では欧州と異なった海底の地形・地質を有しており、水中音の伝

搬等が欧州と異なる可能性がある」との記載は、洋上風力発電所の建

設に係る環境影響評価手法の検討において、国内及び欧州における環

境影響評価事例の比較を行った上で、海底の地形・地質が異なること

から、国内での水中音の伝搬等が欧州における事例とは異なる可能性

があることに言及するものにすぎず、これをもって具体的な水中音の

予測手法に関する不確実性が大きいことの根拠とすることはできな

い。 

さらに、審査申出人は、甲第２８号証の８５ページの記載をもとに、

グレージング角に対して海底の反射損失は変化し、グレージング角に

よっては損失が起こらない場合があることを、大浦湾のように地形が

複雑な浅海域においては不確実性が生じるとの根拠に挙げる。しか

し、同ページの「これまでは吸収の影響は考慮されていない。すべて

の海底物質にはある程度吸収性があり、（中略）損失の変動を抑えて

いる。」との記載のとおり、海底面での反射の際に、底質による吸収

の影響が考えられ、反射波に減衰が発生するところである。そこで、

本件願書及び本件変更承認申請書に添付された各環境保全図書にお
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いては、海底における反射散乱等による水中音伝搬の複雑さに起因す

る予測値と実測値との乖離が知られていることを踏まえ、近距離音場

の不規則性として、下記イ(ｲ)のとおり、水中音の予測式において、距

離減衰量を減衰する方向で補正する予測モデルを用いており、この補

正により、補正前と比較して、受音点における音圧レベルがより大き

い値となるため、より安全側に予測及び評価を行っているものと認め

られる。 

したがって、これらの文献によっても、審査申出人が主張するよう

に、大浦湾のように地形が複雑な浅海域においては、水中音のレベル

に係る知見は十分ではなく、不確実性が生じ、水中音の伝搬について

の予測が極めて困難であるとは認められない。 

イ 水中音の予測条件の設定に問題があるとの主張に理由がないこと 

(ｱ) 審査申出人は、上記甲第２５号証及び第２６号証を再度引用して、

浅海域においては、地形が複雑であり、音の反射など伝搬形式が複雑

であることに加え、一般的な距離減衰式を用いたとしても水中音のレ

ベルに係る知見は十分ではないのであり、不確実性が生じるものであ

るとし、取り分け、近距離音場の不規則性（kL）の係数については、

当然水中音を予測する際には正の値を加算するべきであるところ、本

件是正指示理由は、沖縄防衛局が説明しているとおりに負の値を減算

しているので間違っていないというが、検証もなさずにかかる判断を

することは拙劣であるなどと主張する（本件審査申出書１１６及び１

１７ページ）。 

また、審査申出人は、回帰係数の採用数値についても、いくつかの

工事事例での現場の単純平均を用いることがなぜ合理的であるのかに

ついて、全く説明できていないとし、実測値として採用されている距

離減衰係数は、大浦湾ではなく、東京湾等６箇所で計測された実測値
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による係数の平均値にすぎず、引用データを確認してみると、同じ杭

打ち工事であっても、東京湾中央防波堤杭打工事では「－２４．５」、

東京湾木更津沖防波堤工事では「－１７．９」とかなりの幅があると

ころ、甲第２９号証においても指摘されているように、本来このよう

な係数は当該海域においてのみ有効であり、また、甲第３０号証の２

２ページにおいて、「減衰量の距離依存性は実測するのが確実である」

としているのは、他の海域の実測値を平均して使用するということで

はなく当該海域での実測を意味するところであって、単純な平均値に

よりシミュレーションを行っていること自体に不確実性が生じるもの

であること、予測の前提となる工事工程や稼働計画も変更されている

ことから、予測値と実測値を比較し、より慎重に精度の高い予測値と

する必要性は高いというべきであると主張する（本件審査申出書１１

７及び１１８ページ）。 

    (ｲ) 審査申出人は、近距離音場の不規則性（kL）の係数について、負の

値を減算しているとの沖縄防衛局の説明を鵜呑みにすることは不適

切であると主張している。しかし、既存文献資料（乙第９６号証、乙

第９７号証）上、海況や底質に依存する近距離音場の不規則性（ｋＬ）

は距離減衰量（伝搬損失。ＴＬ）に対する減衰値であることからすれ

ば、本件願書及び本件変更承認申請書に添付された各環境保全図書に

示された水中音の予測式であるＳＰＬＲ＝ＳＰＬ１＋ａ・Ｌｏｇ１０

（Ｒ）－ΔＬｄ－ｋＬ （ＳＰＬＲ：音源から Rｍ離れた受音点におけ

る音圧レベル、ＳＰＬ１：音源から１ｍ離れた受音点における音圧レ

ベル、ａ：距離減衰係数、Ｒ：音源から受音点までの距離（ｍ）、Δ

Ｌｄ：回折減衰値（ｄＢ）、ｋＬ ：近距離音場の不規則性（ｄＢ））

において、ｋＬには負の値を代入することとなることは明らかであり、

沖縄防衛局の説明自体に不合理な点はない。また、上記のとおり、本
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件願書に添付された環境保全図書においても、同様の水中音の予測式

が示されており、これを前提に埋立承認がされている以上、本件変更

承認申請書に添付された環境保全図書の内容が不合理であるとはい

えないはずである。 

さらに、審査申出人は、いくつかの工事事例での単純平均値により

回帰係数を設定することの合理的理由が示されていないとし、単純

平均値によりシミュレーションを行っていること自体に不確実性が

生じるとしているが、回帰係数の設定に当たっては、既往の実測デー

タを元に設定することが一般的であるところ、第２５回環境監視等

委員会資料３－７参考資料３のＰ（５）表－１９のとおり、沖縄防衛

局は、本件変更承認申請に複数の工種が含まれることから、数種類の

工種において過去に実測されたデータを基として、変動幅のあるデ

ータから諸係数を設定するに当たり一般的である実測値を平均した

値を採用しているものであり（乙第８８号証資料３－７参考資料

３）、このような回帰係数の設定には、十分合理性が認められるもの

である。 

したがって、かかる回帰係数を用いてシミュレーションを行って

いること自体に不確実性が生じるものであるとし、予測値と実測値

を比較し、より慎重に精度の高い予測値とする必要性があるとする

審査申出人の主張は理由がない。 

ウ 実測により予測を検証する必要があるとの主張に理由がないこと 

(ｱ) 審査申出人は、本件埋立事業が承認されて工事が実施された後

に、国際自然保護連合（ＩＵＣＮ）が南西諸島のジュゴンに特化し

てレッドリスト絶滅危惧ⅠＡ類としたこと、事業実施箇所周辺に

生息していた個体Ａが確認されない状況が続いていること、また、

水中録音装置による観測により、令和２年２月から同年６月まで
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及び同年８月に、大浦湾内（埋立工事施行区域内）における録音デ

ータから、ジュゴンの可能性が高いとされる鳴音のような音が検

出されるなど、地域特性が変化していることを踏まえると、沖縄防

衛局が、ジュゴンへの影響について、本件変更承認申請書に添付さ

れた環境保全図書において、変更前と同程度又はそれ以下と予測

したことに理由がなく、工事に伴う水中音がジュゴンに及ぼす影

響について、予測値と実測値を比較、検証し、必要に応じて追加の

環境保全措置を検討する必要が生じていると主張する（本件審査

申出書１１９及び１２０ページ）。 

(ｲ) しかし、国際自然保護連合（ＩＵＣＮ）が南西諸島のジュゴンに

特化してレッドリスト絶滅危惧ⅠＡ類としたこと、事業実施箇所

周辺に生息していた個体Ａが確認されない状況が続いているこ

と、また、水中録音装置による観測により、令和２年２月から同年

６月まで及び同年８月に、ジュゴンの鳴音のような音が検出され

るなどしたことをもって、工事に伴う水中音がジュゴンに及ぼす

影響について、予測値と実測値を比較、検証し、必要に応じて追加

の環境保全措置を検討する必要が生じたとする審査申出人の主張

は理由がないことについては、上記(1)イ(ｲ)で述べたとおりであ

る。 

そして、本件願書及び本件変更承認申請書に添付された各環境保

全図書においては、水中音の予測を行うに当たって同種の海中土

木工事及び船舶騒音に関する実測データが基にされている上、現

時点においては、水中音の発生レベルが大きくなると予測される

時期にも至っていないことに加え、既存文献資料に基づく一般的

な手法により適切に水中音の予測が行われていることを考慮すれ

ば、現時点において、工事に伴う水中音を実測し、予測値と比較す
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る実益は大きくないと認められ、また、水中音を発する工事の水中

音の調査を沖縄防衛局に行わせなければならないような事情まで

は認められない。 

本件埋立承認に際しても工事に伴う水中音は事後調査の対象と

されていなかったことに加え、本件願書に添付された環境保全図

書については、当時の沖縄県知事等の意見も踏まえて作成され（乙

第２号証第４章）、本件埋立承認の段階で採り得ると考えられる環

境保全措置及び対策が講じられており、環境保全に十分配慮した

対策が採られていると判断されているところ、本件変更承認申請

書に添付された環境保全図書においても、工事に伴う水中音がジ

ュゴンに及ぼす影響については、本件願書に添付された環境保全

図書と同じ手法により予測及び評価され、環境監視等委員会にも

諮られていることからすれば、同環境保全図書と同様に、適切な予

測及び評価が行われ、適切かつ合理的な内容の環境保全措置及び

事後調査が検討されていると認められる。そのため、本件埋立承認

の際と同じく、工事に伴う水中音が事後調査の対象とされていな

いことが不適切であるとはいえず、水中音を発する工事の水中音

の調査を沖縄防衛局に行わせなければならないような事情までは

認められない。 

エ 小括 

以上のとおり、工事に伴う水中音がジュゴンに及ぼす影響につい

て、適切な予測及び評価が行われており、その予測手法や予測条件を

変更すべき事情や、水中音の調査を行わせなければならないような

事情までは認められないため、地域特性の変化を踏まえた適切な予

測及び評価をすべきであるとの審査申出人の主張は理由がない。 

 (3) 水中音の評価基準に不確実性があるとして不適切とする審査申出人の主
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張は理由がないこと 

ア 水中音の評価基準に不確実性があるとして不適切とする主張に理由が

ないこと 

(ｱ) 審査申出人は、沖縄防衛局が、Ｓｏｕｔｈａｌｌら（２００７）の実

験データに基づいて、ジュゴンの行動阻害に影響する水中音の評価基準

を１２０ｄＢと設定したことについて、①「Ｓｏｕｔｈａｌｌ ら（２０

０７）の研究はジュゴンについての知見ではないところ、他の知見（中

周波数帯域のクジラ目）による類推をしているからといって、ジュゴン

に係る知見の少なさが解消されるものではない」「粕谷氏が、行動反応

の評価基準を１２０ｄＢと設定するのが不適切としているのは、ジュゴ

ンの反応については知見が乏しく、また絶滅の危機に瀕した地域個体群

の保全の指標とするのであるから、基準値が高い鯨類の数値を採用する

ことは危険であり、より基準値が低いアザラシ類の数値を採用するので

あればまだ安全であることをも指摘しているのであって、審査請求人の

設定する評価基準の不適切性はより一層明らかであり、ましてや、当該

知見には沖縄島周辺のジュゴンに関する知見は含まれておらず、本件埋

立事業実施区域周辺に生息するジュゴンがどの様な音にどの程度反応す

るかの知見はないことから、当該評価基準は不確実性の程度が大きい」

旨主張するとともに、②評価基準設定の根拠となった本件願書に添付さ

れた環境保全図書の別表は、クジラ目について、中周波数帯域の非パル

ス音への行動反応の分布を明らかにしているところ、評価基準以下にお

いても比較的小さな行動反応を超える行動反応を示した事例がいくつも

見受けられ、個体による水中音への行動反応の差異は相当程度あるとみ

られることから、１２０ｄＢという評価基準の設定は、ジュゴンの地域

個体群の存続の危機に見舞われている状況の変化があるもとで、その地

域個体群の保全を図るものとしての環境保全措置として適切とはいえ
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ず、また、本件是正措置理由は、１２０ｄＢ未満での反応を示した数値

が検出されていることを認めつつ、それを何ら理由なく無視して、沖縄

防衛局による評価基準を合理的と判断しており、単に行動反応が増加し

たピークの値を評価基準としているのにすぎず、ジュゴンの行動阻害を

招かないようにしてその生息域を保全するという観点からすれば、極め

て不十分である、③Ｓｏｕｔｈａｌｌら（２０１９）は、「行動阻害」

については評価基準を示していないところ、海牛類についての評価基準

が厳しくなっていることからすれば、クジラ目での数値を参考にした沖

縄防衛局による「行動阻害」についての評価基準についても、知見の蓄

積によりもっと厳しい評価基準が設定される可能性がうかがえるのであ

り、また、沖縄防衛局が設定した評価基準について、ジュゴンの可聴域

の周波数特性に関する知見は考慮されているが、本件埋立事業実施区域

周辺に生息するジュゴンがどの様な音にどの程度反応するかの知見は含

まれてないこと、また、工事開始後に個体Ａが確認されなくなっている

ことなどから、評価基準の不確実性の程度が大きいことは明らかである

と主張する（本件審査申出書１２２ないし１２５ページ）。 

(ｲ)ａ まず、上記①について、本件願書及び本件変更承認申請書に添付さ

れた各環境保全図書において、Ｓｏｕｔｈａｌｌら（２００７）が提

案した評価基準は、ジュゴンとクジラ目とでは常時海中で生活する生

活様式が類似していること、ジュゴンの可聴音域が３ｋＨｚから１８

ｋＨｚとされているところ、中周波数帯域のクジラ目に係る可聴音域

の中でも聞こえやすい周波数帯の範囲（本件願書に添付された環境保

全図書６－１６－２２５ページの図－６．１６．２．１．１に示す周

波数重み付け関数のうち「Ｗｅｉｇｈｔｉｎｇ（周波数ごとの補正

値）」が概ね０ｄＢの範囲）にジュゴンの可聴音域が含まれているこ

と、海外の他の環境影響評価においても中周波数帯域のクジラ目の評
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価基準がジュゴンへの影響の予測に用いられていることを考慮して、

水中音がジュゴンに及ぼす影響についての評価基準の設定に当たり

参考にされたものであり（乙第２号証６－１６－２２３～６－１６－

２２６ページ、乙第９８号証、乙第９９号証）、そのことには合理的

な根拠があると認められることから、審査申出人の主張は理由がな

い。 

ｂ また、上記②について、沖縄防衛局は、行動阻害に関する影響レベ

ルの評価基準を設定する際に、Ｓｏｕｔｈａｌｌら（２００７）の整

理による行動阻害に関する実験データを参考としており、それらは本

件願書に添付された環境保全図書６－１６－２２５ページの「別表１ 

多数パルス音に対する行動反応について報告された中周波数帯域の

クジラ目の数（太字）」及び６－１６－２２６ページの「別表２ 非パ

ルス音に対する行動反応について報告された中周波数帯域のクジラ

目の数（太字）」（乙第２号証６－１６－２２５ページ、６－１６－

２２６ページ）に示されているところ、当該別表２によれば、１２０

ｄＢ未満においても比較的小さな行動反応を超える行動反応を示し

た事例が複数認められる。しかし、沖縄防衛局は、当該実験データを

参考にしつつ、これらのみに依拠して評価基準を設定したものではな

い。すなわち、「別表１ 多数パルス音に対する行動反応について報

告された中周波数帯域のクジラ目の数（太字）」をみると、「１１０

ｔｏ＜１２０」までの行には、「０（反応小）から９（反応大）まで」

の反応スコアのうち、「０」の反応スコアしか現れず、「１２０ｔｏ

＜１３０」の行から、「６」の反応スコアが現れるようになり、また、

「別表２ 非パルス音に対する行動反応について報告された中周波

数帯域のクジラ目の数（太字）」をみても、「９０ｔｏ＜１００」及

び「１００ｔｏ＜１１０」の行にも、「８」の反応スコアが、「１１



104 

 

０ｔｏ＜１２０」の行にも、「６」の反応スコアが現れているものの、

「１２０ｔｏ＜１３０」の行には、「５」、「６」及び「８」の反応

スコアが現れていることを認めることができる。かかる実験データを

参考にしつつ、行動阻害に関する影響レベルの評価基準について、大

浦湾内の水中音の測定結果による音圧レベルが１１３ｄＢから１２

４ｄＢまで（平均１１９ｄＢ）（海面下０．５ｍ層、等価騒音レベル

Ｌｅｑ）であったこと（乙第２号証６－１３－１１１～６－１３－１

１３ページ、６－１６－２２４ページ）、ジュゴンの鳴音の音圧レベ

ルが平均１２２ｄＢ程度（１１４ｄＢから１３０ｄＢまで。平均１２

１．８ｄＢ。乙第２号証６－１６－２２３ページ）と推定されること

から総合的に判断し、さらに、水中音の影響が及ぶ範囲の予測は、ジ

ュゴンの鳴音について想定した平均音圧レベル（１２２ｄＢ）よりも

低く想定して行う必要があるなどの当時の沖縄県知事の意見を踏ま

えて上記評価基準を設定したものであり、審査申出人が主張するよう

に、上記実験データを基に「単に行動反応が増加したピークの値を評

価基準とし」たわけではない。 

このように、行動阻害に関する影響レベルの評価基準を１２０ｄＢ

に設定したことには合理性が認められるところであり、１２０ｄＢと

いう評価基準の設定は環境保全措置として極めて不十分とする審査

申出人の主張は理由がない。 

ｃ さらに、審査申出人は、上記③のとおり、Ｓｏｕｔｈａｌｌら（２

０１９）において、海牛類についての評価基準が厳しくなっているこ

とからすれば、知見の蓄積によりもっと厳しい評価基準が設定される

可能性がうかがえるなどと主張する。 

しかし、上記 a 及び b のとおり、工事区域において発生する騒音の

うち、工事に伴う水中音がジュゴンに及ぼす影響については、本件変
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更承認申請書に添付された環境保全図書において、本件願書に添付さ

れた環境保全図書と同様に、既往知見等を参考として、適切かつ合理

的に評価基準が設定されていることが認められる。このことに加え、

本件願書に添付された環境保全図書については、当時の沖縄県知事等

の意見も踏まえて作成され、本件埋立承認の段階で採り得ると考えら

れる環境保全措置及び対策が講じられており、環境保全に十分配慮し

た対策が採られていると判断されていることを考慮すれば、Ｓｏｕｔ

ｈａｌｌら（２０１９）において、海牛類グループに係る障害及び一

時的な聴覚障害の影響についての評価基準が提案されたことを踏ま

えても、同環境保全図書において設定された評価基準を変更しなけれ

ばならないような事情までは認められない。したがって、評価基準が

適切に設定されておらず、評価基準を見直すべきであるという審査申

出人の主張は理由がない。 

 なお、本件変更承認申請書に添付された環境保全図書においては、

工事区域において発生する騒音のうち、工事に伴う水中音がジュゴン

に及ぼす影響について、Ｓｏｕｔｈａｌｌら（２０１９）において提

案された上記海牛類グループに係る評価基準を踏まえた評価基準に

よっても、予測及び評価が行われているところ、本件願書に添付され

た環境保全図書における予測の結果と比較して、概ね同程度又はそれ

以下と評価されている。 

ｄ 以上のとおり、工事区域において発生する騒音のうち、工事に伴う

水中音がジュゴンに及ぼす影響については、本件変更承認申請書に添

付された環境保全図書において、本件願書に添付された環境保全図書

と同様に、既往知見等を参考として、適切かつ合理的に評価基準が設

定されていることが認められる。このことに加え、本件願書に添付さ

れた環境保全図書については、当時の沖縄県知事等の意見も踏まえて
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作成され、本件埋立承認の段階で採り得ると考えられる環境保全措置

及び対策が講じられており、環境保全に十分配慮した対策が採られて

いると判断されていることを考慮すれば、同環境保全図書において設

定された評価基準を変更しなければならないような事情までは認めら

れないから、評価基準が適切に設定されておらず、評価基準を見直す

べきであるという審査申出人の主張は理由がない。 

イ 本件工事の水中音によりジュゴンに影響が出ている可能性があるとの主

張に理由がないこと 

(ｱ) 審査申出人は、既に本件埋立工事が開始され、水中音を発する工事が

実施されているにもかかわらず水中音の実測がなされていないこと、ジ

ュゴンの個体Ａが嘉陽海域において確認できなくなっている変化が生

じていること、ジュゴンの鳴音のような音が多数検出されているとこ

ろ、その観察状況が工事の実施との関連性を否定しえないこと、ジュゴ

ンの水中音に対する反応の評価基準の不確実性の程度が大きいことな

どから、本件埋立工事に伴う水中音が沖縄防衛局が設定している評価基

準の範囲内であったとしても、ジュゴンに行動変化を生じさせている可

能性を否定することができず、ジュゴンの行動変化について工事の影響

を否定する是正の指示は、科学的根拠がなく、ジュゴンの地域個体群に

対する環境保全措置の必要性の観点を踏まえると、失当であると主張す

る。 

(ｲ) しかし、これまでに述べてきたとおり、個体Ａが嘉陽海域において確

認されなくなったこと及びジュゴンの鳴音のような音が検出されてい

ることといった事情は、ジュゴンに対し何らかの工事による影響があっ

たと認めるに足るものではなく、水中音の評価基準についても既往知見

等を参考として合理的に設定されていること等を踏まえれば、審査申出

人が指摘する上記各事情は、いずれもジュゴンの行動変化について本件
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埋立事業の影響があったと認めるに足るものではなく、工事の影響を否

定する是正の指示には科学的な根拠がなく失当であるとする審査申出

人の主張は理由がない。 

ウ 小括 

以上のとおり、水中音の評価基準については既往知見等を参考として合

理的に設定されており、工事に伴う水中音によりジュゴンに影響が出てい

ると認めるに足る事情もないため、水中音の評価基準に不確実性があると

して不適切とする審査申出人の主張は理由がない。 

(4) まとめ 

以上によれば、審査申出人の主張はいずれも理由がなく、本件変更承認申請

書に添付された環境保全図書において、本件埋立事業の実施がジュゴンに及

ぼす影響については、適切かつ合理的に調査が行われて情報が収集され、工事

区域において発生する騒音のうち、工事に伴う水中音がジュゴンに及ぼす影

響については、既往知見等を参考として、本件願書に添付された環境保全図書

と同じ手法により予測及び評価され、環境監視等委員会にも諮られているこ

とからすれば、適切な予測及び評価が行われ、適切かつ合理的な内容の環境保

全措置及び事後調査が検討されていると認めることができる。 

このように、本件変更承認申請書に添付された環境保全図書においても、本

件埋立承認にかかる本件願書に添付された環境保全図書と比して、何ら遜色

のない環境保全措置が予定されており、審査申出人の種々の指摘は、いずれも

それが不十分であるとする根拠として合理性が認められないものであり、「環

境保全ニ十分配慮」との要件を欠くとする理由にはならない。 

  ２ 地盤改良に伴い地盤が盛り上がる箇所の環境影響を評価しているとはいえな

いという審査申出人の主張は理由がないこと 

(1) 審査申出人は、地盤改良に伴い地盤が盛り上がる箇所の環境影響を評価し

ているとはいえないと主張し、沖縄防衛局がサンドコンパクションパイル（Ｓ
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ＣＰ）工法の実施に伴い海底面が盛り上がる箇所で行った調査に関し、調査

地点Ｅ１６については、斜面部の尾根に沿って位置しているのに対して、護

岸の外側の盛り上がり部は、大浦湾中央に向かって急激に深くなる斜面部に

位置しており、盛り上がり部にあたる斜面部は外洋からの潮流が斜面部に流

れ込む場所となっていることから、Ｅ１６の調査が盛り上がり箇所での生物

の生息状況を代表しているともいえず、盛り上がり箇所に特異な生息状況が

存する可能性があるとし、また、調査地点ＢＴ５やＢＴ６については、護岸

外周の盛り上がり箇所をみると、Ｃ－２からＣ－３護岸、護岸（係船機能付）、

特にＣ－３護岸や護岸（係船機能付）付近は、まさに砂床と泥地の境界付近

であることに加えて岩盤から砂床、泥地となるような場所となっており、サ

ンゴ類の生息ポテンシャル域にもなっているが、これに対して、ＢＴ５やＢ

Ｔ６は砂床、泥地であり、底質が類似している環境とはいえないとし、これ

らの環境条件の違いを無視して、最大公約数的に共通する部分のみを取り上

げて「環境が異なるとまでは認められない」とするのは不適切であると主張

する（本件審査申出書１２９ないし１３１ページ）。 

また、審査申出人は、沖縄防衛局が実施した深場の調査においても、種や

個体数の生息状況に統一した傾向がみられず、よって、サンドコンパクショ

ンパイル（ＳＣＰ）工法の実施に伴い地盤が盛り上がる箇所についても統一

した傾向がみられないことから、それらの種構成や分布状況も含めて環境条

件の違いに応じた個別の調査が必要であるとし、①特に、地盤改良に伴って

新たに盛り上がる箇所については、大浦湾中央に向かって急激に深くなる斜

面部に位置しており、さらに、盛り上がり部にあたる斜面部は外洋からの潮

流が斜面部に流れ込む場所となっていることから、特異な生息状況が存する

可能性があること、サンドコンパクションパイル（ＳＣＰ）工法で海底面に

敷砂し、地中に砂杭を打ち込むことで、表在性、埋在性を問わず、その地点

における底生生物の生息状況は大きく変化することから、盛り上がる箇所の
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調査が実施されていないため、適切かつ合理的に調査が行われたとはいえず、

適切な予測及び評価も行われたとは認められない、②令和２年７～９月に実

施した大浦湾内の水深２０ｍ以深４０ｍ以浅の２１地点での表在性底生動物

の潜水目視調査において記録された５６種のうち５０種が、平成３１年４月

の採泥器による調査では記録されなかった種であり、また、水深４０ｍ以深

４地点でＲＯＶ（遠隔操作無人探査機）による表在性底生動物の調査で記録

された２７種のうち１７種が、平成３１年４月及び令和２年９月の採泥器に

よる調査では記録されなかった種であったことからしても、水深２０ｍ以深

の底生動物について十分な調査が行われているとはいえず、調査回数を重ね

ることで、重要な種を含めた新たな種が確認される可能性が高いことを沖縄

防衛局自らが示しており、本件変更承認申請を提出した後に水深２０ｍ以深

の底生動物調査を実施するのではなく、盛り上がり箇所を調査し、その結果

を踏まえて慎重に予測及び評価を行い、本件変更承認申請書に添付された環

境保全図書を作成すべきであったと主張する（本件審査申出書１３１ないし

１３３ページ）。 

(2)ア 審査申出人は、Ｅ１６が斜面部の尾根に位置しているのに対して、護岸

外側の盛り上がり部は、大浦湾中央に向かって急激に深くなる斜面部に位

置しており、さらに、外洋からの潮流が斜面部に流れ込む場所となってい

ることをもって、Ｅ１６地点での調査結果が盛り上がり箇所における生物

の生息状況を代表しているとはいえず、盛り上がり箇所に特異な生息状況

が存在する可能性があると主張する。 

しかし、審査申出人が指摘する「大浦湾に向かって急激に深くなる斜面

部かつ外洋からの潮流が流れ込む」箇所は、Ｃ－１護岸東側の新たに海底

改変範囲となる箇所を指しているものと考えられるが、そのような環境条

件の箇所は、必ずしも護岸外側の新たに海底改変範囲となる箇所に留まる

ものではない。すなわち、調査地点Ｅ１７及びＢＴ１１を含む、Ｃ－１護
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岸直下から東側に広がる海底面については、大浦湾に向かって審査申出人

が指摘する箇所と同程度の傾斜で深くなっていく斜面部に位置しており、

かつ外洋からの潮流が流れ込む場所となっているところ、これらの箇所

は、変更前から海底改変範囲に含まれているところである（乙第２号証６

－９－１３５ページの図－６．９．２．３．２４（６）、乙第７号証１－

５２ページの図－１．２．７、図－１．２．８、乙第１００号証）。その

ため、審査申出人が指摘する箇所をもって、本件変更承認申請によって新

たな環境条件の地点が海底改変範囲に加わったとする理由とはならない。 

沖縄防衛局は、本件願書に添付された環境保全図書において、Ｅ１７に

おける底生動物調査の結果も踏まえ、環境影響の予測評価を行っており

（乙第２号証６－１３－６ページ、６－１３－１１ページの図－６．１３．

１．４）、また、本件埋立承認後に、Ｅ１７及びＢＴ１１において底生動

物調査を実施しているところ、これらの調査で確認された種は、いずれも、

本件埋立事業で行った各種調査により他の調査地点で確認されている一

般的な種で、特異な生物の生息は確認されていない（乙第１０１号証）。 

したがって、Ｅ１６での調査結果が盛り上がり箇所における生物の生息

状況を代表しているとはいえず、地盤改良工事による盛り上がり箇所に特

異な生息状況が存在する可能性があるとして、環境条件の違いに応じた個

別の調査を必要とする審査申出人の主張は理由がない。 

また、審査申出人は、Ｃ－２護岸からＣ－３護岸や護岸（係船機能付）

付近がまさに砂床と泥地の境界付近であることに加えて、岩盤から砂床、

泥地となるような場所となっており、さらにサンゴ類の生息ポテンシャル

域にもなっていることをもって、ＢＴ５、ＢＴ６地点における調査結果が

盛り上がり箇所における生物の生息状況を代表しているとはいえず、盛り

上がり箇所に特異な生息状況が存在する可能性があると主張する。 

しかし、沖縄県知事が主張するような、水深の深くなっていく斜面部で
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底質が岩盤から砂床、泥地となるような場所で、サンゴ類の生息ポテンシ

ャル域にもなっている箇所は、Ｃ－３護岸の北端よりＡ護岸の北端まで続

いているところ（乙第２号証６－１４－１１９ページ、乙第７号証１－５

２ページ、乙第１０２号証４ページ、乙第１００号証）、沖縄防衛局は、

本件埋立承認の申請時に、Ａ護岸の北端に位置し、審査申出人の主張する

ような環境条件を有する調査地点イ２６９においてインベントリー調査

を実施して、底生動物の生息状況を把握し、その後、平成２６年度まで同

調査を継続しており（乙第１００号証）、その調査結果も踏まえて、本件

変更承認に添付された環境保全図書において予測及び評価を行っている。 

したがって、審査申出人の主張するような環境条件を有する箇所につい

ては、既に十分な調査が行われており、その上で、本件変更承認申請書に

添付された環境保全図書において予測及び評価が行われているのであっ

て、地盤改良工事に伴い地盤が盛り上がる箇所の調査が不足しているとす

る審査申出人の主張は理由がない。 

イ 次に、審査申出人は、地盤改良に伴って新たに盛り上がる箇所について

は、大浦湾中央に向かって急激に深くなる斜面部に位置しており、さらに、

盛り上がり部にあたる斜面部は外洋からの潮流が斜面部に流れ込む場所

となっていることから、特異な生息状況が存する可能性があること、サン

ドコンパクションパイル（ＳＣＰ）工法で海底面に敷砂し、地中に砂杭を

打ち込むことで、その地点における底生生物の生息状況は大きく変化する

ことから、盛り上がる箇所の調査が実施されていないため、適切かつ合理

的に調査が行われたとは言えず、適切な予測及び評価も行われたとは認め

られないとする。 

しかし、地盤改良工事に伴って新たに盛り上がる箇所に、大浦湾中央に

向かって急激に深くなる斜面部に位置しており、さらに、外洋からの潮流

が斜面部に流れ込む場所が含まれることをもって、特異な生息状況が存在
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する可能性があり、環境条件の違いに応じた個別の調査を必要とする審査

申出人の主張は理由がないことは、上記アのとおりである。 

そして、沖縄防衛局においては、地盤改良工事により盛り上がる箇所を

含め、以下の調査を実施している。すなわち、本件変更承認申請に当たり、

設計概要変更により地盤改良工事の実施に伴って生じる、海底面の盛り上

がり箇所を含めた改変範囲は、約１．８ｈａで、設計概要変更の前から約

１％の増加となっており、かつ、増加した範囲は設計概要変更の前の海底

面の改変範囲に隣接しているところ（乙第７号証１－５１ページ、１－５

２ページ、乙第５２号証別紙２６ページ、添付資料２３、別紙５９ページ、

添付資料３１、乙第１０３号証別紙２の２６ページ、乙第１０４号証別紙

５２ページ、５３ページ）、本件埋立事業に係る出願に当たっては、海域

生物及び海域生態系の調査が行われており（乙第２号証第５章５．３表－

５．３．１６、表－５．３．２２、第６章６．１３．１、６．１９．１、

参考資料編第２章）、サンゴ類（乙第２号証第５章５．３表－５．３．１

７、第６章６．１４．１、参考資料編第２章２．４．９）や海藻草類（乙

第２号証第５章５．３表－５．３．１８、第６章６．１５．１、参考資料

編第２章２．４．１０）等の各生物群の調査に加え、２２０地点において

インベントリー調査（海藻草類、サンゴ類、大型底生動物（貝類、甲殻類、

棘皮類等）、魚類を対象とした、標本、写真記録等に基づく生物種の目録

作成）が行われるなどし（乙第２号証６－１９－１－１ページ～６－１９

－１－４ページ、乙第１０５号証、乙第１０６号証）、施行区域及びその

周辺の海域に係る海域生物及び海域生態系の状況等が把握されている。底

生動物についてはマクロベントス、メイオベントス及びメガロベントスを

対象として調査が行われており、マクロベントス及びメイオベントスにつ

いては３７地点において採泥器による表層堆積物の採取により調査が行

われ、メガロベントスについては、上記インベントリー調査における生息
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する種の把握のほか、サンゴ類の１２８地点におけるスポット調査の実施

時に出現種及びその概数が記録されるなどした（乙第２号証第５章５．３

表－５．３．１６、表－５．３．２２、第６章６．１３．１、６．１４．

１、６．１９．１、参考資料編第２章）。このようにして行われていた底

生動物の調査を含め、水深２０ｍ以深の底生動物の調査については平成１

９年から平成２６年までの間に２８回にわたり１５地点において採泥器

による表層堆積物の採取によりマクロベントス（底生動物）調査として実

施されており、上記１５地点のうち３地点（Ｅ１６からＥ１８まで）が改

変区域内にあり、そのうち２地点（Ｅ１６、Ｅ１７）がサンドコンパクシ

ョンパイル（ＳＣＰ）工法の実施に伴い海底面が盛り上がる箇所にある（乙

第１０５号証１３ページ）。さらに、平成３１年４月には、大浦湾内の水

深２０ｍ以深の（埋在性）底生動物の調査について、２２地点において、

採泥器による表層堆積物の採取により実施されており、上記２２地点のう

ち、１４地点（Ｅ１６からＥ１８まで及びＢＴ１からＢＴ１１まで）が改

変区域内にある（乙第１０５号証１６ページ）。加えて、令和２年７月か

ら同年９月までの間には、大浦湾内の水深２０ｍ以深４０ｍ以浅の（表在

性）底生動物の調査について、上記２２地点のうち、２１地点において、

潜水目視観察（及び写真撮影）により実施されており、上記２１地点のう

ち、１４地点（Ｅ１６からＥ１８まで及びＢＴ１からＢＴ１１まで）が改

変区域内にあり、また、水深４０ｍ以深の底生動物の調査について、４地

点（Ｅ３３及びＢＴ１２からＢＴ１４まで）において、（表在性底生動物

につき）ＲＯＶ（遠隔操作無人探査機）により実施され、上記４地点のう

ち、３地点（ＢＴ１２からＢＴ１４まで）において、（埋在性底生動物に

つき）採泥器による表層堆積物の採取により実施されており、この３地点

（ＢＴ１２からＢＴ１４まで）が改変区域内にある（乙第１０２号証４～

８ページ）。そして、上記地点のうち、６地点（Ｅ１６、Ｅ１７、ＢＴ５、
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ＢＴ６、ＢＴ７及びＢＴ１１）がサンドコンパクションパイル（ＳＣＰ）

工法の実施に伴い海底面が盛り上がる箇所にある（乙第１０２号証４ペー

ジ）。 

これらの調査の結果によれば、水深が深くなる斜面部に位置する地点

（Ｅ１６、ＢＴ５及びＢＴ６。そのうち、ＢＴ５及びＢＴ６は、改変区域

の外側に向かって水深が深くなる斜面部に位置する地点）を含め、各調査

地点において確認された種はインベントリー調査等によって他の地点に

おいても確認されている種であり、水深２０ｍ以深のみに生息が限定され

るような重要な種は確認されておらず、隣接する海底面の改変範囲の生物

の生息状況に大きな差異はないということができる（乙第１０５号証１４

ページ、１５ページ、１７～２０ページ、乙第１０２号証６～１０ページ、

乙第１０７号証、乙第１０８号証、乙第１００号証、乙第１０１号証、乙

第１０９号証）。 

したがって、盛り上がる箇所の調査が実施されていないため、適切かつ

合理的に調査が行われたとは言えず、適切な予測及び評価も行われたとは

認められないとの審査申出人の主張は理由がない。 

ウ さらに、審査申出人は、平成３１年４月に実施した潜水目視調査におい

て記録された種と令和２年７月から９月に実施した採泥器による調査で

記録された種とを比較し、前者の調査で記録された５６種のうち５０種

が、後者の調査で記録されていないこと、また、令和２年７月から９月に

実施したＲＯＶによる調査で記録された種と、平成３１年４月及び令和２

年９月に採泥器による調査で記録された種とを比較し、前者の調査で記録

された２７種のうち１７種が、後者の調査で記録されていないことから、

水深２０ｍ以深の底生動物について十分な調査が行われているとはいえ

ないとする。 

しかし、そもそも、潜水目視調査は、潜水士による潜水目視により、海
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底表面に生息する表在性底生動物を確認する調査、採泥器による調査は、

採泥器を用いて底質を採取し、底質中に生息する埋在性底生動物を確認す

る調査であり、両調査は、対象とする底生動物も調査手法も異なるもので

ある。また、同様に、ＲＯＶによる調査は、潜水目視調査と同様に海底表

面に生息する表在性底生動物を確認する調査で、空気潜水では対応できな

い４０ｍ以深の地点で潜水目視調査の代わりに実施したものであり、ＲＯ

Ｖ調査と採泥器による調査とでは、対象とする底生動物も調査手法も異な

るものである（乙第１０２号証、乙第１０５号証（甲６４号証））。した

がって、これらの調査を比較して、一方の調査で確認されているものの、

もう一方の調査で確認されていない種が複数あるからといって、調査が不

十分であるとはいえない。 

審査申出人は、本件変更承認申請を提出した後に水深２０ｍ以深の底生

動物調査を実施するのではなく、盛り上がり箇所を調査し、その結果を踏

まえて慎重に予測及び評価を行い、本件変更承認申請書に添付された環境

保全図書を作成すべきであったとするが、令和２年７月から９月に実施し

た底生動物調査の結果によって、水深２０ｍ以深の生物相の評価が変わる

ものではなく、むしろ沖縄防衛局が同環境保全図書を作成した時点におけ

る底生動物の評価が不十分とする理由がないことが明らかになっている

ところである。 

したがって、盛り上がり箇所の調査が実施されていないとして、調査の

手法として必要な水準を確保されているとはいえず、地盤の盛り上がりが

環境に及ぼす影響について適切に情報が収集されておらず、適切な予測が

行われているとは認められないとする審査申出人の主張は理由がない。 

(3) 以上によれば、海域生物及び海域生態系については、サンドコンパクショ

ンパイル（ＳＣＰ）工法の実施に伴い海底面が盛り上がる箇所が生じること

が環境に及ぼす影響を含め、本件変更承認申請に当たり、本件願書に添付さ
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れた環境保全図書と同様に、適切かつ合理的に調査が行われて十分な情報が

収集され、適切な予測及び評価が行われていると認めることができるから、

審査申出人の主張は理由がない。  

 

第７ 埋立ての必要性についての審査申出人の主張に対する反論 

 １ 本件変更承認申請に係る審査において、埋立ての必要性は第１号要件、第２

号要件等から独立した審査事項にはならず、埋立ての必要性について合理性

があると認められないことを不承認の理由とした審査申出人の主張は理由が

ないこと 

(1) 本件裁決書６４ページ及び本件指示別紙１の６２ページ以下で明らかに

したとおり、埋立法は、出願事項の変更の承認に関する第１３条ノ２第２項

において、公有水面埋立承認願書の出願事項の記載に関する第２条第２項及

び同願書の添付図書に関する同条第３項を準用していない。公有水面埋立法

施行規則（昭和４９年運輸省・建設省令第１号）も、国が行う埋立てに関し、

第１６条第１項において読み替えて準用する第７条第１項において、出願事

項の変更の承認申請書の記載事項として、公有水面埋立承認願書に関する別

記様式第一（第１６条第１項において準用する第１条）によって定める同願

書の記載事項とは別に、かつ、内容も異にして、別記様式第三によって当該

変更の内容、理由等を記載すべきことを定めている。また、第１６条第１項

において準用する第７条第２項においても、出願事項の変更の承認申請書の

添付図書としては、当該変更の内容に応じて公有水面埋立承認願書の添付図

書（第１６条第１項において準用する第２条及び第３条（第２号及び第３号

を除く。））のうち一部のみを添付すべきことが定められており、当初の埋立

承認申請に際して必要な添付図書の全てが求められているものではない。 

このように、同法は、出願事項の変更承認申請に係る審査においては、申

請者が、既に埋立ての承認を受けており、埋立てに関する工事を適法に実施
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し得る地位を有していることを前提として、飽くまで出願事項を部分的に変

更する変更承認申請の変更内容について、第４条第１項の要件への適合性や

第１３条ノ２第１項の正当の事由の有無を判断することとしていると解され

る。 

また、審査申出人は、沖縄県が行政手続法第５条第１項に基づいて定めた

審査基準により本件変更承認申請に係る審査を行っているところ、出願事項

変更の許可に係る審査基準をみても、埋立地の用途及び設計の概要の変更の

承認についての判断に当たり、当然に埋立ての必要性についての審査が行わ

れることが予定されていることはうかがわれない。 

本件変更承認申請の内容をみると、その内容のうち、埋立地用途変更につ

いては、工程を見直して作業ヤード計画を合理化した結果、従来作業ヤード

に供するために造成することとしていた埋立地が必要なくなったことから、

埋立区域及び埋立地の用途につき、その一部を削除したというものであり、

本件変更承認申請に係る変更前後を通じて埋め立てることとなる埋立区域に

はその用途の変更がなく、本件変更承認申請の用途変更に係る変更内容は、

埋立ての必要性の判断に影響を及ぼすようなものではない。 

   また、本件変更承認申請の内容のうち、設計概要の変更についても、所要

の箇所に地盤改良を追加して行うことやそれに伴う護岸の設計工区の設定、

標準断面の決定等に加え、全般について、より合理的な設計、施行方法等と

することとしたというものであり、本件変更承認申請の設計概要の変更に係

る変更内容は、埋立地を完成させるための手段及び方法を変更するものであ

って、埋立ての必要性に影響を及ぼすようなものではない。地盤改良の追加

に伴い、工程の変更を含めた見直しが行われているが、埋立法は、第４２条

第３項において、国が行う埋立てに関しては、指定期間内における工事の竣

功の義務に関する第１３条を準用していないため、埋立てに関する工事の竣

功の期間の伸長については、出願事項の変更等の許可に関する第１３条ノ２
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を準用せず、都道府県知事の承認の対象として定めておらず、本件埋立出願

における埋立てに関する工事の施行に要する期間が伸長されたとしても、そ

れ自体は承認の対象となる変更の内容や承認に係る審査の対象とされている

ものでない。 

   以上によれば、本件変更承認申請に係る審査において、埋立ての必要性は

第１号要件、第２号要件等から独立した審査事項にはならず、埋立ての必要

性について合理性があると認められないことを不承認の理由とした審査申出

人の主張は理由がない。 

(2) また、この点をおくとしても、「埋立ての必要性」が欠けるものとは認めら

れない。 

本件埋立承認をするに当たり、当時の沖縄県知事は、埋立ての必要性につ

いて、普天間飛行場の使用状況や、同飛行場の返還及び代替施設の設置に関

する日米間の交渉経過等を踏まえた上で、騒音被害等により同飛行場の周辺

住民の生活に深刻な影響が生じていることや、同飛行場の危険性の除去が喫

緊の課題であることを前提として、①沿岸域を埋め立てて代替施設を建設し、

滑走路延長線上を海域とすることにより、航空機が住宅地の上空を飛行する

ことを回避しようとするものであることから、埋立ての動機となった土地利

用が埋立てによらなければ充足されない、②同飛行場の移設先の確保という

点から、当該公有水面を廃止する価値があり、また、今埋立てを開始しなけ

ればならない、③沿岸域を埋め立てて滑走路延長線上を海域とすることによ

り航空機が住宅地の上空を飛行することが回避されることや、本件代替施設

が既に米軍に提供されているキャンプ・シュワブの一部を利用して設置され

ることなどから、埋立てをしようとする場所が埋立地の用途に照らして適切

な場所である、④同飛行場の施設面積が約４．８ｋ㎡であるのに対し、本件

代替施設の面積が約２ｋ㎡であり、そのうち埋立面積が約１．６ｋ㎡である

ことなどから、埋立ての規模が適正であるなどとして、本件埋立事業が埋立
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ての必要性が認められると判断していたことが認められる。 

最高裁判所も、本件埋立承認につき、「本件埋立事業は普天間飛行場の代替

施設（本件新施設等）を設置するために実施されるものであり、前知事（引

用者注・仲井眞知事）は、同飛行場の使用状況や、同飛行場の返還及び代替

施設の設置に関する我が国と米国との間の交渉経過を踏まえた上で…騒音被

害等により同飛行場の周辺住民の生活に深刻な影響が生じていることや、同

飛行場の危険性の除去が喫緊の課題であることを前提に、①本件新施設等の

面積や埋立て面積が同飛行場の施設面積と比較して相当程度縮小されること、

②沿岸域を埋め立てて滑走路延長線上を海域とすることにより航空機が住宅

地の上空を飛行することが回避されること及び本件新施設等がすでに米軍に

提供されているキャンプ・シュワブの一部を利用して設置されるものである

こと等に照らし、埋立ての規模及び位置が適正かつ合理的であるなどとして、

本件埋立事業が第１号要件に適合すると判断している」とし、このような判

断に違法等の瑕疵がないと判示している（平成２８年最高裁判決）。 

さらに、最高裁判所は、沖縄防衛局が、埋立法上、本件埋立事業のうち本

件変更承認申請の内容に含まれない範囲においては、埋立てに関する工事を

適法に実施し得る地位を有していると判断している（令和３年最高裁判決）。 

こうしたことや本件変更承認申請の内容に加え、本件の事実関係等によれ

ば、現在も普天間飛行場の周辺に学校や住宅、医療施設等が密集し、騒音被

害等により住民生活に深刻な影響が生じており、また、過去に同飛行場周辺

で航空機の墜落事故が発生しており、同飛行場の危険性の除去が喫緊の課題

であり、本件埋立事業を着実に進め、同飛行場の移転先を確保し、同飛行場

の移設及び返還を実現する必要があることについては、本件埋立承認の時か

ら何ら変わりがないことが認められること等からすれば、埋立てに関する工

事の施行に要する期間が変更されたからといって、埋立ての必要が失われた

り、本件埋立承認の時に認められた埋立ての必要性と整合性を欠いたりして
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いないことは明らかである。 

したがって、審査申出人が主張するように、本件埋立事業の埋立計画は、

地盤改良に伴い、工程の変更を含め、大幅な見直しとなっているなどとして

埋立ての必要性が合理性を欠くとすることはできない。 

２ 審査申出人の主張は理由がないこと 

 (1) これに対し、審査申出人は、①埋立ての必要性についての判断は当初の本

件埋立承認の際に埋立ての必要性を認めたこととの整合性の判断であること

（本件審査申出書第３章第４節第１参照）、②上記①のような整合性の判断

をすることが沖縄防衛局に対する不意打ちではなく、「許認可等に係る審査

基準」を用いて「埋立の必要性」を審査事項としていること（本件審査申出

書第３章第４節第２参照）、③変更内容が埋立ての必要性に影響を及ぼすこ

と（本件審査申出書第３章第４節第３参照）、④工事の施行に関する期間が伸

長されることを「埋立の必要性」に沿ったものとなっているかどうかという

視点から審査すべきこと（本件審査申出書第３章第４節第４参照）、⑤相手方

が本件裁決において埋立ての必要性につき言及していることから、その議論

を抜きに本件変更承認申請に対する判断はできないことを相手方が認める趣

旨と理解できること（本件審査申出書第３章第４節第５参照）等を主張する。 

(2) しかし、本件変更承認申請は当初の本件埋立承認の内容の一部を変更する

ものであり、当該変更に対する承認の可否が判断されるべきものである以上、

飽くまで本件変更部分について審査・判断されるべきであって、上記のとお

り、出願事項変更の許可に係る審査基準において、埋立地の用途及び設計の

概要の変更の承認についての判断に当たり、当然に埋立ての必要性について

の審査が行われることが予定されていることはうかがわれない。 

  審査申出人は、結局、出願事項変更の許可に係る審査基準のどの項目に、

どのように照らして、当初の本件埋立承認の際に埋立ての必要性を認めたこ

ととの整合性が審査事項となるのか、具体的には全くその根拠を明らかにで
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きておらず、自らの審査基準にはない事項を持ち出して、本件変更不承認処

分の正当性を主張するにすぎず、審査申出人の上記(1)の主張はいずれもそれ

自体失当である。 

審査請求人は、変更内容が埋立ての必要性に影響を及ぼす等と主張するが、

やはり、本件変更部分のどの点がどのように埋立ての必要性に影響を及ぼす

のか、具体的にはその内容を明らかにできておらず、本件変更部分の内容と

は関係なく、単に期間が伸長されることの問題を指摘するにすぎない。そし

て、本件埋立ての必要性が、上記１(2)のように肯定されたことからすれば、

その必要性が、埋立地を完成させる期間の伸長によって失われたとみること

はできないことは明らかである。 

また、相手方が本件裁決において埋立ての必要性につき言及するのは、そ

の記載内容から明らかなとおり、審査申出人の主張を踏まえて、埋立てに関

する工事の施行に要する期間が変更されたとしても、埋立ての必要が失われ

たり、本件埋立承認の時に認められた埋立ての必要性と整合性を欠いたりし

ていないことを念のため確認する趣旨であり、「その議論を抜きに本件変更

承認申請に対する判断はできないことを相手方が認める趣旨と理解できる」

などという審査申出人の主張（本件審査申出書第３章第４節第５、上記(1)⑤

参照）も明らかに誤りである。 

３ 以上のとおり、本件変更承認申請について、「埋立地の必要性」を審査事項

とし、これを満たさないとする審査申出人の主張が失当であることは明らか

である。 

 

第８ 「正当ノ事由」についての審査申出人の主張に対する反論 

 １ 本件変更承認申請につき「正当ノ事由」が認められること 

本件裁決書６６ページ及び本件指示別紙１の６６ページ以下で明らかにした

とおり、本件変更承認申請については、その内容、すなわち、①埋立地の用途
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につき、名護市辺野古地区地先の配置及び規模を削除すること、②本件埋立承

認の後に実施した土質調査により、大浦湾側の水域の海底地盤に粘性土及び中

間土が堆積していることが判明したことを踏まえ、所要の箇所に地盤改良を追

加して行うことに加え、全般について、より合理的な設計、施行方法等とする

ことという申請の内容等からすれば、本件変更承認申請に係る埋立地の用途及

び設計の概要の変更の理由及び内容は必要かつ相当なもので、「正当ノ事由」が

あると認められる。 

 ２ 審査申出人の主張は理由がないこと 

   これに対し、審査申出人は、埋立ての必要性と切り離して、「正当ノ事由」

を論ずることはできないと主張する（本件審査申出書第３章第５節参照）。 

しかし、審査申出人は、「正当ノ事由」が「埋立ての必要性」とどのように

関連するのかや、その根拠について、何ら説明できていない。そして、審査申

出人は、結局のところ、「埋立ての必要性」として主張した点と同様の指摘を

繰り返すものであるが、この点について理由がないことは、第７において述べ

たとおりである。 

埋立法第１３条ノ２第１項は、要件として、「正当ノ事由アリト認ムルトキ

ハ」としているところ、これが当該変更について「正当ノ事由」があると認め

られること、すなわち、変更することに相応の理由があることを求めるもので

あることはその文理上明らかである。そして、本件では、上記１のとおり、そ

の変更内容に必要性、相当性が認められ、変更に合理的な理由があるといえる

のであるから、本件変更承認申請に、「正当ノ事由」が認められることは明ら

かである。審査申出人は、こうした文理を無視した適用を主張するもので、失

当である。 

 

第９ 結論 

以上のとおり、本件変更承認申請に対し、本件変更部分についての要件適合
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性等を認めない沖縄県の法定受託事務の処理は、埋立法の規定に違反している

と認められ、違法であり、また、著しく適正を欠き、かつ、明らかに公益を害

するものである。 

よって、本件指示は適法であり、是正の指示の違法事由として、本件裁決で

取り消された本件変更不承認処分と同じ理由を繰り返すにすぎない審査申出人

の主張は失当である。 

 

以 上 




